
後期基本計画の体系（平成３０年度末　進捗状況）

編 章 節 順調 概ね順調 やや遅れ 遅れ

１　住民主体のまちづくり １　住民参加と活力あるまちづくり ○

２　安定した行財政運営の推進 １　簡素で効率的な行財政運営 ○

３　男女共同参画の推進 １　男女共同参画のまちづくり ○

１　生涯福祉の推進 １　福祉を支える体制づくり ○

２　子育て支援の充実 ○

３　高齢者福祉の充実 ○

４　障害者福祉の充実 ○

５　社会保障制度の適正な運用 ○

２　労働者福祉の充実 １　働きやすい環境づくり ○

３　保健・医療の充実 １　生涯を通じた健康づくりの推進 ○

２　医療体制の維持・充実 ○

３　食育の推進 ○

１　学校教育の推進 １　幼児教育の充実 ○

２　教育活動と教育環境の充実 ○

３　学校給食の充実 ○

２　社会教育、文化、芸術の振興 １　社会教育の推進 ○

２　国際・地域間交流の推進 ○

３　文化・芸術の振興 ○

３　スポーツの振興 １　スポーツしやすい環境づくり ○

１　農業の振興 １　農業基盤整備と経営支援 ○

２　有害鳥獣駆除の推進 ○

２　林業の振興 １　森林資源の活用 ○

３　商工業の振興 １　活気あふれる商工業の振興 ○

４　観光の振興 １　資源を生かした観光の振興 ○

１　総合的な土地利用の推進 １　総合的な土地利用の推進 ○

２　安心して暮らせる生活基盤 １　道路、交通環境の整備 ○

２　交通機関と情報基盤の整備 ○

３　水道・下水道の整備 ○

４　公園・緑地等の整備 ○

５　住宅環境整備と定住の促進 ○

６　治山・治水対策と河川整備 ○

３　住みよい環境づくり １　自然環境の保全と景観形成 ○

２　環境衛生・美化対策の充実 ○

４　安全な村民生活の確保 １　防災・消防体制の充実 ○

２　交通安全対策の推進と防犯体制の確立 ○

３　消費者対策の推進 ○

1 31 4 0

１　みんなで歩む協働
　　のまち

２　健康で人にやさし
　　いまち

４　活力あふれる産業
　　を育むまち

５　自然豊かで快適に
　　暮らせるまち

３　人と文化を育む
　　まち



①これまでの取組状況を踏まえた現状と課題

政策 1 章 住民主体のまちづくり
総務課企画財政グループ

基本施策 1 節 住民参加と活力あるまちづくり

基本目標 1 編 みんなで歩む協働のまち 担当課

現状と課題

１．協働によるまちづくり（総務課企画財政グループ）
地域担当制やまちづくりトークなどの地域と行政をつなぐ各種制度を活用し、協働によるまちづくりの推進を行ってい
るほか、各種事業や制度を広報紙やホームページを活用して情報提供を行っている。

２．自主的な住民活動の支援（総務課企画財政グループ）
・行政区の自主的な活動を支援するため、行政区交付金や行政区特別活動交付金を交付しているが、行政区に
よっては高齢化が進み、役員などの担い手不足の課題を抱えている。
・村の応援団であるふるさと会の活動状況をＨＰ等で掲載しているが、新規会員がなかなか取得できない（特に若い
人）課題を抱えている。
・「ふるさと活性化基金」を財源とし、地域の活性化を図る事業に対し経費の一部を助成しているが、事業項目によっ
て申請実績に偏りがあったことから助成メニューの一部見直しを実施した。
・村民に対する村の各種施策についての説明や、意見交換を目的として平成１８年度から講演会を開催している。
多くの村民に聴講していただくために、興味を持つテーマ及び講師の選定に努めていかなければならない。

３．地域資源を活かしたまちづくり
　「日本で最も美しい村」連合へ加盟したことをきっかけとして、村民に景観資源を再認識してもらいたいが、今ひと
つ普及できていない。村職員が月一回ゴミ拾いをすることで啓発活動に努めている。

②主要な施策・事業の実施状況

後期基本計画の主要な施策・事業 実施状況 公約

１．協働によるまちづくり（総務課企画財政グループ）

(2)
村民が主体的にまちづくりに参加できるよう、
様々な情報媒体を活用し、わかりやすく迅速な情
報発信を行います。（公約４－２）

・広報紙や情報無線、メール配信、ＨＰを使用した情報発信を行っ
た。

４－２

(1)
まちづくり基本条例の理念を広く村民に周知し、
協働のまちづくりを推進します。

・男女共同参画推進講演会を兼ねて講演会を開催している。

情報宅配便、地域担当制、パブリックコメント（意
見募集）、村長茶話会（ミニ懇談会）などを実施
し、村民との情報共有を行い、村民の声に耳を
傾け、意見反映や住民参画を推進します。 （公
約４－１－②）

・年２回区長会議で村の事業について情報(情報宅配便や地域担
当制など)を提供
・村主催のまちづくりトークを村内全体を対象に開催
・パブリックコメントを実施

(3)
村長が各種会合やボランティアへ積極的に参加
し、村民との対話の機会を作ります。（公約４－１
－①）

・地域担当制の行事等に積極的に参加し、村民との対話に努め
た。

４－１
①

(4)
４－１

②

(5)
広報紙やホームページは、広報モニターなどの
意見を取り入れ、わかりやすく親しみやすい内容
をめざします。

・広報モニターを村民４人に依頼し、年２回の意見交換会を実施



３．地域資源を活かしたまちづくり（総務課企画財政グループ、産業課産業グループ）

(1)
恵まれた自然環境や田園風景、農業や食、花と
芸術・文化など村の資源を活かし、個性あるまち
づくりを推進します。

・「日本で最も美しい」村連合へ加盟による北海道連携事業の展
開や、美しい村連合ＨＰを活用した情報発信を行っている。

２．住民活動の支援と地域を担う人づくり（総務課企画財政グループ）

(1)
行政区活動の活性化への支援や各種まちづくり
団体などの育成と支援を行います。

・各行政区に対し、行政区世帯に基づく行政区交付金と行政区の
自主的な活動を支援するための特別活動交付金を交付。

今後の取組・
方向性

１．協働によるまちづくり（総務課企画財政グループ）
・村長が率先した情報発信を行っているほか、迅速でわかりやすい情報発信に努めている。
職員一人ひとりの意識をさらに高め、村民への情報発信に取り組む。
２．住民活動の支援と地域を担う人づくり（総務課企画財政グループ）
・ふるさとづくり事業については、利用件数が少なかったことから、過去の申請実績を整理した上で、村民にわか
りやすく、利用しやすい制度に改めた。行政区長会議等でＰＲも実施し、利用件数は増加傾向にある。
・講演会のテーマを親しみやすいものを選定し、より多くの聴講者を集められる講師を招くか、意見交換会など別
の方法を検討していく。
・村内施設へふるさと会ＰＲのポスターを掲示。

３．地域資源を活かしたまちづくり（総務課企画財政グループ）
・「日本で最も美しい」村連合とは何か、加盟の際に評価された「防風保安林に守られた農村原風景」「北の大地
を彩るアートと文化」について、景観まちづくり委員会の中で意見交換しながら普及啓発について推進していく。

農畜産物を始めとする「中札内ブランド」の情報
発信を強化し、活力あるまちづくりを推進します。
（公約２－７、４－２－①、②）

・食の応援団のお店スタンプラリー事業を展開して地場農畜産物
の消費拡大とPRを実施。
・小規模起業支援事業により、農畜産物の加工・製造・販売を行う
ための起業に要する経費を助成している。

２－７
４－２

③内部評価（役場内部による評価）

実施状況の
評価と課題

進捗状況 順調　・　概ね順調　・　やや遅れ　・　遅れ

１．協働によるまちづくり（総務課企画財政グループ）
・各種行事や制度について、迅速でわかりやすい情報発信に努めている。

２．住民活動の支援と地域を担う人づくり（総務課企画財政グループ）
・行政区に対する交付金を活用し、各行政区が独自の視点で活発に地域活動を行っているが、一方で役員の担
い手不足や行政区未加入世帯への対応方法などの課題がある。
・「ふるさと活性化基金」を財源とし、地域の活性化を図る事業に対し経費の一部を助成しているが、事業項目に
よっては、近年申請がない等課題がある。しかしながら一部事業の見直しを行ったことで、申請件数は増加傾向
にある。
・村民に対する村の各種施策についての説明や、意見交換を目的として平成１８年度から講演会を開催している
が、聴講者が集まらない課題があった。平成３０年度は、他団体と共催することで聴講者の増加が見られた。今
後は、講演会スタイルに捉われず様々な手法を取っていきたい。
・ふるさと会総会への出席や、ふるさと通信の発行を実施。また、ＨＰで各ふるさと会の活動状況を掲載している
が、会員数が増加しない課題がある。

３．地域資源を活かしたまちづくり（総務課企画財政グループ）
・「日本で最も美しい」村連合へ加盟し、北海道加盟町村での連携事業を展開するなど景観への普及啓発に努め
ているが、まちづくりアンケート結果をみると関心が高まっているとはいえない。

(2)

(2)
各種支援制度の周知活動や研修会等を開催し、
村民のまちづくりへの関心を高め、地域の担い
手づくりを行います。

・ふるさとづくり事業などによる自主的な活動の支援や相談対応
などを実施
・広報紙において各種支援制度を周知



⑤村民評価（総合行政推進委員会による評価）

委員会からの
意見等

・行政区役員の担い手不足が課題。
・区費の支払いが困難な方がいる。
・役員が区費の集金に訪問しても会うことができず苦労している。

④村長評価（村長ヒアリングによる評価）

課題・方向性

○企画財政グループ
・職員が村のホームページを見ておらず、村民が見やすいようになっていない。情報を掲載することが
目的ではなく、どう見えているのか、誰のために掲載しているのかという視点が重要。
・情報発信は、職員の重要スキルである。まず、総務課でスキルを磨くこと。
・プレスリリースは出すことが目的ではなく、出したものが掲載されたか確認する等提出後が重要。
・ふるさとづくり事業は、継続して周知すること。
・ふるさと会の入会については、花咲くコンサートチケットの割引やクラス会への助成など入会のメリッ
トを検討する。
・日本で最も美しい村のロゴマークについては、村商品への営利使用が可能か確認しておくこと。



１．効率的で健全な行財政の運営（総務課企画財政グループ、住民課税務出納グループ）

(2)

担当課

政策 2 章 安定した行財政運営の推進 総務課企画財政グループ
総務課総務グループ
住民課税務出納グループ基本施策 1 節 簡素で効率的な行財政運営

現状と課題

１．効率的で健全な行財政の運営（住民課税務出納グループ）
　村税の適正な賦課徴収に努め、未納者に対して電話や臨戸による催告や生活再建型の納税相談をこまめに行っ
たことにより高い徴収率を維持することができているが、納税の公平性の観点から更なる徴収強化が求められてい
る。
２．職員の資質向上(総務課総務グループ)
　職員のニーズに対応するため、さまざまな研修の機会を設け研修内容の充実を図っている。
　  また、役場、地域で活躍する職員を育成するため、職場から離れて地域・学校の役員や少年団活動の
  指導を担う職員を評価していく。
３．広域行政の推進(総務課企画財政グループ）
　十勝定住自立圏や南十勝の連携により効果的・効率的な広域行政に取り組んでいる。

②主要な施策・事業の実施状況

後期基本計画の主要な施策・事業 実施状況 公約

基本目標 1 編 みんなで歩む協働のまち

①これまでの取組状況を踏まえた現状と課題

経常的な経費の抑制に努めるとともに、政策評
価に基づく効率的・重点的な予算編成を行いま
す。

予算編成方針説明会で職員に説明を行い、政策評価を踏まえた
予算編成を徹底した。

(1)
国や北海道の動向を的確に把握し、健全で質の
高い行財政運営を行います。

事業実施にあたっては、財源確保のため補助事業等の情報収集
を行っているほか、公債費の抑制のため地方債の繰上償還を実
施した。

第６期まちづくり計画実施計画のローリングにおいて優先度を決
定し、優先度の高いものから計画的に実施している。

(4)

村税など自主財源の確保やふるさと納税の推
進、受益者負担の適正化などの取り組みによ
り、歳入の確保に努めます。

大口滞納分の収納により滞納繰越分収納率が高くなった。
*個人村民税徴収率　現年度分99.92%、滞納繰越分63.01%
*固定資産税徴収率　現年度分99.94%　滞納繰越分67.92%
*軽自動車税徴収率　現年度分99.79%　滞納繰越分80.41％
*国民健康保険税徴収率　現年度分99.84%　滞納繰越分14.03％

(3)
投資的な経費は、緊急性や優先度、財源の確保
を見極めて、効果的な財政投資に努めます。

(5)
各種業務の災害等に対する安全性・継続性の確
保に対応できる電算システムの構築を更新に合
わせて検討します。

システム更新時には、データセンターの利用によるクラウド化及
セキュリティの強靭化が図られるよう検討を行っている。



(1)

(2)
職場外研修では、役職に応じた研修や専門的な
知識・技術を習得する研修に積極的に職員を派
遣します。

職場外では専門的研修、視察研修などに参加するほか、他自治
体との合同研修を開催している。

(3)
職場における日々の仕事を通じた能力開発を推
進し、組織力の向上を図ります。

パソコン(エクセル・アクセス)の使い方、情報発信力の強化といっ
た、日々の能力向上を目的とした研修を実施した。

職員一人ひとりが積極的に自己啓発に取り組め
るよう意識改革に努めます。

職場内では課内研修、外部講師による研修、イベントにおける体
験型研修を実施している。
また、職員自らが研修を企画し、地域課題に取り組むことを目的
とする「自主企画研修」や、職種・職務内容にかかわらず広く業務
に関する知識・技術の向上を目指す「他業種能力育成」を実施で
きる仕組みを新たに設けた。

２．職員の資質向上（総務課総務グループ、総務課企画財政グループ）

(1)

南十勝の町村と連携し共通課題に取り組むとと
もに、更別村との指導主事の共同設置をはじめ
とする各種連携にも取り組みます。

南十勝夢街道プロジェクト推進協議会において十勝ふるさと市町
村圏基金事業を活用し、災害に強いまちづくり講演会やイルミ
ネーション事業など各種取り組みを実施した。
平成22年度より指導主事を共同設置している。

(4)

新規事業の提案制度や重要施策におけるプロ
ジェクトチーム設置などを通じ、各課の連携強化
や職員の政策形成能力の向上を図ります。（公
約４－３－①、②）

一部事務組合等の構成市町村との連携を深め、
効率的・効果的な広域行政を進めます。

十勝圏複合事務組合の事業である「北海道暮らしフェア２０１８
（東京会場）など連携事業に参加した。

４－３

定住自立圏として、人材育成のための研修事業や地球温暖化対
策のためのノーカーデーの取り組みを実施した。

(3)

(2)
十勝定住自立圏共生ビジョンに基づき、帯広市
を中心とした各分野での自治体間連携による取
り組みを進めます。

新庁舎建設や七色献立プロジェクトなど推進のため庁内検討委
員会を設置した。
また、新規事業等の職員提案募集を行った。

３．広域行政の推進（総務課企画財政グループ）



⑤村民評価（総合行政推進委員会による評価）

委員会からの
意見等

・税金の納付方法を増やすことはできないか。
【回答】
・村税についてはコンビニエンスストアでの納付を試算したが、採算が合わず未実施。
・国税については、電子納税や申告をすすめている。

③内部評価（役場内部による評価）

実施状況の
評価と課題

進捗状況 順調　・　概ね順調　・　やや遅れ　・　遅れ

１．効率的で健全な行財政の運営（住民課税務出納グループ）（総務課企画財政グループ）
・30年度における村税などの自主財源については、第6期まちづくり計画の財政計画を少し上回る収
納額であった。
・十勝市町村税滞納整理機構等との連携、一斉徴収やきめ細かい納税相談の実施により高い徴収
率を維持しているが、徴収困難なケースへの対応のため高度な専門的知識の習得など職員の資の
向上が求められている。
・政策評価については、事務事業単位の評価から、まちづくり計画や村長公約の進捗状況を評価する
よう見直しを行った。
２．職員の資質の向上
・研修の機会が増え積極的に参加するよう啓発しているため、研修の意義は理解されているが、職務
との兼ね合いから参加する意欲はあるものの参加できない職員もいる。職務を遂行しながら自己啓
発するといった両立できる職場体制を整え、研修をより効果的なものにしていく必要がある。
３．広域行政の推進
　十勝定住自立圏共生ビジョンに基づき、帯広市を中心とした各分野での自治体間連携を進めてい
る。引き続き関係市町村と連携を図りながら効果的・効率的な広域行政に取り組む。

④村長評価（村長ヒアリングによる評価）

課題・方向性

○税務出納グループ
・税務署と小中学校が連携した租税教育を実施しているが、村民に周知する工夫が必要。
　投票に行かない若者と同じで知識不足ゆえの納税意識が希薄な若者がいる。役場職員が講師で、
身近なものに使われている村税について租税教育を進めることも必要。

○総務グループ
・研修については、職場の理解が必要。また、市町村アカデミー等の参加者については、各課の課長
に人材育成の観点から判断してもらうことを検討する。

今後の取組・
方向性

１．効率的で健全な行財政の運営（住民課税務出納グループ）（総務課企画財政グループ）
・後期基本計画に基づきまちづくりを進めるとともに、政策評価による効率的・重点的な予算編成に努
める。
　歳入の確保については、職員の高度な知識の習得とともに、関係機関との連携を維持し適正な賦
課徴収を行っていく。また、住民の納税意識を高めていくために広報、HP等での周知を図り、学校等
との連携による租税教育に力を入れていく。
２．職員の資質の向上（総務課総務グループ）
　職員自らが必要とする資質や更なる能力向上を目指すため、職員の新規事業提案や七色献立プロ
ジェクトなど庁内連携事業を推進していく。
３．広域行政の推進
　引き続き関係市町村と連携を図りながら効果的・効率的な広域行政に取り組む。



①これまでの取組状況を踏まえた現状と課題

政策 3 章 男女共同参画の推進
総務課企画財政グループ

基本施策 1 節 男女共同参画のまちづくり

基本目標 1 編 みんなで歩む協働のまち 担当課

現状と課題

１．男女共同参画の推進
・講演会の実施や図書館への男女共同参画のコーナーの設置、中学生作文コンクールの募集や小学生向けの絵
本読み聞かせなど、様々な啓発活動を行っている。一部の村民には認識していただいているが、村全体に浸透して
いるとまでは言えない。

②主要な施策・事業の実施状況

後期基本計画の主要な施策・事業 実施状況 公約

１．男女共同参画の推進（総務課企画財政グループ）

(2)
男女共同参画推進委員会による取組状況の評
価・検証を行います。

・委員会を年４回実施し、男女共同参画を推進するための施策を
検討し、実施している。（作文コンクール、絵本読み聞かせ、講演
会など）
・推進計画に定めた施策の実施状況を委員会で報告し、検証して
いる。

(1)

中札内村男女共同参画推進計画に基づき、職
員の男女共同参画の意識を高め推進体制の充
実を図るとともに、あらゆる分野・世代への意識
啓発に取り組みます。

・男女共同参画推進委員会を設置し、意識啓発活動を行ってい
る。
・講演会を毎年実施し、職員へ参加を促している。

(5)

セクシャルハラスメントやドメスティックバイオレン
スの防止と保護のため啓発活動に取り組むとと
もに、北海道など関係機関と連携して相談支援
体制の充実を図ります。

・村内の各施設に相談窓口の案内やリーフレット・ポスターを設置
して啓発を行っている。
・相談のケースに応じて北海道の関係機関と連絡をとりながら対
応している。

(3)
子育て支援、介護支援などの施策の充実によ
り、男女が共に働きやすい環境づくりに取り組み
ます。

・子育て支援センターでの支援の充実、保育料の軽減、中学生ま
での医療費控除など、子育てに関する各種施策を実施している。
（福祉課）
・地域包括支援センターの設置、介護セミナーの開催など、各種
施策を実施している。（福祉課）

(4)
政策形成過程への女性の参画機会の拡大や人
材育成、各種委員会等における女性登用を推進
します。

・各種委員会等における男女比率を毎年調査・公表しており、女
性登用率の向上に対する意識づけを行っている。



⑤村民評価（総合行政推進委員会による評価）

委員会から
の意見等

・意見なし。

③内部評価（役場内部による評価）

実施状況の
評価と課題

進捗状況 順調　・　概ね順調　・　やや遅れ　・　遅れ

１．男女共同参画の推進
・作文コンクールは生徒とその保護者に対して村の取り組みを知ってもらう良い機会になっている。
・推進計画の施策は未実施の項目が多く、全庁的に取り組む体制が取れていない。
・民間事業者に対する啓発方法について検討が必要。

今後の取組・
方向性

・平成３０年度は講演会をスペシャルニーズプロジェクト実行委員会と共催している。経費削減や住
民ニーズの把握のためにも民間の団体と共催する形を今後も模索していくべきである。
・現在の推進計画が令和２年度で終了するため、来年度中（令和２年度中）に改正が必要である。

④村長評価（村長ヒアリングによる評価）

課題・方向性

○企画財政グループ
・男女共同参画が進んでいる民間事業者を広報で取り上げるなど検討する。
・商工会に参加を呼びかけ、広報で結果を掲載することを検討する。
・男女共同参画講演会は、男女共同参画をあまり前面に出さない方が参加しやすい。



(5)
万が一の災害発生に備え、災害等要援護者の
基本台帳を継続的に更新し、迅速かつ的確な対
応がとれる体制づくりを進めます。（公約１－６）

総務課と連携し、平常時から避難支援関係者に対して支援を必
要とする方々の情報を提供できるよう、避難行動要支援者の要
件に該当すると思われる１７７名に登録申請書を郵送し、災害時
等における行動支援の情報提供に同意をいただく作業を進めて
いる。

１－６

(4)

村内の福祉団体における事業が効率的かつ効
果的に進むよう、相互の連携を図り協力体制を
構築し、高齢者や障がい者が安心して暮らせる
村づくりを推進します。（公約１－３）

・ポロシリ福祉会に対して、介護サービス（デイサービス事業、
ホームヘルプサービス事業）運営助成補助金を交付している。
・恵津美ハイツの内部改修等に対し、一定の基準により助成を
行っている。
・社会福祉協議会に対しては、運営費と事業活動費の助成を行
なった。

１－３

(1)
誰もが地域で自立した生活を送り、いきいきと過
ごせる「心豊かな福祉のまちづくり」を推進しま
す。

第4次地域福祉計画策定し、個別計画を見直す中で各種福祉施
策に取り組んでいる。

(2)
高齢者や障がいのある人などの生活の足であ
る、コミュニティバス「くるくる号」の利便性向上を
図ります。（公約１－４）

・利用者に戸別訪問・聞き取りを実施し、利便性向上のため運行
ルートの大幅な見直しを行った。また、老人クラブでの説明会や
花咲くコンサート等イベントでの臨時運行を３回実施した。

１－４

(3)
福祉意識の高揚を図るため、小中学校や老人ク
ラブをはじめとする各種団体を対象に、福祉制
度の研修会等を開催します。

・老人クラブや南常盤におけるサロン、西札内女性部へ介護に関
する講話や体操を計５回実施した。また、村消費者協会と共催で
高齢者を狙う詐欺被害とその対策を図ることを目的とした講演会
を開催した。
・Ｈ３０においては社会福祉協議会と連携し、中学３年生２７名を
対象に認知症サポーター養成講座を開催した。

公約

基本施策 1 節 福祉を支える体制づくり

①これまでの取組状況を踏まえた現状と課題

１．地域福祉の環境づくり（福祉課福祉グループ、総務課企画財政グループ）

基本目標 2 編 健康で人にやさしいまち 担当課

政策 1 章 生涯福祉の推進
福祉課福祉グループ
総務課企画財政グループ

現状と課題

１．地域福祉の環境づくり（福祉課福祉グループ）（総務課企画財政グループ）
・協議体では、村における現状の「足の確保」対策として、くるくる号の試乗体験による意見交換を実施したほか、移
送サービスの利便性を求める意見が出されたため、委託先の夢といろと検討し平成３０年度において一部見直しを
行った。
・協議体の話し合いでは、行政や社会福祉協議会に対する要望も多く、課題解決に向けて構成員が自ら考えて提
案してもらえる場となっていない。
・平成２５年度から実施している中学生向けの認知症サポーター養成講座は、平成２９年度においては未実施で
あったが、平成３０年度は中学校からの依頼があり３年生を対象に実施している。
・福祉制度や認知症が身近な問題である中高年に向けて、継続して正しい理解や知識の普及啓発が必要である。
・くるくる号については、利用者等の要望・意見を伺いながら、毎年路線見直しを行うなど利便性向上を図っている。

２．住民参加による社会福祉活動の推進（住民参画による福祉施策の推進）（福祉課福祉グループ）
・協議体の中で地域福祉に関わる意見や住民ニーズが出されているが、社会福祉協議会に関係したサービスの見
直しや改善には後向きな印象がある。協議体の運営やコーディネーター配置など地域内で核となる動きや新たな事
業展開が現状では期待できない。
・ボランティアの人数減少や活動者の固定化が見られるため、組織強化や新規ボランティアの発掘・育成が、将来
的な福祉活動における課題といえる。

②主要な施策・事業の実施状況

後期基本計画の主要な施策・事業 実施状況



実施状況の
評価と課題

進捗状況 順調　・　概ね順調　・　やや遅れ　・　遅れ

１．地域福祉の環境づくり（福祉課福祉グループ）
・ポロシリ福祉会と社会福祉協会に、事業活動費等の助成を行なった。
・認知症と地域の支援について出前講座を実施した。また、村消費者協会と共催で高齢者を狙う詐欺
とその対策をはかることを目的として講演会を開催した。
・中学３年生２７名を対象に認知症サポーター養成講座を開催した。福祉制度や認知症が身近な問題
である中高年向けに、継続した正しい知識の普及啓発が必要である。
・くるくる号については、毎年路線見直しを行う等利便性向上に努めており、毎年利用者が増加してい
る。さらに利用者を伸ばすため、適切なPRを実施していく。（総務課企画財政グループ）

２．住民参加による社会福祉活動の推進（住民参画による福祉施策の推進）（福祉課福祉グループ）
・協議体の中で地域福祉に関わる意見や住民ニーズが出されているが、話し合いの中では行政や社
会福祉協議会に対する要望が多く、現状の課題解決に向けて構成員が自ら考えて実践するような場
とはなっていない。
・ボランティアの人数減少や活動者の固定化が見られるため、組織強化や新規ボランティアの発掘・
育成が、将来的な福祉活動における課題といえる。

(6)
生活保護をはじめとする様々な相談体制の一元
化と自立支援を進めます。

・生活保護の実施機関である総合振興局のケースワーカーと連
携するとともに、民生児童委員と協働した定期の見守りや、声か
けを行なう等、自立支援に向けた取組を進めている。

③内部評価（役場内部による評価）

(4)
地域福祉計画と連動した社会福祉協議会におけ
る事業の取り組みを推進します。

・社会福祉協議会が策定している地域福祉実践計画は、村福祉
計画と計画期間が異なるため問題点もあるが、日常的には担当
職員間で情報共有を図るなど互いに連携が図られている。

(5)
地域福祉の担い手としての社会福祉協議会の
機能の充実と、自立した活動への支援を行いま
す。

・社会福祉協議会の機能は現状維持となっており、新たな事業展
開には至っていない。

(3) ボランティアネットワークの形成に努めます。
・社会福祉協議会にあるボランティアセンターで年1回ボランティ
ア団体代表者を参集し、ボランティアセンター推進協議会を開催
しネットワークの形成を図っている。

(2)
ボランティアの育成と住民の自主的な活動を支
援し、ボランティア活動への参加を促進します。

・村社会福祉協議会で、ボランティア向け研修会を2回開催した。
・社会福祉協議会を通じて支援を行っているが、ボランティアの高
齢化や活動者の固定化もあり、辞める方もいる一方で新規登録
者は２名と少ない状況にある。

２．住民参加による社会福祉活動の推進（住民参画による福祉施策の推進）（福祉課福祉グループ）

(1)
行政区やボランティア団体など住民の福祉活動
への参加を促進します。

・各種行事等において、多くのボランティア会員の協力を得てい
る。
･民間社会福祉活動として、社会福祉協議会などが各種施策を進
めているが、住民参加にムラがあるほか特別な進展は無い状況
にある。

(7)

村内の福祉職場における担い手対策として、村
民が福祉資格を取得する際の支援策（奨学金又
は給付金など）について導入を検討します。（公
約３－３）

管内における類似する支援策等を調査しているが、具体的な導
入の検討には至っていない。

３－３

(6)
低所得世帯（非課税世帯）における燃料費など
の経済的負担を軽減する方策を検討し導入を進
めます。（公約１－１）

・灯油が価格高騰したため、所得の少ない高齢者世帯・障がい者
世帯等を対象に、灯油購入券（一部、共通商品券）を１件当たり２
０，０００円分支給した。
・対象となる世帯２４３件のうち、２３８件（灯油購入券 １７７件、商
品券 ６１件）に支給している。

１－１



委員会からの
意見等

・くるくる号のデマンド方式とは何か。
【回答】
・決まっている路線を走るのではなく、予約して自宅付近まで迎えに来てもらえる方式。今後マイクロ
バスでの試験運行を検討中。

今後の取組・
方向性

１．地域福祉の環境づくり（福祉課福祉グループ）
・福祉制度やサービスの内容が複雑化しており、一度の説明では理解いただくことが難しいため、地
域包括支援センターが中心となり老人クラブや各団体向けに継続して講座や講演を実施していく。
・くるくる号は気軽に利用出来る住民の足として利便性を図るとともに、適切なＰＲを随時行なってい
く。

２．住民参加による社会福祉活動の推進（住民参画による福祉施策の推進）（福祉課福祉グループ）
・各種団体や行政区などを対象とした福祉活動に係る研修会を開催し、住民の目線で福祉施策を検
討してもらえるよう、社会福祉協議会との連携を図りながら進めていく。
・生活支援体制整備事業は、協議体の設置やコーディネーターの配置など管内における取り組み状
況を確認し、社会福祉協議会において求められる活動や事業展開について協議していく。また、社会
福祉協議会の体制強化を支援し、将来的には生活支援体制整備事業の全般を移行させる必要があ
る。

⑤村民評価（総合行政推進委員会による評価）

④村長評価（村長ヒアリングによる評価）

課題・方向性

○福祉グループ
・高齢者を狙う詐欺は、巧妙化している。村消費者協会と連携して啓発活動を進めること。
○企画財政グループ
・高齢者の足対策として十勝バスが実施している運賃助成制度（６０歳以上で運転免許自主返納した
方バス運賃半額）の残り半分を村で負担することを検討する。
・くるくる号については、試験的にデマンド方式の実施を検討する。期間は６ヶ月程度。
・障害者への運賃助成もあることから、R２年度予算に向けて検討する。



(2)
関係機関の連携により乳幼児から中学生までの
｢家庭支援｣の強化を図ります。

・保健師と支援センター職員が新生児訪問を行った以降も、乳児
期親子ふれあい遊びなどに保健師が継続して関わっている。
・乳児健診、１歳６ヶ月・３歳児健診に立ち会い、親子関係や発達
のつまずきなど問題を抱えている家庭に対し、保健師と連携しな
がら成長の見守りと必要に応じた訪問支援などを実施している。

(3)
保育園は、子どもが自ら行動できる基礎を培え
るよう、「見守り保育」を実践します。

・生活習慣や遊び、人間関係などにおいて、自ら考え、選択・行
動する経験を積めるよう、すぐに保育士が介入するのではなく、
個々の発達段階に応じて丁寧な見守りと援助を行っている。その
ために保育士間で情報交換を行い、保護者とも発達や個々に応
じた援助方法を共有できるよう伝えている。
・園児が目で見て認識できるよう環境作りに配慮し、保育士から
の少ない言葉がけでも自ら考えて行動につながるよう工夫してい
る。

(1)
子育て支援センターの役割を明確にし、子育て
家庭の実情に合わせた事業を展開するなど、子
育て支援の充実に努めます。

・親子が安心して集える場所とする為に、年齢で区切って遊びの
場を提供している。また、利用者が遊びやすいよう平成29年度か
ら開所時間を延長した。
・保健師による第1子新生児訪問に職員が同行し、支援センター
への繋がりを促すとともに、支援を要する家庭の見守りと支援の
方向性について検討を実施している。

基本施策 2 節 子育て支援の充実

①これまでの取組状況を踏まえた現状と課題

現状と課題

１．少子化・子育て支援対策
○子育て支援センター（福祉課保育園）
・既存事業の継続のほか、新たに「ベビーマッサージ」「ジム（体操）」などのミニ講座を開催している。
・支援を必要とする家庭や幼少期から気になる子が増えているほか、子育て事業やサークル活動に積極的に参加
できない家庭があるため、保護者との関わりや関係性を築き支援していく必要がある。
・一時保育の利用は数年前よりも減少傾向にあるが、一方保育園では３歳未満児の利用希望が増え職員体制や
給食対応に苦慮している。
○子育て支援策（福祉課福祉グループ・保健グループ）
・ひとり親世帯や多子世帯を対象とした保育料の軽減・無料化は、村の子育て支援策として国の基準よりも対象範
囲を拡大して実施してきている。
・NPO法人による民間託児事業は平成26年5月から休止しており、事業再開のための人員確保に係る助成や、託
児事業に替わるファミリーサポートセンター事業の委託などを協議してきているが、現状では高齢者を対象とした事
業との両立が困難な状況にあるため、再開の見通しが立っていない。
・特定妊婦や要支援児童に係る困難事例や支援を必要とするケースが増加しており、村内関係機関が連携を密に
して継続的な支援を行う必要がある。
○保育園（福祉課福祉グループ、保育園）
・上札内保育園の入園児が減少し、集団としての学びや活動が難しい現状のため、今後のあり方について保護者
や地域の方々と協議が必要である。
・早朝の時間帯を含め延長保育を必要とする園児（特に未満児）が多いことから、保育体制確保のため継続して職
員数を維持する必要性がある。
○放課後児童クラブ（福祉課福祉グループ）
・中札内と上札内の２箇所に設置し、小学1年生から6年生までの児童を受け入れているが、中札内では毎年定員
以上の入所希望があるため、一部で希望に沿えない場合も出ている。
・障がい児やグレーゾーンの児童の入所が増えており、対応可能な指導員配置の必要があるが、十分と言える人
員が確保されていない。（募集に対し応募がない状況）

②主要な施策・事業の実施状況

後期基本計画の主要な施策・事業 実施状況 公約

１．少子化・子育て支援対策（福祉課福祉グループ、福祉課保健グループ、保育園）

基本目標 2 編 健康で人にやさしいまち 担当課

政策 1 章 生涯福祉の推進 福祉課福祉グループ
福祉課保健グループ
福祉課保育園



(10)

保護者の養育能力低下から児童虐待となるケー
スが見られることから、児童の養育に関する相
談体制や要保護児童対策地域協議会の機能強
化を進めます。

・定期による地域協議会の招集は行っていないが、迅速な対応
が必要な場合は、随時ケース検討会議を開催し、関係者間の情
報交換と連携を図り対応してきている。

③内部評価（役場内部による評価）

(8)
放課後児童対策の充実のため、児童館を引き続
き子ども専用施設と位置づけし、児童の居場所
づくりなど健全育成活動を推進します。

・児童館をこどもの城として特化している。
・中札内放課後児童クラブは、平成２７年度から受入れを小学６
年生に拡大するとともに、保育園の開園時刻との差を解消するた
め、土曜日や長期休業日の開所時間を３０分繰り上げている。
・近年は利用申込みが定員を超えているほか、見守りや配慮を
必要とする児童の増加もあり、受入れが困難であるため十分な
職員配置が必要となっている。

(9)
放課後児童クラブの運営は、事業受託者と連携
を図りながら、老人クラブや年輪レクリエーション
協会などとの異世代交流を推進します。

・児童館の指定管理者である社会福祉協議会が年３回程度、か
るたや昔遊びなどの世代間交流を実施している。
・南十勝年輪リクリエーション協会のメンバーにより、毎月１回、土
曜日を基本に中札内・上札内の放課後児童クラブの子どもたち
へ遊びや体験を主とした事業を提供している。

(6)

子育て支援策として実施している保育料の軽
減・無料化、医療費の無料化（中学校修了まで）
は継続を基本に必要な見直しを図るとともに、イ
ンフルエンザ予防接種の助成など経済的な負担
軽減を継続します。（公約１－７）

・国の改正に伴い、きらきら保育園の3歳以上児の第4階層保育
料を減額した。第２子半額・第３子以降無料等、これまで行ってき
た軽減策を引き続き実施している。
・平成２９年度において、インフルエンザ予防接種の助成対象者
を高校生まで拡大している。

１－７

(7)
妊娠期から子育て期にわたる切れ目のない支援
を行うために、「子育て世代包括支援センター」
の設置を検討します。

・管内の市町村を中心に設置状況などを確認し、村が設置した際
の体制等について、保健・福祉・保育の担当者による情報交換会
を実施した。
・開設に向けて、指定する施設や人員体制等の課題があるた
め、次年度において継続して協議等を行い準備を進めていく。

(4)

地域住民や教育委員会、外部講師と協力しなが
ら「健康でしっかりとした身体づくり」「地域全体で
子育て」「学校との連携」を強化して教育・保育の
提供に取り組みます。

・外部講師による「運動教室」などを、部分的に日常の遊びの中
に取り入れることで、身体づくりとともに、挑戦意欲や達成感など
心の成長も目的として取り組んでいる。
・食育サポーターや老人クラブ等、地域の方々との交流を通し
て、食に関することや伝承あそびなど様々な体験を行っている。
・スムーズな就学に向けて、園児の小学校行事への参加や見
学、小学校職員との情報共有を行っている。

(5)
上札内保育園入園児の減少に伴う今後のあり
方については、将来を見据え、地域住民や保護
者、学校等関係機関と検討を行います。

・平成30年度の利用人数は７人であった。
・今後のあり方については、地域の実情や小学校との関連もある
ため、村からの積極的な働きかけを見送っている。
・平成31年度以降の入園児の推移を見込み、保護者や学校と協
議しながら、園内行事の見直しを行った。

１．少子化・子育て支援対策
○子育て支援センター（福祉課保育園）
・子育て支援の機能を充実するため、新規事業を模索し「ミニ講座」を新たに設けて展開している。

○子育て支援策（福祉課福祉グループ）
・「3歳以上児の第4階層の保育料軽減」によって、対象となった22世帯の経済的負担を軽減している。
・国では幼児教育無償化を推進しており、令和元年10月から3歳以上児の保育料無償化が予定され
ている。

○保育園（福祉課福祉グループ、保育園）
・０・１歳児の年度途中入園希望者が5名おり、定員を超えたため中札内村入園審査基準に基づき選
考し、2名受け入れ、3名保留（待機児童）となった。

○放課後児童クラブ（福祉課福祉グループ）
・中札内放課後児童クラブの利用申込児童の増加及び指導員の担い手不足が当面の課題となって
いる。

実施状況の
評価と課題

進捗状況 順調　・　概ね順調　・　やや遅れ　・　遅れ



⑤村民評価（総合行政推進委員会による評価）

委員会からの
意見等

・村では子育て世代包括支援センターの設置を検討されていると思うが、高校に進学すると村との関
わりが薄くなるので、関わりが途切れないような体制を検討してほしい。
・ソーシャルワーカーの配置も検討してほしい。
・学校や生活の中での悩みを受けてくれる窓口があると良い。村の中で専門的に相談できる人がいる
と安心。
【回答】
・子育て世代包括支援センターについては、現在検討しているが町村によってやり方がバラバラであ
る。専門職の配置についても検討中。窓口をどこに設置するかも検討中。

④村長評価（村長ヒアリングによる評価）

課題・方向性

○福祉課
・子育て世代包括支援センターについては、足寄町や更別村などを視察に行っているが、コストがか
かることなので、教育委員会と連携し準備を進めてほしい。

今後の取組・
方向性

１．少子化・子育て支援対策
○子育て支援センター（福祉課保育園）
・子育ての悩みを抱える保護者のほか、子どもとの接し方や関わり方が分からない父親などを支援す
るため、同じ思いや境遇にある方々が交流し合える場や機会を設け、気軽に相談できる場としての環
境を整える。

○子育て支援策（福祉課福祉グループ）
・令和元年10月から予定されている幼児教育無償化に対応するため、情報収集のうえ内部で協議し
村の対応をまとめた後、条例・規則等の改正を行っていく。

○保育園（福祉課福祉グループ、保育園）
・保育指針改定に伴い、引き続き年齢別指導計画案の完成、それに基づいた保育の実施に向けて協
議を行っていく。
・年間カリキュラムや行事内容を検証し、子どもの現状に合わせた見直しを行っていく。

○放課後児童クラブ（福祉課福祉グループ）
・入所申込が定員を超える際は、入所審査基準に基づき放課後児童クラブ運営委託事業者と協議の
うえ利用者を確定していく。また、年度内における入退所の動きもあるため、定期的に委託事業者へ
受け入れ状況を確認し、待機者の受け入れ対応を行っていく。
・指導員の募集を継続的に行うとともに、各所の情報共有などをもとに優秀な指導員の確保に努めて
いく。

○子育て世代包括支援センター（福祉課福祉グループ、保健グループ、保育園）
・センター設置を具体的にイメージするため、既に設置している自治体への視察・聞き取り等を行い参
考とする。
・現行の各所における業務内容について、移行又は集約（統合）後におけるシュミレーション（メリット・
デメリット含）を行い、利用者側である住民の視点に立って、利便性や効率的な場所を拠点とする必
要がある。
・２０２０年度（令和２年度）末までの設置が法定化されているため、本年中にセンターの設置場所、業
務内容、開設時期などを決定する。合わせて、設置が自治体の努力義務として位置づけされ、要支
援・要保護児童を対象とする「子ども家庭総合支援拠点」の機能を持たせることが可能かを検討す
る。



(3)

民生委員や社会福祉協議会、サービス事業者
（ポロシリ福祉会、ＮＰＯ法人　夢といろ）など関
係機関との連携により、高齢者の状況を把握す
るとともに必要なサービスの調整を行います。

・毎月、定例開催する地域ケア会議、民生委員協議会において、
サービスの利用状況や高齢者の生活状況を関係者が情報共有
する中で把握している。

①これまでの取組状況を踏まえた現状と課題

(2)

緊急通報システム設置事業は、民生委員児童
委員協議会や地域ケア会議との情報共有によ
り、設置を必要とする高齢者情報を把握するな
ど、引き続き利用を促進します。

・職員のほか民生委員の協力を得て、独居となった方や体調に
不安が出た方などに利用を促し、新規で7台の設置があり、稼働
台数は５７台となった。（死亡や入院、転出による返還は7台）

②主要な施策・事業の実施状況

後期基本計画の主要な施策・事業 実施状況 公約

１．自立と生きがい対策（福祉課福祉グループ）

(1)

(1)
福祉移送サービスや福祉有償運送（ゆめっと）の
利用を促進し、外出支援を行います。

・福祉移送サービスは新規１０名の申請があり、登録者１１７名と
なった。
・福祉有償運送は、帯広市や更別村の医療機関へ通院する際に
利用されており、登録は１５名（H30新規３名）、うち利用者は７名
で、延べ利用回数は３４回となっている。

高齢者自らが社会貢献や生きがい活動を積極
的に行うための環境づくりに取り組みます。ま
た、世代間交流や健康づくり対策について、教育
委員会や社会福祉協議会と連携を図りながら推
進します。

・老人クラブの例会やポロシリ大学において、介護予防の講座や
健康相談等を年間に複数回実施している。
・保育園での「昔遊び」など、世代を超えた活動を実施している。

２．在宅福祉（福祉課福祉グループ）

(4)

権利に関する諸問題（高齢者虐待、認知症高齢
者への対応、金銭管理など）について研究し、村
民の理解や知識の向上のため講演会や講座を
開催します。

・認知症の正しい理解をはかるため、介護カフェや情報宅配便な
どで普及・啓発を行った。また中学校からの依頼により、３年生２
７名を対象に認知症サポーター養成講座を開催した。
・村消費者協会との共催で、高齢者を狙う詐欺被害とその対策を
広く周知する目的で講演会を開催した。

現状と課題

１．自立と生きがい対策（福祉課福祉グループ）
・高齢者の自立した生活を支えるために、社会福祉協議会や協議体の中で地域の実情や将来を見据えた意見交
換を行ったうえで、地域内での取り組みが可能な事や役割などの整理が必要である。
・敬老会参加者が毎年増加しており、数年後には会場に入る人数が限界に達することから、開催方法などの見直し
や検討が必要な状況にある。
・高齢者が増加する一方で、老人クラブの会員数が減少傾向にあることから、具体的な会員確保の取り組みが必
要である。会員の健康増進とクラブ間の親睦・交流を図るため、新たなレクリエーション用具の購入費用を平成３０
年度に助成した。
２．在宅福祉（福祉課福祉グループ）
・サービス利用を必要とする方への説明と利用の促しや、高齢者個々の状態把握は、概ね全体をカバーし順調に
行えている。
３．保健医療福祉対策（福祉課福祉グループ）
・高齢者に必要とされる講座や講演のほか、広報・パンフレット等を活用した情報提供などは、概ね実施できてい
る。
・介護予防運動教室は、平成３０年度から「まる元運動教室」に移行し開催している。広く住民に向けたPRを行った
結果、参加者も増え継続率も７０％以上と高くなっている。
４．社会福祉の環境づくり（福祉課福祉グループ）
・高齢者の増加とともに、本人や家族の介護認定や介護サービスの利用、心身に関わる相談件数が増えている。
近年においては、認知症施策事業や介護と医療の連携事業など新規事業にも着手している。

基本目標 2 編 健康で人にやさしいまち 担当課

政策 1 章 生涯福祉の推進
福祉課福祉グループ

基本施策 3 節 高齢者福祉の充実



③内部評価（役場内部による評価）

実施状況の
評価と課題

進捗状況 順調　・　概ね順調　・　やや遅れ　・　遅れ

１．自立と生きがい対策（福祉課福祉グループ）
・高齢者の自立した生活を支えるために、社会福祉協議会や協議体の中で地域の実情や将来を見据
えた意見交換を行い、地域内で必要とされる取り組みや生活を支える上での役割などの整理が必要
である。
・敬老会参加者が増加傾向にはあるが、あと数年はこれまでどおりの開催が可能であると見込んでい
る。
・高齢者が増加する一方で、老人クラブの会員数が減少傾向にあることから、具体的な会員確保の取
り組みが必要である。
２．在宅福祉（福祉課福祉グループ）
・サービス利用を必要とする方への説明による利用の促しや、高齢者個々の状態把握は、概ね全体
をカバーし順調に行えている。
３．保健医療福祉対策（福祉課福祉グループ）
・高齢者に必要とされる講座や講演のほか、広報・パンフレット等を活用した情報提供などを実施して
いる。
・今年度から、運動教室「地域まるごと元気アッププログラム（略称：まる元）」を毎週定例で開催し、体
力測定で多くの参加者の体力維持が確認できた。
４．社会福祉の環境づくり（福祉課福祉グループ）
・地域包括支援センターに本人、家族、関係者から電話や来所、訪問などで介護認定や介護サービ
スの利用、心身に関わる相談を中心に、延べ２８１件（３月末）の相談を受けており、適切な制度や
サービス利用、機関につなぐなどをサポートすることで継続的な支援が図られている。

(4)

在宅医療や看取りの情報提供を目的とした地域
での啓発事業を効果的に展開するとともに、十
勝地域における入退院時連携ルールを活用し、
安心して在宅療養できるよう医療機関との連携
に努めます。

・在宅医療のさまざまな可能性をテーマに在宅医療推進フォーラ
ムを中札内村、更別村、大樹町において合同開催し、当村からは
職員を含む１７名が出席した。
・平成２９年度から運用されている「十勝地域における入退院時
の連携ルール」に基づき入院時に病院への情報提供を実施して
いる。

・生活支援体制整備事業による協議体において、高齢者世帯等
の課題等を検討する中で、除雪サービスの必要性が高いと思わ
れる独居高齢者、高齢夫婦世帯、障害者世帯等を図面化して状
況を把握しているが、除雪サービスに関する具体的な議論には
至っていない。

１－５(2)

生活支援コーディネーターの配置と協議体の設
置により、高齢者の生活状況やニーズを把握す
るとともに、高齢者への除雪サービスなど既存
のサービスの充実を図るほか、不足するサービ
スを把握し新たなサービス開発をめざします。
（公約１－５）

４．社会福祉の環境づくり（福祉課福祉グループ）

(1)
高齢者の様々なニーズに対応できるよう相談窓
口となる地域包括支援センターの機能充実を図
ります。

・地域包括支援センターで、本人、家族、関係者から介護認定の
申請と介護サービスに関する相談を中心に、述べ276件の相談
があり、制度やサービス利用、機関につなぐなど継続的に支援し
ている。

３．保健医療福祉対策（福祉課福祉グループ）

(1)
「高齢者保健福祉計画・介護保険事業計画」に
基づき円滑な事業の推進に努めます。

・第７期高齢者保健福祉計画・介護保険事業計画（平成30～32
年度）に沿って事業を推進している。

(3)

認知症の早期診断と適切な医療・介護を受けら
れるよう、複数の専門職で構成する認知症初期
集中支援チームの機能充実を図ります。また、
介護者の負担軽減のため家族支援に努めま
す。

・認知症の人と家族を支援する「認知症初期集中支援チーム」に
ついては、委託先の大江病院のスタッフと協力し、今年度は８名
の支援に携わっている。平成２９年度からの継続者５名と、新た
に３名の受診やサービス利用、家族のサポートに対応している。
・介護者の負担軽減を目的に「なかさつない介護カフェ」を３回開
催し延１４名に方が参加された。

(2)
介護予防運動教室の参加拡大を図るほか、介
護予防に関する講演や啓発活動を通して、健康
についての意識向上を図ります。

・初年度となる「地域まるごと元気アッププログラム（略称：まる
元）」を開催し、３月末現在で３クラス合わせ６２名が登録、継続率
は平均７１％となっている。５月と９月に実施した体力測定では、
両日測定された方４６名の体力維持が確認できた。



委員会からの
意見等

・更別村の介護タクシーを利用すると助成されるか。
【回答】
・村では、以前からタクシーで通院する場合は交通費の助成をしている。

今後の取組・
方向性

１．自立と生きがい対策（福祉課福祉グループ）
・老人クラブ及び老人クラブ連合会の運営を支援するため、今後も継続して補助金を交付する。
・老人クラブの例会時に介護予防の講座や健康相談等を複数回実施していく。
２．在宅福祉（福祉課福祉グループ）
・村内関係機関や民生委員等と連携し、必要とされる方へサービス利用をつなげていくほか、高齢者
の身体や生活状況の把握を行なっていく。
３．保健医療福祉対策（福祉課福祉グループ）
・介護予防運動教室を更に普及啓発し、参加率・継続率を高めていくことで、元気に日常生活が送れ
る高齢者の増加を目指す。また、高齢者の体力維持や改善、生活習慣病の予防に向け、訪問や電話
等で個別支援を実施する。
４．社会福祉の環境づくり（福祉課福祉グループ）
・将来的な高齢者対策を見据えた、地域包括支援センターの機能強化と体制整備が重要となってい
るが、当面はその役割をPRするとともに、個別の相談対応は迅速・丁寧に行っていく。
・既存の福祉サービスに対する意見や在宅生活を送る上での要望等について、高齢者が集まる場に
出向き聞き取りを行う。（当面は福祉課で対応するが、社会福祉協議会へ生活支援体制整備事業を
移行する事を前提に協議を進めていく）

⑤村民評価（総合行政推進委員会による評価）

④村長評価（村長ヒアリングによる評価）

課題・方向性

○福祉グループ
・運動教室「地域まるごと元気アッププログラム」（略称：まる元）は、認知症予防や筋力アップ、若返り
のポイントとなる。運動の意味を理解してもらい、考えながら取り組んでもらえるよう進めること。
・ポロシリ大学とまる元の連携が重要。どちらかにしか参加していない人がいるか確認する。



２．相談支援の充実（福祉課福祉グループ）

(1)

地域における相談支援体制強化のため、中心と
なる総合的な相談支援センター（基幹相談支援
センター）の機能を強化し、関係機関等との連携
体制の充実を図ります。

・基幹相談支援センターについては、平成２５年７月から設置して
いる。社会福祉士、精神保健福祉士、介護福祉士、介護支援専
門員の資格保持者１名を配置し、南十勝ネットワーク会議にも毎
月出席するなどして、近隣の町村、関係機関とも情報交換をし連
携を図っている。

(2)

障がいのある人が必要に応じて適切な障害福祉
サービスなどを受けられるよう、民生委員や各学
校、行政区などと連携し状況把握に努め、日々
の暮らしの中で抱えているニーズや課題に、き
め細かく対応するサービス等利用計画を作成し
ます。

・障害福祉サービス利用障害者３６名、障害児５名のうち、計画
相談利用者は、障害者１９名、障害児は１名で、それ以外の方は
セルフプランでの利用となっている。自分で福祉サービスの内容
を検討できる方であればセルフプランのままでよいが、計画相談
の利用についてサービス期間更新の際に検討や本人との調整を
行なっていく必要がある。

(3)

障がいのある人の自立と社会参加を促進するた
め、地域の実情に精通されている方へ障害者相
談員を委嘱し、障がいのある人やその家族から
の多様な相談に対応します。

・障害者相談員については、身体障害者相談員を障害当事者
（下肢障害）の方へ、知的障害者相談員を知的障害者前施設長
へそれぞれ依頼して相談を受ける体制を整えているが、実際に
相談を受けたケースはない。

基本目標 2 編 健康で人にやさしいまち 担当課

政策 1 章 生涯福祉の推進
福祉課福祉グループ

(1)
障がいのある人を対象にした福祉サービスの充
実に努めます。

・最重度の区分６の方に対して、ご本人の状態やニーズを勘案し
て、重度訪問介護を２４時間利用可能な支給決定を行い、新人ヘ
ルパーへの同行支援も基準以上の回数を許可するなど、他町村
と比べて当事者・家族に配慮した柔軟な支給決定をしている。

基本施策 4 節 障害者福祉の充実

①これまでの取組状況を踏まえた現状と課題

現状と課題

１．障害者福祉サービス
・全国共通で利用できる「障害福祉サービス」と地域の実情に合わせて実施する「地域生活支援事業」の組み合わ
せによって希望するサービスの提供ができる仕組みになっている。村にないサービスについては、帯広市等のサー
ビス事業所を使うことによって、できるだけ本人・家族の希望を満たせるように調整し支援している。
・サービス利用者が今後も増加することが予想されることから、より一層の相談支援体制の充実が必要である。
２．相談支援の充実
・基幹相談支援センターの設置により、他の相談支援機関との情報交換、連携については一定の機能をしている
が、地域の相談支援専門員の育成や、個別のケースへの計画相談支援については十分に対応できていない。
３．障害児支援の強化
・通学児のケースを通して学校側とも連携をとって対応しているが、学校側へ福祉サービスについての周知と理解
活動が必要である。
・グレーゾーンにある児童が近年増加傾向にあることから、発達遅れや障がいが認められる児童とその家族に対し
て適正な支援をする必要がある。
４．自立と社会参加の促進
・村内、近隣の就労訓練事業所の定員に空きがあり、潜在的なニーズの掘り起こしをもとにサービス利用につなげ
ていく必要がある。
５．地域生活支援体制の充実
・帯広市への通所でサービス利用される方が多い状況にある。また、村内に一般の方が利用可能なグループホー
ムなどが増えてくれたら良いという声がある。
６．普及啓発・情報提供の充実
・村広報で３ヶ月に１回、コラムを掲載するほか、新制度等については適宜掲載するなど情報提供している。

②主要な施策・事業の実施状況

後期基本計画の主要な施策・事業 実施状況 公約

１．障害福祉サービス（福祉課福祉グループ）



障がいのある人のいる世帯の経済的負担を軽
減するため、医療費などの助成を行います。

・自立支援医療（更生医療、育成医療、精神科通院）適用で１割
負担となるため、制度未利用の方で該当となりそうな方には情報
提供をしている。また、障害者手帳の交付時に重度心身障害者
医療費給付制度の該当になる方へ、ご本人に情報提供した上で
住民課へ連絡し、制度利用の漏れがないようにしている。

６．普及啓発・情報提供の充実（福祉課福祉グループ）

(6)

・ヘルプマークなど新しく制度が出来たときや、大きく制度が変
わった時に特集ページを組んで広報に掲載して周知するほか、
３ヶ月に１回はコラムにて福祉用語の解説をすることで、住民が
福祉に理解と関心を持っていただけるよう働きかけている。

(1)

障がいのある人が地域の一員として暮らせるよ
う、広報やホームページなどの媒体を活用し周
知体制の充実を図り、障がいに対する適切な情
報提供を行います。

(1)
障がいがあっても安心して地域で暮らすことがで
きるよう障がいのある人の権利擁護の充実を図
ります。

・必要に応じて社会福祉協議会と連携し、日常生活自立支援員
の活用または成年後見制度利用、無料法律相談の紹介など、
ケースに応じて対応している。

(5)

「居住支援機能」「相談支援機能」「体験の機会・
場の確保」「緊急時の受け入れ・対応」「専門性
の確保」「地域の体制づくり」の役割を兼ね備え
た「地域生活支援拠点」について、南十勝での広
域設置の可能性も含めて検討します。

今後も月1回開催される南十勝生活支援ネットワーク会議の場で
協議を続けていく。

(3)

地域生活に関する説明や体験、受入れ地域と連
動したフォローなど、関係者が連携し障がいのあ
る人の地域生活への移行に向けて取り組みま
す。

・ポロシリ福祉会の中で、入所施設からグループホーム、その後
に賃貸住宅へ移行する方が出てきており、みのり園の相談支援
事業所が対応する流れができている。村においても地域移行支
援や、地域定着支援の支給決定の部分で関わっている。

(4)
障がいのある人が希望する日中活動サービス
が保障されるよう、デイサービスやホームヘルプ
サービスなどの充実を図ります。

・村内にあるサービスと、近隣にあるサービス、送迎の有無や事
業内容など、利用のニーズに合わせて選択ができるよう、相談者
に対して個別に説明をしている。また、心身障害者生活支援事業
を村の独自の制度として設けており、重度障害者については、恵
津美ハイツのデイサービス、ショートステイの利用ができるように
している。

３．障害児支援の強化（福祉課福祉グループ）

(2)
障害者虐待防止センターを設置し、虐待防止等
を図るとともに暮らしやすい地域づくりを推進しま
す。

・障害者虐待防止センターについては個別には設置しておらず、
福祉課が虐待相談を受ける窓口になっている。また、障害者差
別解消法に関わる内容について申立があれば、自立支援協議会
で協議をする。

４．自立と社会参加の促進（福祉課福祉グループ）

(1)

ハローワークや十勝障がい者就業・生活支援セ
ンターなど関係機関と連携し、本人の希望や適
性等に応じた就労の機会や場の確保を進めるな
ど支援の充実を図ります。

・十勝障がい者就業・生活支援センターだいち主催の就労セミ
ナーが年に数回あり、ハローワーク職員も出席するため、情報共
有ができている。また、個別のケースで必要に応じてハローワー
クのみどりのコーナー職員と連携をし、適宜対応を協議している。

(2)

手話通訳の派遣や移動の支援、生活訓練、ス
ポーツ・文化活動などの地域生活支援事業を推
進し、当事者のニーズに応じた社会参加の促進
に努めます。

・手話通訳は北海道ろうあ連盟手話通訳派遣センターへ、要約筆
記は帯広のサークルに派遣を依頼することで、情報保障ができる
体制を整えている。スポーツ、文化活動等の相談まではあまりな
いが、今後ニーズがあれば個別に相談を受けて対応していく。

５．地域生活支援体制の充実（福祉課福祉グループ）

(1)
保健・医療・福祉の連携や南十勝こども発達支
援センターなど関係機関と連携し、早期に専門
的な支援を行います。

・児童相談所の巡回児童相談が年に数回あり、相談後の会議に
南十勝こども発達支援センター職員や教育委員会職員、保育士
とともに福祉グループ職員も参加している。また、教育委員会所
管の教育支援委員会にも参加し、小中学校の教諭とも情報共有
をしている。



③内部評価（役場内部による評価）

実施状況の
評価と課題

進捗状況 順調　・　概ね順調　・　やや遅れ　・　遅れ

１．障害者福祉サービス
・全国共通で利用できる「障害福祉サービス」と地域の実情に合わせて実施する「地域生活支援事
業」の組み合わせによって希望するサービスの提供ができる仕組みになっているほか、帯広市など近
隣の事業所等の利用が可能なため、ある程度利用ニーズに応えることができている。計画相談の利
用については、サービス利用の節目で紹介をし、少しずつ利用される方の割合が増えてきている。
２．相談支援の充実
・基幹相談支援センターを設置しており、他の相談支援機関との情報交換、連携については一定の機
能をしているが、地域の相談支援専門員の育成や、個別のケースへの計画相談支援については十
分とはいえず課題となっている。
３．障害児支援の強化
・通学児の教育支援委員会に参加するほか、ケースを通して学校側とも連携をとって対応している。
福祉サービス資源についての情報がなく、利用につながっていない児童生徒をサービスにつなげてい
くことが課題といえる。
４．自立と社会参加の促進
・障害福祉サービス事業所の就労訓練を受けて一般就労する方や、継続的に事業所へ通って自立す
る方など、それぞれの希望にあった社会生活が営めている方も出てきている。今後も一人ひとりの
ニーズを聞き取り、それぞれにあった自立生活に結び付けていくことが重要である。
５．地域生活支援体制の充実
・現在村内に入所施設２ヶ所、就労継続支援A型、B型事業所がそれぞれ１ヶ所ずつ、グループホーム
が３ヶ所あるが、さらにグループホームが増え、その方のニーズによって通所支援も含めて村内の事
業所利用で完結できる体制を整えていくことが今後の課題であると思われる。
６．普及啓発・情報提供の充実
・一般住民へ障害に関する内容や制度について周知を図るとともに、サービス利用が必要な方に情
報が届くようにしていくことが課題となる。高等養護学校教諭や障害福祉サービスに関わる事業所職
員が定期的に集まり、情報交換や今後必要な社会資源について話し合う場について検討したが、
ケース毎に関わりがある関係機関も別であることから、個人情報保護の観点からも個別のケース毎
に検討の機会を増やすこととした。

今後の取組・
方向性

１．障害者福祉サービス
・よりニーズに即した障害福祉サービス利用とするため、計画相談を利用する方の割合を増やしてい
く必要がある。特に村外の事業所を利用している方は、窓口に来られる頻度も少ないため、サービス
利用の節目で事業所に近い相談支援事業所を紹介していく。
２．相談支援の充実
・計画相談利用者を増やしていくほか、新設の障害福祉サービス事業所を含め、最新の社会資源に
ついて把握し、個々に応じた情報提供を可能とする必要がある。
３．障害児支援の強化
・教育支援委員会や個別のケース対応を通して、小中学校などの関係者にも障害福祉サービス利用
を理解してもらい、支援が必要な方について一緒に相談に乗れる体制（関係性）づくりをしていく。日
中一時支援、児童発達支援、放課後等デイを利用できるサービス事業所が帯広市大正町にあり、利
用が少しずつ増えている。今後も利用につなげるため、必要な情報提供等の支援を行なっていく。
４．自立と社会参加の促進
・本人の希望にあった社会生活が営めている方も出てきているが、今後も一人ひとりのニーズを聞き
取り、それぞれにあった自立生活に結び付けていく必要がある。
５．地域生活支援体制の充実
・将来的には、利用者のニーズで通所支援やグループホームなどを含めた村内の事業所利用を可能
とし、地域内で完結できる体制を整えていく必要がある。地域生活支援拠点の整備については、今後
も南十勝生活支援ネットワーク会議の場で、複数町村による面的整備も含めて有効的な設置方法を
検討していく。
６．普及啓発・情報提供の充実
・一般住民への広報を続けるとともに、サービス利用が必要な方に情報が届くようにするため、民生
委員や学校教諭等との連携を強化していく。



○福祉グループ
・障害者福祉サービスの対象者が４０名程度いるが、村外の事業者に頼らざるを得ず、村内だけで完
結できるものではない。
・村内に高等養護学校生徒の働き口がない課題がある。
・サービスが必要な方に情報が行き届くよう関係機関と連携して進めること。

委員会からの
意見等

・意見なし。

⑤村民評価（総合行政推進委員会による評価）

④村長評価（村長ヒアリングによる評価）

課題・方向性



(5)
レセプト点検結果の各種保健事業への有効活
用とジェネリック医薬品の利用周知などによる医
療費抑制に取り組みます。

ジェネリック医薬品の利用促進について説明する国保ハンドブッ
クを国保税納付書に同封し周知を図った。また、保険証更新の際
にジェネリック希望シールを同封している。レセプト点検結果から
重複・多剤投与者を抽出し服薬情報の通知を行った。

(6)
後期高齢者医療保険については、説明会の開
催や広報などを活用した制度の周知徹底に努め
ます。

２年に一度の保険料改正の年に住民説明会を開催しており、そ
のため平成３０年度は実施していない。５月に農協年金友の会の
集まりの中で職員を派遣し制度の説明を行った。また、北海道後
期高齢者医療広域連合と連携し、保険料や制度改正について広
報等にて周知を行った。

(4)

医療費の削減につなげるため、疾病の早期発
見・早期治療を目指し、特定健診・特定保健指導
を強化するとともに保健師による訪問事業を推
進します。

特定健診等について、広報やホームページ、対象者への個別通
知により周知し、特定健診の受診率向上に向けた未受診者対策
として保健師・管理栄養士による訪問や電話勧奨を実施した。

(1)

国民健康保険の財政運営の主体である北海道
と連携し、健全な財政運営に努め、保険税が急
激に増加することのないよう激変緩和措置を講
じます。

北海道へ納める納付金を確保していくために保険税率の上昇は
避けられず、国や北海道の激変緩和措置を最大限活用し、国民
健康保険運営協議会で協議のうえ答申し、被保険者の急激な負
担増にならないよう保険税率の設定を行っている。

(2)
国保税収納率向上対策として、十勝市町村税滞
納整理機構と連携し、滞納処分の強化に取り組
みます。

平成３０年度は、３件８１４，５７５円を滞納整理機構へ引継ぎ、う
ち１４，３５１円を回収した。また、村独自では、１０月・５月に一斉
徴収を実施し、１２月は強化月間として滞納処分に取り組んだ。

(3)
退職被保険者等をはじめとする被保険者資格管
理の適正化、レセプト点検、第三者行為による
求償の実施による医療費の適正化に努めます。

資格管理及びレセプト点検を随時実施した。平成３０年度は第三
者行為求償の事例はなかった。

公約

基本施策 5 節 社会保障制度の適正な運用

①これまでの取組状況を踏まえた現状と課題

１．医療保険（住民課住民グループ）

基本目標 2 編 健康で人にやさしいまち 担当課

政策 1 章 生涯福祉の推進
住民課住民グループ

現状と課題

１．医療保険（住民課住民グループ）
・国民健康保険では、平成30年度から都道府県が国民健康保険財政運営の中心を担うこととなり、北海道と連携・
協力しながら安定的な国保運営に努めている。
　北海道全体と比較して、一人当たりの医療費が低く所得が高い本村においては、北海道へ納める納付金を確保
していくために保険税率の上昇は避けられず、国や北海道の激変緩和措置を最大限活用し、被保険者の急激な負
担増にならないよう留意していく必要がある。
　今後、特定健診などの強化により疾病の早期発見・早期治療を目指し、医療費の削減に努めていくとともに北海
道全体の国保加入者の負担の公平化に向けた「北海道国民健康保険運営方針」の見直しの協議の中で、本村の
被保険者の負担がさらに増加しないよう意見具申を行っていく必要がある。
・後期高齢者医療制度では、被保険者が増えていくことに伴い医療費も増加傾向にある。2025年度を境として、い
わゆる団塊の世代が後期高齢者医療制度へ移行していくことにより、さらに医療費の増加が危惧されている。保健
事業を中心に「健康寿命」を伸ばし、医療費の抑制を図っていく必要がある。
２．公的年金（住民課住民グループ）
・年金事務所と連携しながら、年金の加入促進や啓発活動に取り組んでいる。

②主要な施策・事業の実施状況

後期基本計画の主要な施策・事業 実施状況



委員会からの
意見等

・意見なし。

実施状況の
評価と課題

進捗状況 順調　・　概ね順調　・　やや遅れ　・　遅れ

④村長評価（村長ヒアリングによる評価）

課題・方向性

○住民グループ
・国保、介護、後期の制度について、別々に説明会を開くとわかりづらいので、医療制度として全体を
通じた説明の場を持つと良い。人事異動が基本的にない保健師が説明できれば効果的である。ま
た、ポロシリ大学のメニューに説明会を加えることも検討する。
・国保制度の説明と一緒にジェネリック医薬品に関する説明をする。

③内部評価（役場内部による評価）

1.医療保険（住民課住民グループ）
・被保険者の負担増が避けられないため、国保のしくみや税率の変更について住民への丁寧な説明が求められ
ている。
・今後、北海道からの情報を正確に分析して、これ以上の急激な負担増とならないよう留意をしていく必要があ
る。
・負担の公平化を確保していくために、現行の高い現年分徴収率を維持していく必要がある。また、滞納整理機
構との連携やきめ細かい納税相談により、滞納者を減少させていくことが重要である。
・後期高齢者医療の周知については、対象者が高齢者であることから周知の方法や内容を、今まで以上に工夫
していく必要がある。

２．公的年金（住民課住民グループ）
・年金制度についての不安が社会問題化しつつあることから、年金事務所と連携しながら情報提供に努め年金
加入促進や啓発活動を強化していく必要がある。

今後の取組・
方向性

１．医療保険（住民課住民グループ）
・国民健康保険制度のしくみや税率の変更について、広報やホームページ等へ掲載するほか、様々な機会を通
じて直接的に説明をしていく。
・医療費の削減をさらに進めていくために、ジェネリック医薬品の利用促進、レセプト点検結果の有効活用、特定
健診・特定保健指導の強化を図っていく。
・後期高齢者医療については、北海道後期高齢者医療広域連合との連携を維持し、高齢者にかかわる関係課
が一体となり情報提供や個別相談を行っていく。

２．公的年金（住民課住民グループ）
・全ての住民が安心して年金を受給できるよう年金事務所等との連携による説明会や個別相談などを継続し、制
度の啓発に努めていく。

⑤村民評価（総合行政推進委員会による評価）

(2)
国民年金制度に対する理解を深めるため、翌年
に６０歳、６５歳を迎える方を対象とした説明会を
開催します。

帯広年金事務所の職員を講師に招き、１２月に６０歳・６５歳を迎
える方に向けた年金制度説明会を行い、２３名の来場があった。

(1)
すべての人が年金を受給できるよう関係機関と
連携して制度の啓発を図るとともに、年金の加
入促進に努めます。

年金事務所との連携により、広報誌やパンフレットによる制度啓
発や周知を行った。また、転入時や国民健康保険異動時に個別
対応を行い、年金加入促進に取り組んだ。

２．公的年金（住民課住民グループ）



(3)
通年雇用を促進するため帯広・南十勝通年雇用
促進協議会と連携し事業に取り組みます。

帯広・南十勝通年雇用促進協議会と連携し、雇用確保や就職促
進等に係る通年雇用促進支援事業に取り組んだ。また、季節労
働者相談窓口を開設した。

(4)
季節労働者の支援対策として短期的な就労機
会の確保に努めます。

冬期雇用対策事業（参加者２５名）及び特別対策事業（参加者６
名）を継続事業として実施した。

十勝総合振興局事業である「とかち生活あんしんセンター」が実
施する障がい者就労支援巡回相談、「おびひろ地域若者サポー
トステーション」、ハローワークの事業や相談窓口について情報
提供を行った。

２．労働環境の整備（住民課住民グループ）

(2)
ハローワーク等との連携による広域的な雇用情
報と村ホームページによる村内企業等の募集情
報の提供に取り組みます。

ハローワークとの連携により管内・道内の雇用状況の把握に努
めた。ホームページ等による村内企業等の募集情報の提供は、
職業安定法の規定による届出をして実施するのか検討が不十分
であったことから実施を見送った。

①これまでの取組状況を踏まえた現状と課題

(1)

すべての労働者の安全と健康を守り、仕事と生
活の適切な調和を図るため、労働条件の改善、
労働災害の防止、福利厚生の充実に向けた啓
発を推進します。

国や北海道からの情報提供のほかに帯広・南十勝通年雇用促
進協議会やハローワークと情報共有を行った。

②主要な施策・事業の実施状況

後期基本計画の主要な施策・事業 実施状況 公約

１．自立生活の促進（住民課住民グループ）

(1)
勤労者福祉資金貸付制度の周知に努めるなど
援護対策に取り組みます。

勤労者福祉資金貸付制度について、広報に掲載し広く周知した。
資金の預託先である北海道労働金庫帯広支店と利用しやすい工
夫について意見交換を行った。納税相談などを通じて直接的な
情報提供を行ったが、平成30年度の利用はなかった。

(2)
女性、若者、高齢者、障がい者等多様な働き手
の参画の支援に取り組みます。

現状と課題

１．自立生活の促進（住民課住民グループ）
・勤労者の自立支援を援護していくことを目的に「勤労者福祉資金貸付制度」を設け、低い利率（金融機関が定め
る：現行１％）で貸付けを行っているが、ここ数年利用実績がない。村内の雇用状況に応じた制度の見直しが必要
である。
・女性、若者、高齢者、障がい者等多様な働き手の参画の支援を推進するために各相談機関の情報提供を行って
いるが、平成３０年度には連携して対応した事例はない。継続的な取り組みが必要である。

２．労働環境の整備（住民課住民グループ）
・本村の就業者の労働条件は都市部と比較すると低い水準にあり、雇用の維持と安定、労働安全衛生への取り組
みの強化が求められている。
・季節労働者の通年雇用化は非情に厳しい状況にあるため、帯広・南十勝通年雇用促進協議会と連携し雇用相談
窓口の開設、就職セミナーや講習会等による職業訓練などに取り組んでいる。
・村独自の季節労働者支援対策として冬期間における仕事の確保に努めている。利用者が少ないこともあり、この
事業を必要とされている方へいかに周知していくかが大きな課題である。
３．労働福祉の充実（住民課住民グループ）
・小規模の事業所では、事業所単位での健康診断など労働者の福祉向上対応は進んでいないのが現状である。
保健Gとの連携により働きかけていく必要がある。

基本目標 2 編 健康で人にやさしいまち 担当課

政策 2 章 労働者福祉の充実
住民課住民グループ

基本施策 1 節 働きやすい環境づくり



委員会からの
意見等

・意見なし。

④村長評価（村長ヒアリングによる評価）

課題・方向性

○住民グループ
・勤労者福祉基金貸付制度は、ニーズに合っていないか、知られていないことが原因で利用されてい
ないのではないか。
具体的な事例がないとイメージできないのかもしれないので、事例を記載したパンフレットを作成し、
教育委員会や福祉課を通じて周知する。
・村内の求人情報を村独自で提供することは、他町を見ても成果が上がっているイメージがない。ハ
ローワークから随時来ている情報を適切に管理し、問合せがあった場合は丁寧な対応をお願いした
い。

今後の取組・
方向性

１．自立生活の促進（住民課住民グループ）
・勤労者福祉資金は社会情勢の動向によって有効な制度であると考えるが、制度設計から長期間が経過してい
ることから、他機関での同様の制度を研究し、現在の村内労働者ニーズに合致したものに見直しをしていく。
２．労働環境の整備（住民課住民グループ）
・必要に応じて体制の見直しを行っていく。
・通年雇用の促進のため、帯広･南十勝通年雇用促進協議会との連携を強化していく。
・冬期雇用対策事業及び特別対策事業は、短期的な就労機会の確保のため継続して実施していく。
３．労働福祉の充実（住民課住民グループ）
・村内事業所における労働福祉の状況を把握し、事業所や労働者に対しての相談窓口を開設していく。

⑤村民評価（総合行政推進委員会による評価）

庁内の連携により情報の共有化を図った。

実施状況の
評価と課題

進捗状況 順調　・　概ね順調　・　やや遅れ　・　遅れ

１．自立生活の促進（住民課住民グループ）
・勤労者福祉資金貸付制度の利用者はここ数年いないが、平成３０年度、利用にはつながらなかったものの情報
提供を行った個別事例もあり、社会情勢の動向によっては有効な制度であるといえる。北海道が行っている同様
の制度も含めて精査をしていく必要がある。
２．労働環境の整備（住民課住民グループ）
・国や北海道、関係機関からの情報提供を行っている。事業者や住民個人からの直接的な相談はないが、パン
フレットやリーフレットの配布などの啓発活動に努めている。
・村内企業等の求人情報の提供は、職業安定法の職業紹介事業として厚生労働大臣に届け出て正式に行って
いくか検討が必要である。
・新たな雇用の創出に関する国や北海道の情報提供を行っているが、積極的に関与していくためには体制の整
備が必要である。
３．労働福祉の充実
・保健Gと連携し健康診断や労働災害の予防に関する現状について把握し分析していく必要があるが、そのため
には体制の整備が必要である。

③内部評価（役場内部による評価）

(5)

地域活性化に向けた雇用対策の推進のため、
企業誘致などによる新たな雇用の創出及び国や
北海道などの起業支援施策の情報提供に努め
ます。

庁内の連携により情報の共有化を図った。

３．労働福祉の充実（住民課住民グループ）

(1)
職場単位での健診体制の確立や予防対策を促
進します。



　

全ての出生児を対象に家庭訪問を実施するほか、乳幼児健診や
相談等により、健康で安心して子育てができることを目指して支
援をしている。
専門的な発達支援が必要な場合は、南十勝発達支援センターを
はじめ関係機関と連携し対応している。
歯科健診、健康教育、フッ素塗布、保育園、小学校でのフッ素う
がいを継続し、むし歯予防に取り組んでいる。
特定不妊治療、男性不妊、不育症治療の経済的な負担軽減のた
め、治療費助成を実施している。

①これまでの取組状況を踏まえた現状と課題

②主要な施策・事業の実施状況

後期基本計画の主要な施策・事業 実施状況 公約

１．母子保健（福祉課保健グループ）

(1)

健やかな妊娠・出産・育児への支援
ア　母子手帳の発行・健康相談を実施します。
イ　妊婦一般健康診査（１４回）・超音波検査（１１
回）に係る費用と通院費助成による支援を実施
します。
ウ　妊産婦等を対象とした各種教室を実施しま
す。

母子手帳発行は、全ての妊婦を対象に保健師による面談を実施
して、個々の状況を把握し必要な支援を開始する機会として位置
づけている。
妊婦健康診査、超音波検査のほか、H30年度より妊婦歯科健診
を開始している。妊婦健診、出産に係る通院時の交通費助成は、
全ての妊婦が申請されている。
妊娠中から、出産・子育てに向けた各種教室を開催している。

(2)

子どもと家族の健康の保持及び子育て支援
ア　家庭訪問、乳幼児相談を実施します。
イ　乳幼児健診、関係機関との連携・支援体制
による発達支援を行います。
ウ　歯科健診、歯科保健指導、フッ素利用による
むし歯予防に取り組みます。
エ　特定不妊治療、男性不妊治療を必要とする
方の経済的負担軽減のため、費用助成による支
援を実施します。

現状と課題

１．母子保健（福祉課保健グループ）
　妊娠、出産、子育ての期間を健康で安心して過ごすことができるよう、妊娠期から切れ目のない支援が必要であ
る。子育てを取り巻く環境の変化等により、課題や不安を抱えながら子育てをする保護者に対しては、妊娠中から
関係職種と連携した支援が必要である。
　特定不妊治療等の助成制度は、対象となる方への情報提供について継続し実施していく。

２．各種予防接種の実施（福祉課保健グループ）
　疾病の発症・重症化予防のため、定期予防接種の対象となる方に接種勧奨を実施している。特に乳幼児期にお
いては必要な予防接種が多く、適切な時期に接種するための支援のほか、接種医療機関と連携し、より安全に接
種できる体制づくりが必要である。

３．精神保健（福祉課保健グループ）
　こころの健康に関する相談は、必要に応じて保健・福祉・医療機関などとの連携による個別支援を実施している。
　当事者やそれを支える家族は、各々が悩みを抱えながらも、相談・支援に繋がるまで時間を要するほか、こころの
病気を抱える方が地域に潜在化している可能性があるため、より一層相談窓口の周知や啓発活動に取り組む必要
がある。

４．成人保健・生活習慣病対策（福祉課保健グループ）
　がんや脳卒中、心筋梗塞をはじめとした生活習慣病の発症・重症化予防、その他の疾病の早期発見・治療を目的
に、国保特定健診やがん検診、その他の検診を計画的に実施しているが、各種健(検)診の受診率は低迷してい
る。そのため、広報や情報無線による周知のほか、未受診者対策として個別勧奨など個人への働きかけに重点を
置きながら、複合的に取り組んでいる。
　これまでの健(検)診実施状況の分析から、糖尿病等の生活習慣病予備群の割合が高い状況にあるほか、精密検
査受診率の向上のため、健(検)診後に保健指導や受診勧奨を実施している。また、広報による啓発活動や各種団
体等を対象とした健康教育、個人へのインセンティブを活用した健康ポイント事業など、村民全体への働きかけを行
いながら健康づくりを推進している。
　今後はさらに高齢化が進んでいくことからも、特定健診や特定保健指導など対象者を限定した取り組みだけでな
く、村民全体の健康意識を向上させる取り組みが必要かつ重要といえる。

基本目標 2 編 健康で人にやさしいまち 担当課

政策 3 章 保健・医療の充実
福祉課保健グループ

基本施策 1 節 生涯を通じた健康づくりの推進



１－８

(3)

その他
村民全体の健康意識の向上に繋がる取り組み
を実施します。

健康無関心層をはじめとする村民全体へ働きかけとして、個人へ
のインセンティブを活用した健康ポイント事業を実施している。

(2)
健康相談や家庭訪問等を通して、こころの病気
などを持つ方への支援を行います。また、保健・
福祉・医療が連携した支援に取り組みます。

こころの病気などの啓発活動を行うとともに、個別支援等にあた
る際は、保健・福祉・医療機関などとの連携を図りながら実施して
いる。

４．成人保健・生活習慣病対策（福祉課保健グループ）

(2)

保健指導
ア　疾病の発症・重症化予防及び早期発見・治
療に向けて、特定保健指導をはじめとする保健
指導を実施します。
イ　疾病の重症化予防のため、医療機関と連携
し支援を行います。

ア　健(検)診後は、結果説明会の開催や家庭訪問等により、保健
指導や精密検査対象者への受診勧奨・再勧奨を実施している。
また、即時対応型栄養解析ソフトを活用した栄養指導や内臓脂
肪計を活用した保健指導を実施している。
イ　糖尿病性腎症重症化予防事業では、未受診者や治療中断者
への受診勧奨や保健指導を、医療機関との連携により行うなど、
糖尿病の重症化予防や新規透析治療を必要とする合併症を抑
制する取り組みを推進している。また、その他の疾病について
も、必要に応じて、医療機関と連携し支援を行っている。

(1)

各種健(検)診
ア　各種健(検)診の受診率向上に向けて、効果
的な未受診者対策を実施します。
イ　受診しやすい健(検)診体制の整備を図りま
す。また、健(検)診に関連した疾病について、普
及啓発を行います。
ウ　科学的な根拠に基づき、疾病の発症予防・
早期発見に特に有効と判断できる検査等の導入
について検討します。（公約１－８）

ア　特定健診は、全対象者に健診案内を送付し、未受診者に訪
問・電話勧奨を実施している。また、受診率向上に向けて、特定
健診データ受領に向けた医療機関との協議を実施している。
がん検診やその他の検診は、節目年齢を対象に、啓発リーフレッ
トを送付やクーポン券を配布するなど無料検診を実施している。
イ　集団及び個別健(検)診を組み合わせ、早朝、休日健(検)診や
各種健(検)診を同時実施できるよう設定し、受診しやすい体制づ
くりに努めている。また、乳がん検診については検診機関を拡充
している。
ウ　胃がんリスク低減に向けて、ピロリ菌検査への費用助成を開
始している。

２．各種予防接種の実施（福祉課保健グループ）

(1)
こころの病気、自殺予防などの知識の普及啓
発、相談窓口等の周知を行います。

当事者やそれを支える家族まで届くよう、広報等を使い地域全体
に向けた情報発信を行っている。
また、こころの健康相談などの個別支援を随時実施している。

１－７(2)

インフルエンザワクチン接種費用の助成につい
ては、対象年齢を拡大するほか（公約１－７）、疾
病の状況変化等に対応したワクチン接種の導入
を検討します。

インフルエンザワクチンは、H29年度より費用助成の対象を高校
生相当年齢まで拡大し実施している。

３．精神保健（福祉課保健グループ）

(1)
発症・重症化予防のため、予防接種法に基づき
各種予防接種を実施します。

各種定期予防接種については、中札内村診療所へ委託して実施
している。
H29年度において予防接種システムを導入し、個々の接種履歴
を管理している。



③内部評価（役場内部による評価）

実施状況の
評価と課題

進捗状況 順調　・　概ね順調　・　やや遅れ　・　遅れ

１．母子保健（福祉課保健グループ）
・母子保健事業では、妊娠中から関わりを持つ機会を出来るだけつくり、出産・子育てまで継続して支
援をしている。また、各種教室への参加や子育て支援センターの利用を機会に、地域の子育ての仲
間づくりにつながっている。
・さまざまな課題を抱えて出産、子育てをしている保護者には、児童福祉・子育て支援・保育園等の関
係者と協議しながら必要な支援を進めていく必要がある。

２．各種予防接種の実施（福祉課保健グループ）
・乳幼児期に受ける予防接種の種類と回数が多いことから、接種事故につながらないよう接種履歴の
管理や予約を受けている。同時接種できるワクチンが限られており、標準的な接種期間内に進められ
ないといった課題がある。

３．精神保健（福祉課保健グループ）
・こころの病気を抱える当事者やそれを支える家族は各々で悩みを抱え込んでおり、相談・支援に繋
がるまで時間を要するケースがある。
・こころの病気の背景には、身体や健康状態のほか生活環境や就労など様々な社会問題を起因とし
ているため、保健衛生部門だけでなく、庁内の各関係部署と連携した支援が必要である。

４．成人保健・生活習慣病対策（福祉課保健グループ）
・各種健（検）診の受診率向上に向けて受診勧奨を強化しているが、受診率は低迷している。
・健（検）診受診後は、疾病の発症・重症化予防、早期発見・治療に向けた保健指導を実施する一方
で、医療機関への未受診や治療中断により、疾病が重症化しているケースも少なくない。
・健康無関心層の行動変容を促し、健康づくりに誘導するため効果的かつ実践的な施策を検討してい
く必要がある。

今後の取組・
方向性

１．母子保健（福祉課保健グループ）
・母子保健事業を通して、健やかな妊娠・出産・育児への支援を実施していく。
・妊娠期から子育て期の相談支援機能を持つ「子育て世代包括支援センター」の設置に向けた検討を
進める。
・妊婦健診・歯科健診等にかかる費用や通院費助成を行うことで、安心して出産できる環境づくりを行
う。
・支援が必要な妊産婦および子どもへの対応は、必要に応じて関係機関と連携し協議しながら進めて
いく。

２．各種予防接種の実施（福祉課保健グループ）
・定期接種の接種履歴管理を行うとともに、予防接種スケジュール等の説明や対象者からの相談に
応じていく。
・予防接種法に基づき、対象となる方への周知を行い、定期接種の期間内に接種できるよう接種勧奨
を実施していく。
・村診療所などの医療機関と連携し、安全に接種できる体制づくりを進めていく。

３．精神保健（福祉課保健グループ）
・住民への啓発活動として、こころの病気に関する情報に接する機会を様々な形で作っていく必要が
ある。
・保健衛生部門に限らず、福祉やその他の部署を含め全庁的な検討を行い、こころの病気や自殺対
策（生きるを支える支援）への取り組みを推進していく。

４．成人保健・生活習慣病対策（福祉課保健グループ）
・自覚症状がないまま進行する生活習慣病やその他の疾病の早期発見のほか、保健指導対象者を
的確に把握するため、各種健（検）診の受診率向上を進める必要がある。そのため、実施体制の見直
しや個別の働きかけ、広報を活用した周知・啓発活動、疾病予防に有効な検査導入に向けた検討な
ど、より多くの住民が受診に繋がるような取り組みを推進していく。
・疾病の重症化を予防するため、健（検）診受診後の保健指導において、継続した支援方法の検討や
医療機関との連携を強化するなど、効果的な対策・対応などを考えていく。
・健康ポイント事業の取り組みを継続するほか、健康無関心層をはじめとする村民全体の健康づくり
を実践するため、より効果的なインセンティブの検証と政策間連携による担当課以外の事業などから
も働きかけを行っていく。



委員会からの
意見等

・意見なし。

⑤村民評価（総合行政推進委員会による評価）

④村長評価（村長ヒアリングによる評価）

課題・方向性

○保健グループ
・予防接種の接種率向上のためには、こちから能動的に動いていく必要がある。他の町ではアプリの
取り組みもある。教育委員会など既存のメールサービスを活用し周知すること。妊婦歯科検診につい
ても同様にPRする方法について工夫すること。
・健康ポイント事業については、文化事業にも広がっている。人は、自分のことより他人のためになる
ほうがモチベーションを維持できる。社会貢献につながるよう５，０００ポイントを超えた部分をボラン
ティアポイントとすることなど検討すること。



(3)
診療所の医師２名体制及び歯科医療体制を堅
持します。

診療所の医師２名体制及び歯科医療体制を維持している。

(4)

住民が必要とする保健・医療サービスを提供で
きるよう、福祉、保健、医療の連携を強化すると
ともに、高度医療分野における救命救急医療機
関との連携強化など、近隣市町村医療機関等と
の協力関係の構築に取り組みます。（公約１－
２）

様々な機会を通じ村内の福祉、保健、医療の各機関の連携強化
を図っている。また、高度医療分野における救命救急医療機関で
ある帯広厚生病院との協力関係の維持、更別村国保診療所へ
の乳幼児健診委託など近隣市町村医療機関等と協力関係を構
築している。

１－２

１．医療の充実（住民課住民グループ）

(2)
診療所の後任医師確保について、現在委託して
いる医師と連携協力しながら取り組みを進めま
す。（公約１－２）

委託している医師と連携し、北海道や関係機関などからの情報を
基に、診療所の後任医師の確保について様々な可能性について
検討している。

１－２

(1)
住民の健康増進を図り、地域に密着した医療
サービスを効果的に提供できる医療体制の機能
充実に努めます。

村立診療所や歯科医院の医療機関により、住民健診、予防接
種、乳幼児歯科検診など地域住民の疾病予防や健康づくりに積
極的に取り組んでいる。

現状と課題

１．医療の充実（住民課住民グループ）
・診療所は療養病床12床、一般病床４床の計16床で、診療業務を委託している常勤医師１名と非常勤医師１名の２
名体制で運営している。住民検診や予防接種、国保特定検診の実施など地域住民の疾病予防や健康づくりに取り
組んでいる。
・広域的な取り組みとして、乳幼児健診については更別村国保診療所に委託をして事業を取り進めている。
・高度医療分野における救命救急医療機関との連携については、管内市町村とのとの連携により、帯広厚生病院
との協力関係を維持している。
・診療所常勤医師の後任については、現在の診療業務を委託している医師と連携協力しながら取り組んでいる。
・レントゲン装置などの高額な医療機器の更新など今後の診療体制を見据えて計画的に取り組んでいく必要があ
る。
・歯科医院については、医療法人に委託して運営しているほか民間の歯科医院も開業しており、乳幼児を対象とし
た歯科検診の一部を担っている。建物の老朽化が進んでいることから、今後の運営方法の見直しについて検討が
必要である。

②主要な施策・事業の実施状況

後期基本計画の主要な施策・事業 実施状況 公約

基本目標 2 編 健康で人にやさしいまち 担当課

①これまでの取組状況を踏まえた現状と課題

政策 3 章 保健・医療の充実
住民課住民グループ

基本施策 2 節 医療体制の維持・充実



③内部評価（役場内部による評価）

⑤村民評価（総合行政推進委員会による評価）

委員会からの
意見等

・意見なし。

実施状況の
評価と課題

進捗状況 順調　・　概ね順調　・　やや遅れ　・　遅れ

④村長評価（村長ヒアリングによる評価）

課題・方向性

○住民グループ
・引き続き後任医師の確保に努める。

１．医療の充実（住民課住民グループ）
・村立診療所や歯科医院の現行体制を維持することで地域医療体制を堅持し、住民の多様な医療ニーズに対応
するために近隣市町村の医療機関との連携強化を図ってきた。診療所の後任医師確保は、地域にとって重要な
課題であることから早急に後任医師の目途をつけ、地域医療の方向性を定めていくことが求められている。

今後の取組・
方向性

１．医療の充実（住民課住民グループ）
・村立診療所の後任医師の確保に向けて様々な可能性を検討し、具体的な方向性を提示していく。



。

(4)

保健、医療、福祉及び教育等関係機関または関
係団体・企業等の関係者並びに村民とのネット
ワークの構築を図り、地域ニーズに沿った食育
の推進を図ります。

・七色献立プロジェクトを推進していく中で、農協青年部、農協若
妻会、商工会、観光協会、村内飲食店のほか、団体や事業所の
一部とのネットワークが構築されている。

(5)
村の健康づくりを進める地域ボランティアとして
食育サポーターの活動を支援します。

・食育サポーターが、国の交付金を活用し作製した野菜レシピ集
の販売を通じて主体的に健康づくり活動が進められているほか、
村と一体となって健康づくり教室等を開催するなど、そのスキルを
活かし会による独自の事業が行えるよう支援をしている。

（福祉課保健グループ）

(2)
健康づくり及び疾病予防対策のための健康教
育、栄養相談を実施します。

・即時対応型栄養解析ソフトを導入し、質問票から個人の食事状
況の分析を行い、臨時栄養士による個別の栄養結果説明を実施
している。
・食と健康に関する講演会、栄養セミナーを開催している。

(1)
乳幼児期、学童・思春期、成人、高齢者など、年
齢層に応じた健康教育、栄養相談を実施しま
す。

・即時対応型栄養解析ソフトを導入し、質問票から個人の食事状
況の分析を行い栄養相談を実施している。
・妊婦のほか、中札内中学校生徒を対象とした健康教育におい
て、質問票を使用し実施している。

(3)
食生活の実態を把握及び分析し、栄養の改善そ
の他の生活習慣の改善に関する課題を明確化
します。

・北海道大学との共同研究により、七色献立プロジェクトに関する
事業の分析・評価（報告書作成）を行い、現状と課題を明確にして
いる。

現状と課題

1.健康教育等の推進（福祉課保健グループ）
  生活習慣病の予防と重症化を防ぎ、将来的な健康寿命の延伸と医療費の抑制を目指して、乳幼児から高齢者ま
でライフステージに応じた健康教育、栄養相談を実施している。
　新たに即時対応型栄養解析ソフトを導入し、質問票を用いた簡易的な食事診断が可能となり、対象者を拡大して
効果的な栄養指導を実施している。
　また、北海道大学（社会医学講座公衆衛生学分野）との共同により、村民の栄養診断や健康課題の分析を行うこ
とで、事業を効果的に進め検証できる体制を整備している。合わせて専門的な立場からの助言をもとに、効果的な
事業プログラムの組み立てを行っている。
 
2.食育の推進（福祉課保健グループ）
　「七色献立プロジェクト」の実践に伴い新規事業を展開していく中で、地域の生産者や飲食店、商工会、観光協会
などの関係団体と行政との間で、食育のネットワーク化が広がり始めている。今後も地域全体の食生活改善を目指
し、多方面から村民へのアプローチを進めるとともに、生活習慣の変化を数値化し評価しながら、事業を見直してい
くことが必要である。
　また、実績のある民間企業と連携し、地域特性を踏まえた健康ポイントの仕組みを構築することで、健診受診者の
みを対象とした事業の実施だけではなく、村民全体の健康意識の向上を目指して健康に無関心な方々まで普及啓
発が図られてきている。今後は、健康行動の変化や医療費削減効果などの面で、取り組んでいる事業を長期的、短
期的に評価することが必要である。
　また、地域内で健康づくりをすすめる住民組織の食育サポーターが、会員のスキルを活かした健康づくり活動を継
続していくため、幅広い年代を対象とした計画的な食育サポーターの養成が必要といえる。

②主要な施策・事業の実施状況

後期基本計画の主要な施策・事業 実施状況 公約

基本目標 2 編 健康で人にやさしいまち 担当課

①これまでの取組状況を踏まえた現状と課題

政策 3 章 保健・医療の充実 福祉課保健グループ

基本施策 3 節 食育の推進



(6)
地元農畜産物加工体験など、児童生徒に村の
基幹産業である農業に対しての理解と地産地消
を推進し、食育の充実を図ります。

「手づくりごはん楽校」を２回（うち１回は農協青年部共催）及び七
色献立プロジェクトの１つの事業である食育体験教室を実施し、
村内小学生の親子を対象に農産物の収穫と料理・試食までを体
験してもらう事業を行っている。

(7)

地域の生産者や各機関・団体・地域住民と連携
し、地場産野菜の地域における消費拡大と地域
食文化の特性を融合させた健康づくり事業（七
色献立プロジェクト）を実施します。

・村内の野菜直売所及び飲食店と連携したプロジェクトの普及啓
発のほか、保育園、食育サポーターと連携し幼児期からの食育
事業を行っている。
・健康ポイント事業と連動した事業を展開し、健康づくりに無関心
層へのアプローチを実施している。

委員会から
の意見等

・意見なし。

③内部評価（役場内部による評価）

実施状況の
評価と課題

進捗状況 順調　・　概ね順調　・　やや遅れ　・　遅れ

1．健康教育等の推進（福祉課保健グループ）
・即時対応型栄養解析ソフトを導入することで、個別に行う栄養指導の実績人数が増加した。健診結
果説明会においても、栄養指導を希望する住民が多くなっている。
・村民の食生活の実態把握と分析については、今後も北海道大学と連携しながら実施する必要があ
る。
・健康課題の一つである肥満およびそれに随伴する代謝異常の改善や予防を図るために、食生活
の改善のみならず身体活動の改善も合わせて促していく必要がある。

２．食育の推進（福祉課保健グループ）
・多角的に展開している七色献立プロジェクトの取り組みを将来的に集約するほか、関係機関や団
体との関係やつながりを強化し、より地域に根ざした健康づくりの仕組みを構築する必要がある。
・健診受診者だけではなく、健康に無関心な世代等に対して、働きかけやきっかけづくりを行う必要
がある。
・食育サポーターの自立した健康づくり活動を支援するために、継続して養成講座を開催し新たな会
員を養成する必要がある。また現会員のスキル向上や今後の会の方向性を明確にし、会員同士が
共有・理解することが必要である。

今後の取組・
方向性

１．健康教育等の推進（福祉課保健グループ）
・即時対応型栄養解析ソフトを活用した栄養指導を今後も継続していく。
・北海道大学と連携した食と健康に関する実態把握と分析を当面の間継続し、その結果を基にして
効果的な健康教育等を推進していく。

２．食育の推進（福祉課保健グループ）
①七色献立プロジェクトの推進
・健康ポイント事業を実施
   参加者個人が成果を確認し、楽しみながら健康づくりを継続することを目指す。また無関心層への
働きかけを行い、健康づくりの裾野を広げることにより、多くの村民の健康保持と意識の高揚を図
る。更に村民の歩行量を増加させる仕組みづくりや、村民の生活習慣の変化などを数値化し評価を
行いながら、PDCAサイクルによる事業展開を目指す。
・飲食店と連携した普及啓発事業「彩りプラス」の実施
・生産者である農協青年部等と連携した「親子で食育体験教室」の開催
・保育園「野菜大好きプログラム」による、幼児期からの食育体験
②食育サポーターの活動支援
・食育サポーター会員のスキルをいかした独自の健康事業への支援

⑤村民評価（総合行政推進委員会による評価）

④村長評価（村長ヒアリングによる評価）

課題・方向性

○保健グループ
・健康ポイント事業で得られたデータを分析し、どう保健指導などに活用していくかが重要。歩数だけ
でなく、健康ポイント事業の参加者で一番数値が改善した人を表彰するなど検討する。



(4)

(3)
保護者や地域社会の人たちが地域における教
育を自らの問題として捉え、地域ぐるみで活動に
取り組む啓発活動を行います。

自主学習支援としては、補助事業を活用してグループ・サークル
で活動していただくよう促進を行っている。

幼児教育について、更別村と連携した取り組み
を進めます。

更別村との広域連携により、幼児向け芸術鑑賞を通して情操教
育に努めている。

(2)
幼児教育に関わるグループ、サークル育成と支
援を行います。

自主学習支援としては、補助事業を活用してグループ・サークル
で活動していただくよう促進を行っている。

②主要な施策・事業の実施状況

後期基本計画の主要な施策・事業 実施状況 公約

２．幼児教育に関わる関係機関・団体などとの連携（教育委員会教育グループ）

(1) 学校・関係機関・団体との連携を強化します。
様々な場面で子育て支援センターや保育園、小学校との連携に
努めている。

(2)

ブックスタート事業（７・８ヶ月）・ブックフレンド事
業（３歳）や保育園読書活動支援など、幼児期か
ら本にふれ親しむことのできる環境づくりを進め
ます。

ブックスタート事業及びブックフレンド事業、保育園読書活動支援
など、幼児期から本に触れ親しむことの取り組みを行った。

自主学習支援としての生涯学習自主企画講座、
社会教育活動振興助成事業の利用促進・普及
啓発を図ります。

広報紙などで補助事業の利用促進を図った。

現状と課題

１．保護者の学習活動の促進（教育委員会教育グループ）
・幼児期からの家庭における親の教育的な役割の重要性を認識する機会を提供することにより、幼児の心身の健
全な発達のための親の学習意欲の向上に取り組んでいるが、親の学習意欲の向上に関しては更なる情報提供や
啓発活動を行う必要がある。

２．幼児教育に関わる関係機関・団体などとの連携（教育委員会教育グループ）
・特別支援教育では、子育て支援センターや保育園、小学校と連携し、就学に向けての相談や情報共有を行ってい
る。幼児教育に関わるグループ・サークルの育成については、子育て支援センターが中心となって取り組んでいる。
また、更別村との広域連携により、幼児向け芸術鑑賞を通して情操教育に努めているが、教育行政としての関わり
を更に深めていくことが必要である。

基本目標 3 編 人と文化を育むまち 担当課

政策 1 章 学校教育の推進
教育委員会教育グループ

基本施策 1 節 幼児教育の充実

①これまでの取組状況を踏まえた現状と課題

１．保護者の学習活動の促進や読書活動の促進（教育委員会教育グループ）

(1)



１．保護者の学習活動の促進（教育委員会教育グループ）
・家庭における親の教育的な役割の重要性を認識することが必要であり、そのために親の学習意欲
の向上に取り組んでいるが、更なる情報提供や啓発活動を行う必要がある。

２．幼児教育に関わる関係機関・団体などとの連携（教育委員会教育グループ）
・子育て支援センターや保育園、小学校と連携し、就学に向けての相談や情報共有を行っている。ま
た、幼児教育に関わるグループ・サークルの育成については、子育て支援センターが中心となって取
り組んでいる状況である。
更に更別村との広域連携により、幼児向け芸術鑑賞を通して情操教育に努めているが、教育行政と
しての関わりを更に深めていくことが必要である。

(5)

支援が必要な幼児の情報を共有するため、子育
て支援センター・保育園・小学校との情報交換会
を開催し、就学時の合理的配慮の提供に努めま
す。

特別支援教育では、子育て支援センターや保育園、小学校と連
携し、就学に向けての相談や情報共有を行っている。

③内部評価（役場内部による評価）

実施状況の
評価と課題

進捗状況

⑤村民評価（総合行政推進委員会による評価）

委員会からの
意見等

・意見なし。

④村長評価（村長ヒアリングによる評価）

課題・方向性

○教育グループ
・本を読まない若者が増えており子どもたちの文章読解力が落ちてきている。
・保護者教育は重要な課題。
・将来的には、準要保護世帯に対する塾代の支援などを検討する。
・放課後学習については、放課後児童クラブとの連携など予算が不要なところから取り組みを進め
る。

順調　・　概ね順調　・　やや遅れ　・　遅れ

今後の取組・
方向性

１．保護者の学習活動の促進（教育委員会教育グループ）
・家庭における親の教育的な役割の重要性を認識する機会の提供を更に進めるとともに、学習意欲
の向上に関しては更なる情報提供や啓発活動を行う。

２．幼児教育に関わる関係機関・団体などとの連携（教育委員会教育グループ）
・子育て支援センターや保育園、小学校との連携を強化するとともに、幼児教育に関わるグループ・
サークルの育成についても、教育行政としての関わりを更に深めていく。また、更別村との広域連携
による幼児向け芸術鑑賞を継続して進めていく。



基本目標 3 編 人と文化を育むまち 担当課

政策 1 章 学校教育の推進
教育委員会教育グループ

基本施策 2 節 教育活動と教育環境の充実

①これまでの取組状況を踏まえた現状と課題

現状と課題

１．確かな学力の向上を目指す教育の推進（教育委員会教育グループ）
・教職員の研修機会の提供や学習指導要領に沿った指導書及び教材備品を計画的に配置しているほか、子どもの
学習状況を的確に把握した指導を行うとともに、家庭学習の定着や長期休業中の学習支援などに取り組んでいる
が、新学習要領は令和２年度（中学校は令和３年度）から全面実施が予定されていることから、これらに対応するた
めの準備を早期に進めることが必要である。
２．外国語教育の推進（教育委員会教育グループ）
・情報教育として各学校へのパソコン等の更新や児童生徒の英語によるコミュニケーション能力や語学力向上のた
め、外国人語学講師を派遣し英語教育環境の充実を図っているが、国際社会に対応しうる教育が益々必要である。
３．特別支援教育の推進（教育委員会教育グループ）
・特別支援連携協議会では、児童生徒に応じた支援が行えるよう福祉・保険・学校・保育園等と支援・連携体制を構
築し、情報共有や各学校による校内体制の確立を目指し取り組みを進めている。また、各学校には特別支援補助員
を配置し、支援が必要な児童生徒のために積極的なサポートに努めているが、特別支援教育は多様化が進んでい
ることから、これまで以上に一人ひとりのニーズに対応した教育支援体制整備が必要である。
４．地域の資源を活用し、豊かな人間性と感性を育む教育の推進（教育委員会教育グループ）
・小学校では、学校支援ボランティアの協力を得ながら農園活動や地域の環境・福祉、食などについて体験活動を
行っています。また、中学校においては、川越市中学生との交流による体験活動や職業体験学習、福祉体験学習な
どの探究活動で、自ら課題を見つけ、自ら学び、自ら考え、主体的に判断し問題解決ができるよう取り組んでいます
が、子どもたちが心豊かに成長するため、家庭・学校・地域が一体となって育てていくことが必要です。
５．健やかな心身の成長を促す教育の推進（教育委員会教育グループ）
・各学校では、新体力テストの実施や歩数計を使った「ウォーキングチャレンジ」に課題をもって取り組んでおり、新体
力テストの結果を基に、学校ごとの改善プランを作成し、学校、家庭、地域で取り組むことなどを公表している。また、
外部からのスクール・カウンセラーを配置し、いじめや不登校で悩んでいる児童生徒、保護者の相談体制の充実を
図っている。また、自他の生命を尊重し、豊かな心と人権尊重を育むため道徳教育を通していじめや不登校を生み
出さない学校環境づくりに取り組んでいる
６．地域や保護者に信頼され児童・生徒にとって魅力ある学校づくり（教育委員会教育グループ）
・地域参観日の実施や学校だよりの全戸配布による情報発信、保護者や地域の方々の協力を得て、地域に信頼さ
れるよう開かれた学校づくりに取り組んでいます。また、地域や保護者がより学校経営状況を把握できるよう情報発
信をより充実することが必要です。
７．地域で子どもたちを育てる環境づくりの推進（教育委員会教育グループ）
・地域協働型学校づくり協議会や各学校部会での取り組みを通じて、各学校や地域、村全体に関わる教育課題の克
服や子どもを守る見守り体制の構築に取り組んでいます。また、中学校では、職場体験、福祉体験事業を実施し自
立するためのキャリア教育を進めています。
８．学社融合による教育活動の推進（教育委員会教育グループ）
・学校支援ボランティアでは、文化・スポーツ指導や総合的な学習時間を活用した農業体験などの指導・協力など学
習支援に活躍いただいている。また、少年団活動でも地域の方々が指導者として、技術だけではなく礼儀など心身
の健全育成にも協力いただいているが、学校支援ボランティアの充実や地域指導者の発掘・育成が必要である。
９．学校施設・設備などの整備（教育委員会教育グループ）
・中札内小学校は、経年劣化による屋上や外壁の痛みが目立っている。また、中学校では、大規模改修を実施した
が、屋内運動場の老朽化が進んでいるため、計画的に建物の修繕や設備の更新を行う必要がある。
・スクールバス運行は、民間事業者に運行を委託し、安全な運行管理に努めている。また、余剰利用として一般村民
への利用開放を行っているが、児童生徒の乗車対象数を見極めながら、計画的な車両の更新を行う必要がある。
・学校配置では、上札内小学校の児童数の推移は、令和２年度までは横ばいで推移するが、令和3年度に激減する
見込みにより、対応を考える必要がある。
１０．高等学校教育支援（教育委員会教育グループ）
・本村在住の生徒学生で経済的理由により、高校、大学等への修学が困難な方を対象に奨学資金の貸付を行って
いるが、奨学金制度の利用促進に努める必要がある。



(2)

子どもの心身の健康な成長のため、遊びによる
体を動かす機会や日々の運動の習慣化、早寝・
早起き・朝ごはんなどの基本的な生活習慣を身
につけるための取組や啓発を行います。

　中札内小学校では、児童会主催の全校遊びを実施している。ま
た、中小まつりでは運動を取り入れた行事を開催している。
　上札内小学校では、ユニサイクルチャレンジ（講師とともに全校
児童が一輪車に乗れる取り組み）を実施し、体力向上につながっ
ている。
　各学校ではﾉｰﾃﾚﾋﾞ・ﾉｰｹﾞｰﾑﾃﾞｰの取り組みを実施している。

(3)

いじめや不登校を発生させないため、学校組織
をあげた子どもの変化の早期気づきと適切な対
応、スクールカウンセラーによる相談・支援体制
の充実を図ります。

　職員会議による子どもの様子の早期発見やスクール・カウンセ
ラーの活用により、不登校児童・生徒への相談・支援体制を実施
している。

(1)

地域の特色を生かした体験学習や職業体験、学
校支援ボランティアの充実などにより、郷土を愛
し、ふるさとを大切にする心の教育に取り組みま
す。

　学校支援ボランティアコーディネーターが職場体験受入企業を
斡旋するとともに、ポロシリ太鼓や石見神楽などの伝統芸能を授
業の一環として実施できるようコーディネートしている。

５．健やかな心身の成長を促す教育の推進（教育委員会教育グループ）

(1)
体力テスト結果の分析により、子どもの体力・運
動能力の実態を把握し、体力向上の取り組みを
進めます。

【小学校】
　小学校陸上大会に併せて体力テストの一部を実施（その他の種
目は別日程にて実施）し、結果を基に体育教育に活用している。
【中学校】
　中学校では、校内で体力テストを実施し、結果を基に体育教育
に活用している。

４．地域の資源を活用し、豊かな人間性と感性を育む教育の推進（教育委員会教育グループ）

(4)
地域協働型学校づくり協議会（コミュニティ・ス
クール）による地域の人材を活用した放課後教
室等の学習支援を行います。（公約３－２－②）

　学校の要請に応じて、学校支援ボランティアが地域先生として
植物の栽培や読み聞かせなどの支援活動を行っている。

３－２
②

２．外国語教育の推進（教育委員会教育グループ）

(1)

英語でのコミュニケーション能力の向上を図るた
めの各種事業を実施するとともに、国際交流派
遣研修事業での相互訪問交流を学校全体での
取組とし、国際社会に対応しうる教育を推進しま
す。

　本村研修生が、ハワイ州へ派遣研修の成果を中学校文化祭で
発表している。また、受入研修では、ハワイ州からの研修生が中
学校と小学校２校を訪問し、児童生徒と交流する。

公約

１．確かな学力の向上を目指す教育の推進（教育委員会教育グループ）

(1)

教職員の研修を充実し、教職員の資質向上を図
るとともに、全国学力・学習状況調査結果の分析
による課題の発見と克服のため、子ども一人ひと
りの学力を客観的に把握し、個に応じた指導を行
います。

　更別村との２村連携研修を実施した。また、道教委等が主催す
る研修会へ積極的に参加している。
　全国学力・学習状況調査による自己採点結果の集計を行い、子
ども一人ひとりの学力課題を把握し指導を実施している。

３．特別支援教育の推進（教育委員会教育グループ）

(1)

子ども一人ひとりに応じた支援が行えるよう、特
別支援連携協議会での情報共有、中札内高等
養護学校の専門教諭による巡回相談事業の活
用や指導助言、教育支援委員会での適切な就
学の判定などにより、子ども一人ひとりに応じた
支援を行います。

　特別支援連携協議会において保、小、中との情報交換を実施し
ている。また、協議会には専門知識を有する中札内高等養護学
校教職員を委員として担っていただいている。
　巡回相談事業においては、福祉課と連携して情報共有を行って
いる。

(2)
情報通信技術（ＩＣＴ）を効果的に活用した授業を
展開します。

【ＩＣＴ関係教材の充実】
　平成２８年度に小中学校の学校パソコン等の更新を実施した。
　大型テレビ・ビジュアルプレゼンター等の情報教材備品の導入
を行っている。

(3)
英語検定、漢字検定、数学検定・算数検定の受
験促進（公約３－２－①）

　英語検定料補助金を新設し検定料全額補助している。
３－２

①

②主要な施策・事業の実施状況

後期基本計画の主要な施策・事業 実施状況



(2)
地域の企業や事業所の協力を得て、職場体験や
望ましい勤労観を培う体験教育の機会の充実に
努めます。

　地域企業や事業所の協力を得て、中学２年生の職場体験を実
施している。また３年生は福祉体験事業を実施している。

(3)
地域社会全体で子どもを守る安全指導を充実さ
せます。

　地域協働型学校づくり協議会が中心となり、緊急時の見守り体
制を構築しているほか、学校部会で通学路の安全点検を行って
いる。

(7)
各学校における校内研修の充実や、各校の研修
担当者間による研究、連携活動などの交流活動
を推進します。

　各学校独自の校内研修を定期的に開催している。また、学校教
育振興会において各学校の担当者が連携し、教育研究大会・小
学校陸上大会・芸術鑑賞会などさまざまな文化、スポーツ、研修
を実施している。

７．地域で子どもたちを育てる環境づくりの推進（教育委員会教育グループ）

(1)
地域、家庭、学校が一体となった子どもを育てる
環境づくりのため、コミュニティ・スクールを核にし
た取組を推進します。

　地域協働型学校づくり協議会や各学校部会での取り組みを通じ
て、各学校や地域、村全体に関わる教育課題の克服に向けて取
り組んでいる。

(5)
子どもたちが安心して通うことができ、自己の存
在感を実感し、感動体験ができる学校づくりを進
めます。

　上札内小学校では石見神楽、中札内小学校ではポロシリ太鼓
など郷土芸能の体験学習を実施している。

(6)
相互間訪問や情報交流を行うなど、保育園と小
中学校の教職員及び子どもの交流活動を充実さ
せ、就学の円滑な接続ができるようにします。

　特別支援を必要とする園児や児童を対象に、教育支援委員会
において保育園訪問や学校訪問を実施している。また、小学校、
中学校共に新１年生を対象に１日体験入学を実施し、子どもがス
ムーズに入学できるよう相互連携を図っている。

(3)
地域参観日の実施や学校だよりの全戸配布など
による教育活動の状況・情報を広く公開し、開か
れた学校づくりを進めます。

　各小中学校において地域参観日を実施している。また、学校だ
よりの全戸配布を実施（上小は上札内地区のみ配布）して教育活
動の状況や情報公開を実施している。

(4)
まちづくり事業や地域の各種行事への教職員の
積極的な参加を促し、地域と学校との連携を強
めます。

　村内在住の教職員は、行政区活動へ積極的に参加し、地域と
の連携や協力体制づくりを実施している。

６．地域や保護者に信頼され児童・生徒にとって魅力ある学校づくり（教育委員会教育グループ）

(1)
各学校コミュニティ・スクール部会による学校評
価と、評価結果による改善を図ります。

　地域協働型学校づくり協議会において、学校経営方針を承認す
るとともに、学校評価の結果を踏まえ、ＣＳが実施している取り組
みの工夫や改善を行っている。

(2)
コミュニティ・スクールを活用し、保護者や地域住
民が学校経営に参加する体制を強化します。

　保護者や地域住民が各学校部会の構成員となり、学校や地域
の教育課題の克服に向けて取り組んでいる。また、地域協働型学
校づくり協議会では、「熟議」を通じて同じ課題に向き合い、対応
策などについて協議している。

(4)
児童生徒の豊かな心を育むため、体験活動や心
の教育を推進します。

　修学旅行や宿泊学習など、自然体験や社会経験を通じて、子ど
もたちが自立して生きていく力を養っている。

(5)
特別の教科である道徳を要として各教科や学校
での活動の特質に応じ、義務教育期間の発達段
階を考慮して適切に指導します。

　小学校の道徳が平成３０年度より教科化されている。
　道徳的な判断力、心情、実践意欲と態度を育てる指導をしてい
る。



１０．高校・高等教育支援（教育委員会教育グループ）

(1)
経済的理由によって高校・高等教育を受けられ
ないことのないよう、永井明奨学金制度等により
支援します。（公約３－１）

　本村在住の学生が経済的理由により修学が困難にならないよう
奨学資金貸付を実施している。
　中札内村通学費等助成事業補助金を新設している。

３－１

(2)

中札内高等養護学校の学校事業への協力や社
会的な自立を促進するため、地域住民や村内事
業所などと連携し、職場体験実習の受入や、雇
用に対する理解活動を行います。

　生徒の職場体験（図書館等）を支援している。
　公共施設の駐車場白線引きや施設の窓拭きなどを実施してい
る。
　生徒が収穫した農作物を公共施設等で販売している。

９．学校施設・設備などの整備（教育委員会教育グループ）

(1)
子どもの安全・安心を確保するため、学校施設の
整備を計画的に進めます。

　子どもの安全・安心を重視した修繕を計画的に実施している。

(2)

学校配置については、地域社会の動向や児童・
生徒数の推移を踏まえつつ、社会及び教育環境
に急激な変化が生じた場合は、見直しを行いま
す。

　当面は現行を維持する。

(3)
ＰＴＡ活動を一層促進し、学校と保護者が一体と
なった教育活動・環境づくりを進めます。

　各学校PTAでは、学校の環境整備や子どもの見守りなどの活動
を実施している。また、地域協働型学校づくり協議会と連携し、教
育講演会の開催や「あいさつ」「返事」の取り組みを実施している。

(4)
社会教育事業への積極的な参加を促し、自然体
験や社会体験などの活動を推進します。

　児童生徒には、国際交流事業、川越市・南砺市との交流事業、
ジュニアアウトドアスクールへの参加を促している。また、過去の
参加者に対し、ボランティアリーダーとしての参加も促している。

８．学社融合による教育活動の推進（教育委員会教育グループ）

(1)
地域の方の得意分野を生かしたボランティアの
発掘・育成や学校支援ボランティアの活動を支援
します。

　ポロシリ太鼓保存会や農協青年部等では、人材育成を図りなが
ら学校の要請に応じて、専門性を活かしながら教育活動支援に尽
力いただいている。

(2)
地域の人材の活用による少年団活動や部活動
の充実、高齢者との交流による教育活動を進め
ます。

　一部の少年団では、地域の方の協力により指導者となっていた
だいている。また、小学校では、ポロシリ大学や老人クラブとの交
流活動を実施している。



③内部評価（役場内部による評価）

実施状況の
評価と課題

進捗状況 順調　・　概ね順調　・　やや遅れ　・　遅れ

１．確かな学力の向上を目指す教育の推進（教育委員会教育グループ）
・教職員の研修や学習指導要領に沿った指導を実施することにより、過去に比べて児童生徒の学力
や学校生活態度に向上が見られるが、全ての子どもが社会で自立し活躍する力を育むための教育の
充実が必要である。
２．外国語教育の推進（教育委員会教育グループ）
・平成３０年度の派遣からハワイ州との国際交流事業を開始しており、今後の相互訪問交流継続へ向
けた取り組みが必要である。
３．特別支援教育の推進（教育委員会教育グループ）
・特別支援連携協議会及び教育支援委員会議を開催し、生徒一人ひとりに応じた支援が行えるよう支
援・連携体制を構築してきており、今後もこれまで実施してきた連携体制と情報共有の継続と支援・連
携体制の整備が必要である。
４．地域の資源を活用し、豊かな人間性と感性を育む教育の推進（教育委員会教育グループ）
・地域ボランティアの活用により、農業体験や地域の環境・福祉、食などについて活動や農業体験を
通じて豊かな人間性と感性を育む教育を行っているが、継続するためには学校支援ボランティアの拡
大が必要である。
５．健やかな心身の成長を促す教育の推進（教育委員会教育グループ）
・体育の学習指導要領により健康でたくましい心身づくりに取り組んでいるが、指導体制の構築が必
要である。また、いじめや不登校で悩んでいる児童・生徒・保護者には、引き続きスクールカウンセ
ラーによる相談・支援を継続する必要がある。
６．地域や保護者に信頼され児童・生徒にとって魅力ある学校づくり（教育委員会教育グループ）
・各学校では、学校経営方針を基本としてより良い学校運営に努めているが、地域住民への理解向上
に向けた取り組みが必要である。
７．地域で子どもたちを育てる環境づくりの推進（教育委員会教育グループ）
・共育の日の取り組みである、家庭・学校・地域が教育に関わる役割を認識し、地域の教育力向上の
取り組みを進めているが、「地域協働型学校づくり協議会」による地域と共にある学校づくりを進める
必要がある。
８．学社融合による教育活動の推進（教育委員会教育グループ）
・学校ボランティアを活用した農業体験などや、少年団活動の地域指導者による指導によって、子ども
たちは地域の特色を生かした学習や心身の健全育成への成果が現れているが、学校支援ボランティ
アや地域指導者の発掘・育成が必要である。
９．学校施設・設備などの整備（教育委員会教育グループ）
・中学校の大規模改修を実施し、職員や生徒にとって快適な校舎となったが、屋内運動場の計画的修
繕が必要である。また、中札内小学校では、計画的な修繕を実施してるが、老朽化が進んでいるた
め、大規模改修が必要である。
１０．高等学校教育支援（教育委員会教育グループ）
・永井明奨学金制度は浸透してきているが、更なる利用促進と償還金の年度内完納に努める必要が
ある。また、平成３０年度から実施する通学費助成については、制度のお知らせや利用促進に努める
必要がある。



今後の取組・
方向性

１．確かな学力の向上を目指す教育の推進（教育委員会教育グループ）
（１）教職員研修を充実し、教職員の資質向上を図るとともに、全国学力・学習状況調査結果の分析に
よる課題の発見と克服のため、子ども一人ひとりの学力を客観的に把握し指導が行える環境づくりに
努める。
（２）ＩＣＴを効果的に活用した授業を展開する。
（３）英語検定の受験促進に努める。
（４）地域協働型学校づくり協議会が地域の人材を活用し、放課後教室等の学習支援を行う。
２．社会の変化に対応する力を育成する教育の推進（教育委員会教育グループ）
（１）英語でのコミュニケーション能力の向上を図るために各種事業を実施するとともに、国際交流派遣
研修事業での相互訪問交流を学校全体の取組とし、国際社会に対応しうる教育を推進する。
（２）小学校外国語教科実施に伴い、専属の外国人語学講師を派遣し、語学教育環境の充実を図る。
３．特別支援教育の推進（教育委員会教育グループ）
（１）教育支援委員会での情報共有、中札内高等養護学校の専門教諭による指導助言や巡回相談事
業を活用し、適切な就学の判定などによる支援体制の充実に努める。
４．地域の素材を活用し、豊かな人間性と感性を育む教育の推進（教育委員会教育グループ）
（１）地域の特色を生かした体験学習や職業体験、学校ボランティアの充実などにより、郷土を愛し、ふ
るさとを大切にする心の教育に取り組む。
５．健やかな心身の成長を促す教育の推進（教育委員会教育グループ）
（１）体力テスト結果の分析により、子どもの体力・運動能力の実態を把握し、体力向上の取り組みを
進める。
（２）子どもの心身の健康な成長のため、遊びによる体を動かす機会や日々の運動の習慣化、早寝・
早起き・朝ごはんなどの基本的な生活習慣の取組や啓発を行う。
（３）いじめや不登校を発生させないため、学校組織をあげた子どもの変化の早期気付きと適切な対
応、スクール・カウンセラーによる相談・支援体制の充実を図る。
（４）児童生徒の豊かな心を育むため、体験活動や心の教育を推進する。
（５）特別の教科である道徳を要して各教科や学校での活動の特質に応じ、義務教育期間の発達段階
を考慮して適切に指導する。
６．地域や保護者に信頼され児童・生徒にとって魅力ある学校づくり（教育委員会教育グループ）
（１）各学校の地域協働型学校づくり協議会部会による学校評価には外部評価と、評価結果による改
善を図る。
（２）地域協働型学校づくり協議会を活用し、保護者や地域住民が学校経営に参加する体制を強化す
る。
（３）地域参観日の実施や学校だよりの全戸配布などによる教育活動の状況・情報を広く公開し、開か
れた学校づくりを進める。
（４）まちづくり事業や地域の各種行事への教職員の積極的な参加を促し、地域と学校との連携・協力
体制づくりに努める。
（５）子どもたちが安心して通うことができ、自己の存在感を実感し、感動体験ができる学校づくりを進
める。
（６）相互間訪問や情報交流を行うなど、保育所と小中学校の教職員及び子どもの交流活動を充実さ
せ、入学時などのスムーズな連携体制を確立する。
（７）各学校における校内研修の充実や、各校の研修担当者間による研究、連携活動などの交流活動
を推進する。
７．地域で子どもたちを育てる環境づくりの推進（教育委員会教育グループ）
（１）地域、家庭、学校がー体となった子どもを育てる環境づくりのため、地域協働型学校づくり協議会
を核にした取組を推進する。
（２）地域の企業や事業所の協力を得て、職場体験や望ましい勤労観を培う体験教育の機会の充実に
努める。
（３）地域社会全体で子どもを守る安全指導の充実に努める。
８．学社融合による教育活動の推進（教育委員会教育グループ）
（１）地域の方の得意分野を生かしたボランティアの発掘・育成や学校支援ボランティアの活動を支援
する。
（２）地域の人材の活用による少年団活動や部活動の充実、高齢者との交流による教育活動の充実
に努める。
（３）ＰＴＡ活動を一層促進し、学校と保護者が一体となった教育活動・環境づくりの充実に努める。
（４）社会教育事業への積極的な参加を促し、自然体験や社会体験などの活動の充実に努める。
９．学校施設・設備などの整備（教育委員会教育グループ）
（１）子どもの安全・安心を確保するため、学校施設の計画的な整備を進める。また、施設の機能改善
や長寿命化を図るため長寿命化計画の策定し、その計画に基づき適切な時期に大規模改修事業等
を実施し、教育環境を改善する。
（２）学校配置については、地域社会の動向や児童・生徒数の推移を踏まえつつ、社会及び教育環境
に急激な変化が生じた場合は、見直しを行う。
１０．高校・高等教育支援（教育委員会教育グループ）
（１）経済的理由によって高校・高等教育受けられないことのないよう、永井明奨学金制度や通学費助
成事業等により支援する。
（２）中札内高等養護学校では、学校事業への協力や社会的な自立を促進するため、地域住民や村
内企業などと連携し、職場体験実習の受入や、雇用に対する理解活動を行う。



④村長評価（村長ヒアリングによる評価）

課題・方向性

○教育グループ
・子どもたちの授業の習熟度を測るためにＡＩ導入の検討が必要。特に小学校での活用が重要であ
る。
・R2年度からのプログラミング教育は、メディアが注目しているところなのでスタートダッシュが重要で
ある。早めにスケジュール等調整する。
．通学費助成については、これから先数年のふるさと納税の状況によっては、準要保護世帯から対象
を拡大することを検討する。

⑤村民評価（総合行政推進委員会による評価）

委員会から
の意見等

・特別支援連携協議会において、専門家が連携して子どもをみてもらえるのはありがたく、継続してほ
しい。
・不登校は特別支援の対象ではないため、不登校の子に関わる人が少なく、相談しづらいため、不登
校から引きこもりに繋がっている。教育委員会や学校だけが抱える問題ではなく、福祉とも連携し構築
してほしいと思う。一人の人間が社会で活躍できるよう見守っていただきたい。
【回答】
・現在、不登校に関して福祉分野が入っていないため連携していく。



食材や栄養など、食に関する情報については児童・生徒に理解
し易い内容で掲載して来たが、生産者との交流を行うことが出来
なかった。

２．学校での食育の推進（教育委員会学校給食共同調理場）

(2)
児童生徒が地場産食材や地元加工品への理解
と愛着を深めるため、「ふるさと味覚給食」の提
供や「ふるさと食材の日」を実施します。

ふるさと味覚給食は毎年11月頃に実施している。
ふるさと食材の日は、名称を今月の一品と称して、地元特産品・
加工品を提供している。
なお、鶏肉ほぼ地元産ではあるが、仕入れ先では一部他市町村
産の取扱が在るため道内産の表示となっている。

(3)
児童生徒の要望を取り入れた献立を提供しま
す。

中学３年生を対象に、思いでに残るメニューのアンケートを１１月
頃に実施し、リクエストの多いメニューを１月～３月の献立に採用
し、全校に提供している。

①これまでの取組状況を踏まえた現状と課題

(1)
各学校との連携により調理場職員学校訪問によ
る食育活動や、栄養教諭と連携した給食指導・
食育授業を実施します。

給食時に栄養教諭が中札内小学校を訪れ、児童と給食を共にし
ているが、上札内小学校、中札内中学校では実施できていない。
なお、上札内小学校では調理実習と連携した生産者との交流が
行われている。

②主要な施策・事業の実施状況

後期基本計画の主要な施策・事業 実施状況 公約

１．安全で安心な学校給食の提供（教育委員会教学校給食共同調理場）

(1)
地場農産物の利用と安定的な供給先を確保しま
す。

地場生産している品目を多くの献立で使用し、生産者が運営する
販売組織や、JAより購入することで安定供給を確保しているが、
生産・貯蔵状況により通年供給が出来ない製品がある。この場
合は他地域生産品を使用する事になるので、生産者等と在庫状
況の確認を行っている。

(2)

地場産食材への理解と愛着を深めるための生
産者・販売事業者等との交流を実施し、生産者
の想いを給食だよりで児童生徒及び保護者に食
に関する情報とともに計画的に提供します。

現状と課題

１．安全で安心な学校給食の提供
【現状】地産地消を実践し、地域の食材をより多くの献立に取り入れている。
【課題】どの食材が地場産品であるか、わかり易く情報発信すること。

２．学校での食育の推進
【現状】栄養教諭が児童と給食を共にしたり、献立表に情報を記載している。
【課題】各学校全てを回ることは難しく、指導時間の偏りがある。

３．施設の適正管理
【現状】施設・機器の衛生状態を維持し、良好な管理を行っている。
【課題】給食停止を招かない為に、状態の維持に努める必要がある。

基本目標 3 編 人と文化を育むまち 担当課

政策 1 章 学校教育の推進
教育委員会学校給食共同調理場

基本施策 3 節 学校給食の充実



(1)
安全な食材の確保、衛生管理の向上及び計画
的な設備機械の更新等を行い、安全・安心な給
食提供に努めます。

食材は、地場産を始めとした国内産を基本に調達している。
衛生管理については、施設・設備の洗浄を欠かさず行い、良好な
管理を行っている。

③内部評価（役場内部による評価）

(2)
突発的な事故等に対応するため非常食を確保
するとともに、非常食を利用した防災給食を実施
します。

非常食は３回分を共同調理場に確保し、迅速な配布に対応てい
る。　　しかし食べ始めるまでに時間を要するアルファ米等である
ため、食事時間に限りがある場合には、開封後すぐに食べられ
る、パン等が良いと考えられる。また、防災給食として実施はして
いないが、児童・生徒に非常食を配布し、家庭で体験とした。

３．施設の適正管理（教育委員会学校給食共同調理場）

⑤村民評価（総合行政推進委員会による評価）

委員会からの
意見等

・意見なし。

④村長評価（村長ヒアリングによる評価）

課題・方向性

○学校給食共同調理場
・過去に生産者が学校で給食の時間等に説明をする場があったがなくなっている。実施しなくなった経
緯を調査した上で、生産者との交流を検討する。

今後の取組・
方向性

１．安全で安心な学校給食の提供
　今後も地場産、国内産など素性の明確な食材を使用し、確実な衛生管理下での調理を行ない安心・安全の給
食を提供し、地場産品の理解活動も行って行く。

２．学校での食育の推進
　新一年生をはじめ、児童・生徒が積極的に考えられる食育環境をつくる。

３．施設の適正管理
　食の安全を基本に、食材管理・調理行程の衛生管理に努めて行く。また、設備状態を把握し、最良の状態を保
ち作動停止、部品欠落などの事故を防ぐ。

実施状況の
評価と課題

進捗状況 順調　・　概ね順調　・　やや遅れ　・　遅れ

１．安全で安心な学校給食の提供
　地場産品で賄える食材を積極的に使用し、他の食材は道産・国産品を指定している。納品時には検査を行な
い、調理過程での衛生管理を徹底し、品質・安全性の確保に努めている。

２．学校での食育の推進
　栄養士による指導・啓発を行ない、月に一度は地場産品の使用を強調した献立を提供している。

３．施設の適正管理
　調理区域が明確に分離され、衛生面を優先して清掃・消毒を欠かさない。また、調理機器の使用には注意を払
い、異常には迅速に対応している。



(5)

中札内村共育の日の理念に基づき、家庭・学
校・地域が一体となり、地域全体で子どもたちを
育てていくため、地域協働型学校づくり協議会が
中心になり、意識啓発の取組を推進します。

地域協働型学校づくり協議会が主体となり、「共育」の理念を具
体的に進める取組として、「あいさつ」「返事」の取組を始めた。ま
た、村PTA連合会と連携し、11月に意識啓発を兼ねて教育講演
会を開催した。

(6)

中札内村子どもの読書活動推進計画に基づき、
図書館における児童書の充実や親子が利用し
やすい環境づくりを進めるとともに、学校、保育
園等の読書活動を支援します。また、時代の変
化やニーズに対応するため、情報発信拠点とし
ての蔵書の充実や道内の図書館と連携した広
域利用を推進します。

親子で本に親しんでもらうことを目的に、第2・4土曜日に「おはな
し会」を実施している。また、平成29年度から3歳児に絵本をプレ
ゼントする「ブックフレンド」を開始した。学校への図書活動支援と
して、小学校への移動図書・巡回図書や中学校図書のブックコー
トかけ等を実施した。また、平成30年度中小と中中に、蔵書管理
システムを導入した。

(4)
子どもたちが豊かな心や思いやりを育んでいけ
るよう、ジュニアアウトドアスクールや川越市との
交流などの体験事業を実施します。

【ジュニアアウトドアスクール】
8月5日～6日の日程で、ネイパル足寄を拠点とした自然体験活動
などを実施した。
【川越市との交流】
・8月1～2日川越中学１年生との交流
・8月20～22日川越中学３年生と交流
・1月10～13日中札内中学１年生派遣

(1)

多様な学習ニーズに応え住民の自主的な学習
を支援していくために、「生涯学習自主企画講
座」「社会教育活動振興助成事業」の積極的な
利用を促進します。

【自主企画講座】
・かんたんパソコン講座　・雑貨作り講座　・冬まつりにおける食
農活動の実施に係る助成を行った。

(2)
生涯学習を始めるきっかけとなる公募講座を開
催します。

【生涯学習講座】　　　　・美文字に挑戦　　　　・整理収納教室

(3)

シニア世代の学習意欲や社会参加を促していく
ために「ポロシリ大学」を開講します。また、学生
自らが主体となって学習を進めていけるよう支援
します。

4月28日の入学式以降、レクリェーション、講演・体操、スポーツ
交流会、更別村末広学級との交流、健康教室、研修旅行、更別
村末広学級との学習発表交流会、子ども達との交流会などを実
施した。

公約

基本施策 1 節 社会教育の推進

①これまでの取組状況を踏まえた現状と課題

１．生涯学習と社会教育活動の推進（教育委員会教育グループ）

基本目標 3 編 人と文化を育むまち 担当課

政策 2 章 社会教育、文化、芸術の振興
教育委員会教育グループ

現状と課題

１．生涯学習と社会教育活動の推進（教育委員会教育グループ）
・ポロシリ大学や子どもたちを対象とした事業については、毎年ニーズに応えるための工夫をしながら事業の推進
に努めていますが、特に一般住民の多様な学習ニーズに対応する企画事業の実施が求められていると感じていま
す。また、自主企画事業については、一定程度の申請があるところですが、なお一層の周知活動を行うことが必要
です。
・地域協働型学校づくり協議会をH29年度に設立し、それぞれの立場の構成委員同士が情報の共有を図りながら、
一体となって子どもたちを育てる環境が整いました。「共育」の理念に基づき、取り組んでいる状況です。
・図書館の管理業務は平成30年度から民間委託を行い、様々な独自事業の開催や村内の小中学校への支援事業
など、工夫を凝らした事業を展開していますが、図書館での貸出冊数は年々減少している傾向にあります。

２．社会教育施設の適正管理（教育委員会教育グループ）
・現在、社会教育施設については、適正に維持管理を行っていると考えていますが、まちづくり計画で定めた整備計
画などを着実に実行していくことが必要です。また、指定管理者による効率的な施設運営体制の構築を更に進めて
いく必要があります。

②主要な施策・事業の実施状況

後期基本計画の主要な施策・事業 実施状況



(3)

交流の杜は、スポーツ合宿のほか、創作活動や
音楽活動の場としての活用や文化芸術活動に
伴う合宿・サテライトオフィスの誘致を進め、交流
人口の増加をめざします。

交流の杜は、文化・スポーツの交流拠点としての位置づけである
が、地域コミュニティや創作活動など、広く一般の住民等が利用
することができるよう条例・規則の改正を行った。

③内部評価（役場内部による評価）

(2)
からまつ館は古い農機具や生活道具等の展示、
からまつ館別館については倉庫として活用し、ふ
るさと学習に対応できる適正な管理を行います。

村の文化祭開催時期11月1～3日、中小3年生2回の利用。寿会
（上札内）、わんぱく団の見学

(1)
文化創造センター・上札内交流館などの必要な
機器の更新や施設の修繕等を計画的に行いま
す。

平成30年度における文化創造センターの施設整備に関しては、
屋上防水補修工事（3年計画の2年目）、音響等設備更新工事を
実施した。

２．社会教育施設の適正管理（教育委員会教育グループ）

④村長評価（村長ヒアリングによる評価）

⑤村民評価（総合行政推進委員会による評価）

委員会からの
意見等

・意見なし。

課題・方向性

○教育グループ
・高齢者は、外に出て人とふれ合うことが大事である。ポロシリ大学での企画は、参加したくなるような
メニューを研究する。毎回出席する必要はない等敷居の低さをＰＲする。
・上札内交流館を活発にＰＲした方が良い。

今後の取組・
方向性

１．生涯学習と社会教育活動の推進（教育委員会教育グループ）
・自主企画事業の周知に努めるとともに、教委が実施主体となった多様な事業・教室を実施する。
・図書館での貸出冊数の増加に向けた取り組みを行う。

２．社会教育施設の適正管理（教育委員会教育グループ）
・施設の維持管理については、まちづくり計画（実施計画）を基本としながら、利用者の皆さんに満足していただ
けるよう、適正な管理に努める。
・施設の利用者増に向けた取り組みを行う。

実施状況の
評価と課題

進捗状況 順調　・　概ね順調　・　やや遅れ　・　遅れ

１．生涯学習と社会教育活動の推進（教育委員会教育グループ）
・ポロシリ大学や社会教育関係事業については、概ね当初計画どおりの事業を実施した。また、自主企画事業に
ついては、制度の浸透もあり、一定程度の申請件数を維持している。
・住民の多様なニーズに応えるための教委主催事業の展開が必要である。
・様々な図書館事業を行い、概ね好評を得ているが、貸出冊数が年々減少している。

２．社会教育施設の適正管理（教育委員会教育グループ）
・施設の維持管理については、日常の点検などにより、適正な管理を行うように努めているが、文化創造セン
ターや交流の杜など施設の老朽化が懸念される。



(1)
海外への中学生派遣と受入れを通した青少年国
際交流派遣研修事業を実施します。

3月24日から31日の日程で、アメリカ・ハワイ州エバマカイ中学校
へ、初めて中学2年生7名、引率者3名を派遣した。

３．国際交流の推進（教育委員会教育グループ）

(2)
川越市と本村児童生徒の交換絵画作品展を開
催します。

両市村の児童生徒の絵画作品の交換作品展を10月及び2月に
実施した。

(3)
川越市との交流事業を継続するとともに、経済・
文化面など各分野で住民主体による相互交流を
促進します。

１１月１０～１１日に開催された川越産業フェスタにおいて、村職
員・農協職員・民間企業が参加して、村の特産販売を行い、中札
内村のＰＲを行った。北海道ということもあり、足を止めてくれる方
が多くいた。

２．南砺市（福野地域）との交流（教育委員会教育グループ）

(1)
生き生き自然体験隊交流事業は、両市村児童
の交流と体験を主体とした事業として実施しま
す。

8月7日～10日の日程で、南砺市の小学生16名が来村し、中札内
村の小学生24名及び高校生ボランティア4名と交流した。福野小
学校児童との交流を深め、札内川ダム見学やジャガイモ掘り体
験などを行った。

(1)
互いの文化や歴史を学ぶ貴重な体験機会として
中学生の相互交流事業を実施します。

【川越市中学生の受け入れ】
・８月に川越市から、中学１年生の受け入れを実施。
・環境や文化・歴史、街並みなどの違いを学んでもらうため、ホー
ムステイや自然体験を実施した。
・8月2日～3日の日程で22名を受け入れ。上札内交流館を拠点と
して各種体験・交流事業を実施した。

【川越市への訪問交流事業】
1月7日～10日の日程で、中学1年生8名及び引率者2名を派遣。
川越市の文化に触れるとともに、学校訪問や交流会などで交流
を図った。

基本施策 2 節 国際・地域間交流の推進

①これまでの取組状況を踏まえた現状と課題

現状と課題

１．友好都市川越市との交流
・相互交流を行い、歴史や文化の違いを体験している。ホームステイの受入家庭の確保に苦慮しているため、受入
体制について考えなければならない。
・川越市の中学生との相互訪問交流事業及び絵画作品の交換作品展については、川越市側の理解と協力の下、
特に問題なく継続して実施している。また、毎年秋に開催されている産業フェスタにおいても村の特産品などの販売
などによる交流を行っているが、一般の村民の方々が参画できる機会がなく、今後検討していくことが必要。

２．南砺市福野地域との交流（教育委員会教育グループ）
・小学生の相互訪問交流事業は、毎年実施してきており、今後も継続して実施すべき事業と考えているが、事業を
サポートしてくれるボランティアの確保が課題となっている。

３．国際交流の推進（教育委員会教育グループ）
・29年度については、オーストラリア・ブリスベンへ従来とは違った形の短期留学ということで中学生を派遣したが、
30年度については、アメリカ・ハワイ州エバマカイ中学校に派遣した。今後、安定的に相互交流ができるよう相手先
との親密な連携が必要となる。

②主要な施策・事業の実施状況

後期基本計画の主要な施策・事業 実施状況 公約

１．友好都市川越市との交流（教育委員会教育グループ、総務課企画財政グループ）

基本目標 3 編 人と文化を育むまち 担当課

政策 2 章 社会教育、文化、芸術の振興
教育委員会教育グループ
総務課企画財政グループ



③内部評価（役場内部による評価）

⑤村民評価（総合行政推進委員会による評価）

委員会からの
意見等

・意見なし。

④村長評価（村長ヒアリングによる評価）

課題・方向性

○教育グループ
・南砺市との相互訪問交流事業は、現状継続していく方向である。
・国際交流は、１０名の生徒が来村するためホームスティ先を募集する。受け入れ先が不足した場合
は、過去の受け入れ家庭にお願いするかたちで実施する。
○企画財政グループ
・住民レベルでの交流機会がない。友好都市２０周年時に訪問を検討する。
・ホームステイ先の確保が困難なことは理解した。村民との交流という主旨で、受入募集を一般まで
広げる。

１．友好都市川越市との交流
・相互交流として、ホームステイや歴史、文化に触れる貴重な体験ができている。
・中学生同士の交流は、ホームステイから上札内交流館の宿泊まで、一緒に交流する時間が当初より増えてい
る。
・産業フェスタに参加することで、友好都市中札内村をＰＲできている。
・中学生の相互訪問交流及び絵画交流など順調に事業を進めることができた。
・川越産業フェスタでは、村の特産品などの物産販売を行うことなどで、意義のある交流を図ることができた。

２．南砺市福野地域との交流（教育委員会教育グループ）
・福野地域の皆さんの協力を得て、計画どおり訪問交流事業を行うことができた。
・市町村合併に伴い、福野地区として受け入れすることに課題（母体となる組織の高齢化など）がある。

３．国際交流の推進（教育委員会教育グループ）
・派遣先のハワイ州エバマカイ中学校との相互交流が、安定的に行うことができるよう努める必要がある。

今後の取組・
方向性

１．友好都市川越市との交流
・交流事業
相互交流を継続し、川越市と中札内村の違いや、友好都市について学んでもらう。
ホームステイ受入家庭への意見聴取等を行い、受入体制の見直しを検討する。
・産業フェスタ
今後も村内事業者に参加してもらい、連携して中札内村をＰＲする。
・現在行っている事業を継続するとともに、一般住民の方々が参画できる事業を検討する。

２．南砺市福野地域との交流（教育委員会教育グループ）
・現在の相互訪問交流事業を継続する。

３．国際交流の推進（教育委員会教育グループ）
・エバマカイ中学校と安定的に相互の訪問交流事業が行えるよう取り組む必要がある。

実施状況の
評価と課題

進捗状況 順調　・　概ね順調　・　やや遅れ　・　遅れ



２．文化施設の活用（教育委員会教育グループ）

(1)

文化・芸術の活動拠点である文化創造センター
は、住民主体の企画による活用やハーモニー
ホールの安定的な機能提供と効率的な運営の
ため、住民組織との協働による活用促進に努め
ます。

住民が主体となった企画事業の開催やラウンジを活用したカフェ
などが行われている。ハーモニーホールの運営については、Ｂe-
in倶楽部との調整により、円滑な運営を行っている。また、適切な
施設の維持管理を行い、住民の皆さんに快適に施設を利用して
いただけるよう努めている。

(2)
文化創造センター利用者の利便性向上のため、
計画的な維持管理に努めます。

平成30年度ハーモニーホールの音響・照明の操作と図書館業務
の一部を一体的に、かつ効果的に管理・運営を目的に村内業者
に外部委託した。

(2)
住民組織や民間団体との連携を強め、地域全体
で文化・芸術の振興を図ります。

【文化振興奨励事業】
文化振興基金を財源として講演会・コンサートの開催、文化振興
のための研修、伝統文化の保存等の経費として補助金を交付し
た。
30年度の補助実績は、石見神楽大蛇購入助成のほか7事業に補
助金を交付した。

(3)
武蔵野美術大学や昭和音楽大学等と小中学校
が連携し芸術教育を推進します。

【武蔵野美術大学】　8月16～28日　5名来村
【昭和音楽大学】　8月24日～9月1日　6名来村

(1)
各種文化団体やサークル活動に対して支援を行
うとともに、村民主体による文化祭の開催など、
発表や活動の場を提供します。

【村民文化祭の開催】
・10月30日～11月6日　文化創造センターで作品展示（24団体15
個人）
・11月3日　　　　　オンステージ・式典（17団体1個人）

基本施策 3 節 文化、芸術の振興

①これまでの取組状況を踏まえた現状と課題

現状と課題

１．文化、芸術活動の推進（教育委員会教育グループ）
・村民文化祭は実行委員会によって継続して開催されています。また、文化振興基金を財源とした補助事業につい
ても、住民等の自主的な企画事業により、安定した事業運営が行われています。新アート事業については、「なかさ
つ音まちプロジェクト」「大学生招へい事業（武蔵野美術大学・昭和音楽大学の協力）」を行っていますが、今後の安
定した事業運営に向けた検討や取組を行うことが必要です。

２．文化施設の活用（教育委員会教育グループ）
・文化創造センターの活用については、住民が主体となった企画事業の開催やラウンジを活用したカフェが展開さ
れるなど一部の住民による活用が主なものとなっています。また、ハーモニーホールについては、Ｂe-in倶楽部との
連絡調整によって円滑な運営が行えています。利用価値のある施設であることから広く施設の利活用を促進する
必要があります。

３．文化的所産などの保護・保存（教育委員会教育グループ）
・石見神楽と旧杉村農場サイロの保護・保存活動に努めています。また、からまつ館の利活用については、今後も
学校などと連携した利活用を検討・推進していくことが必要です。

②主要な施策・事業の実施状況

後期基本計画の主要な施策・事業 実施状況 公約

１．文化、芸術活動の推進（教育委員会教育グループ）

基本目標 3 編 人と文化を育むまち 担当課

政策 2 章 社会教育、文化、芸術の振興
教育委員会教育グループ



③内部評価（役場内部による評価）

１．文化、芸術活動の推進（教育委員会教育グループ）
・村民文化祭は実行委員会で毎年工夫しながら開催しており、特に課題となっていることはない。
・文化振興奨励事業は住民のニーズに応えるために必要な制度であり、30年度も多くの事業に助成しているが、
更に制度の普及に努める必要がある。
・30年度に行ったアート事業は、特に子どもたち向けの事業として実施し好評だった。今後に向けては、広く村外
にアピールできる事業として展開する必要がある。
・児童生徒を対象とした芸術鑑賞等の事業を行ったが、継続して実施していく必要がある。

２．文化施設の活用（教育委員会教育グループ）
・文化創造センターについては、住民主体による様々な企画で使用されているが、更に施設利用を促進する取り
組みを行う必要がある。

３．文化的所産などの保護・保存（教育委員会教育グループ）
・村指定文化財の保護・保存活動を継続して行っており特に問題は生じていない。
・からまつ館の所蔵品の整理整頓を行った。展示品の有効活用などについて、文化財専門委員と協議しながら
検討する必要がある。

今後の取組・
方向性

１．文化、芸術活動の推進（教育委員会教育グループ）
・住民ニーズを捉えた企画事業を実施する。
・アート事業は、中札内村を広く村外にアピールする事業として、交流人口の増加に努める。

２．文化施設の活用（教育委員会教育グループ）
・各施設の利活用を促進する取り組みを行う。

３．文化的所産などの保護・保存（教育委員会教育グループ）
・からまつ館の利活用については、文化財専門委員の意見を伺いながら検討する。

石見神楽と旧杉村農場サイロを村指定文化財に指定し、保護・
保存活動に努めている。

(3)
村の景観財産として、国指定の名勝ピリカノカ・
十勝幌尻岳のＰＲに努めます。

村のホームページや観光パンフレットに十勝ポロシリ岳の名勝地
指定の関係の説明及び写真を掲載している。

(2)
からまつ館所蔵の郷土資料は、小学校の授業
の利用などによる活用を進めます。

文化祭開催時期の一般開放を行うとともに、中小の授業や老人
会での活用などがあった。

(1)
専門的な知識の習得に努め、地域の歴史と文化
を伝える文化財や文化的所産の保存・保護を行
います。

３．文化的所産などの保護・保存（教育委員会教育グループ）

委員会からの
意見等

・意見なし。

⑤村民評価（総合行政推進委員会による評価）

④村長評価（村長ヒアリングによる評価）

課題・方向性

○教育グループ
・音まちの事業に限らず関連する事業がある場合は、プレスリリースを一体として行うようにする。

実施状況の
評価と課題

進捗状況 順調　・　概ね順調　・　やや遅れ　・　遅れ



(4)

各スポーツ団体やスポーツ少年団に対しての持
続的自主的活動の支援を行うとともに、相互の
協力による村民スポーツ大会の開催や組織力
強化のため、団体間の連携や情報交換の機会
づくりを進めます。

スポーツ少年団本部との連携を図りながら各種の支援を行って
いる。また、村民スポーツ大会の開催については、単独で大会運
営等ができない団体の支援を行うなど、実行委員会全体での運
営に努めている。

(1)
村民が生涯にわたりスポーツに親しむことができ
るよう、ニーズに応じたスポーツの機会の提供や
情報提供の充実に努めます。

ピータンスポーツクラブの活動内容などの周知を行い、会員増に
向けた取り組みを行っている。また、村民プールでは、大人から
子供までが参加できる水泳教室を開催するなど、スポーツへの参
加機会の提供に努めている。

(2)

村民の健康な身体づくりや体力の向上につなが
るスポーツ講習会や各種教室を、保健事業と連
携し開催するほか、四季を通じてスポーツに取り
組める環境づくりを進めます。

村民スポーツ大会や水泳教室の実施及びピータンスポーツクラ
ブの運営を支援している。また、七色献立プロジェクトとの連携に
よる取り組みを行っている。

(3)
青少年の健全な心身育成のため、スポーツ指導
者を養成する講習会や研修会の情報提供や参
加支援を積極的に行います。

スポーツ少年団本部との連携を図りながら、少年団に所属する子
供たちの保護者宛に講習会や研修会の受講を促す取り組みを
行っている。

公約

基本施策 1 節 スポーツしやすい環境づくり

①これまでの取組状況を踏まえた現状と課題

１．生涯スポーツ活動の推進（教育委員会教育グループ）

基本目標 3 編 人と文化を育むまち 担当課

政策 3 章 スポーツの振興
教育委員会教育グループ

現状と課題

１．生涯スポーツ活動の推進（教育委員会教育グループ）
（現状）
○平成２５年に立ち上げたピータンスポーツクラブは、その存在が地域住民に浸透したことなどによって、ズンバ教
室やジュニアダンスなどの参加者（会員数）は一定程度増加したが、現在は伸び悩んでいる。
○各スポーツ団体等の自主的な活動に対してスポーツ振興奨励事業補助金を交付し、積極的な活動の促進に努
めている。
○村民スポーツ大会は、実行委員会が主体となって８種目の大会を開催している。
○中札内村民プールは、村民の水泳普及及び健康増進を図るため、平成30年度は大人から子どもまでを対象とし
た水泳教室を24回開催した。
（課題）
○ピータンスポーツクラブは、設立当初は民間活力で自立した運営を目指してきたものの、自立運営が困難と判断
し、教育委員会が事務局を担っている。また、参加者が多い事業（ズンバ等）については、ピース事業としてではな
く、独立した活動団体に移行することができないか検討する必要がある。
○各スポーツ団体の自主的な活動に対してスポーツ振興奨励事業補助金を交付しているが、各団体独自の活動に
対する交付が主となっていることから、それぞれの団体の会員拡大を含めた幅広い活動を促進する必要がある。
○村民スポーツ大会は、現在、実行委員会形式で実施しているが、会員が少ない団体（ソフトボール・バドミントン
等）については、大会運営が困難になってきていることから、教育委員会職員が事務や運営等を支援・協力してい
るため、今後は各団体が協力し合える体制を構築する必要がある。

２．体育施設の充実と適正管理（教育委員会教育グループ）
（現状）
○札内川総合運動公園及び上札内パークゴルフ場などの屋外運動施設と村民プール、村民体育館、屋内多目的
運動施設などの屋内運動施設の維持管理を行っている。
○村民体育館は、平成２８年度に大規模改修工事を行い、アスベスト除去及び耐震化、体育館アリーナの改修を
行った。体育館改修に伴い、中札内交流の杜との役割分担が明確になっている。
○平成30年12月に完成した屋内多目的運動施設は、ゲートボール、テニス、野球、サッカーなど大人から子供たち
まで、幅広く利用されている。
○村民プール「すいすい」の管理・運営については、民間業者に委託することにより、建物の適正な維持管理並び
に水泳教室の開催など、良好な運営を行っている。
（課題）
○中札内交流の杜は昭和５２年建築のため老朽化が進んでおり、計画的な修繕や工事等を行う必要があるが、財
政面などから難しい現状にある。

②主要な施策・事業の実施状況

後期基本計画の主要な施策・事業 実施状況



③内部評価（役場内部による評価）

１．生涯スポーツ活動の推進（教育委員会教育グループ）
・村民スポーツ大会の始まりである第１回（参加者数延べ８，７０２人）をピークに年々参加者が減少し、ここ数年
は３００人台の参加者数で推移している。村民のスポーツに対するニーズが個人型のものや健康志向のものに
変化しており、団体競技の参加者数の増加は難しい状況にある。また、村民スポーツ大会の多くの種目の主管
団体において、会員及び競技人口の減少や会員が高齢化しているため、大会の運営が厳しい状況にある。

２．体育施設の充実と適正管理（教育委員会教育グループ）
・村民体育館の改修、村民プールの新築及び屋内多目的運動施設の改修工事を行うとともに、随時、維持補修
を実施している。また、備品等の更新や定期的な施設周辺の草刈を実施している。

今後の取組・
方向性

１．生涯スポーツ活動の推進（教育委員会教育グループ）
・村広報紙や各主管団体の働きかけにより各種目の参加人数の増加を図る
・大会運営が厳しい種目については、実行委員会全体での運営や参加者の協力を得るなど、柔軟で円滑な運営
方法を検討する。

２．体育施設の充実と適正管理（教育委員会教育グループ）
・これまでと同様に、各体育関係施設の適正管理と時代のニーズに対応できる維持補修を行い、適正な施設環
境の維持・向上を図る。

実施状況の
評価と課題

進捗状況 順調　・　概ね順調　・　やや遅れ　・　遅れ

(3)
札内川総合運動公園及び上札内パークゴルフ
場など屋外運動施設の計画的な修繕・改修及び
適正な維持管理に努めます。

札内川総合運動公園及び上札内パークゴルフ場については、
パークゴルフ協会などからの要望などにより、適宜修繕を行って
いる。また、その他の屋外運動施設についても定期的な見回りな
どにより適正な維持管理に努めている。

(4)
屋内多目的運動施設及び付帯する屋外ゲート
ボール場の整備を進めます。

屋内多目的運動施設及び屋外ゲートボール場については、平成
30年度にそれぞれ完成し、今後も適正な維持管理に努めていく。

(2)
経年劣化の進んでいる体育施設は、改修を検討
します。

旧水泳プールは平成30年12月に屋内多目的運動施設として改
修した。
また、体育館分館（旧高校）については、屋内ゲートボール場とし
ての機能を廃止し、今後取り壊しを予定している。

(1)
村民のスポーツやレクリエーション活動の充実
のため、各施設の適正管理と維持補修を行い、
施設環境の維持・向上を図ります。

各スポーツ施設の維持管理については、随時実施しており、適正
な維持管理に努めている。

(5)
スポーツ振興奨励事業補助金を活用して、各団
体の自主的な活動を支援します。

各種スポーツ団体及びスポーツ少年団など、積極的に活動する
団体等への支援を行っている。

２．体育施設の充実と適正管理（教育委員会教育グループ）

(6)
ピータンスポーツクラブは、今後の運営方法や会
員拡大に向けた事業について検討します。

クラブの運営については、独自で運営することは困難なため、教
育委員会が全面的に支援することとしている。また、子供向けの
教室の充実を図るため、令和元年度から試行的にジュニア運動
教室を行うことになった。なお、広報等でのＰＲ・特別イベントを通
じて会員拡大に努める。

④村長評価（村長ヒアリングによる評価）

課題・方向性

○教育グループ
・村民体育館のルームランナーについては、利用状況を確認する。平日夕方など利用時間が集中し
ており、ニーズがあるなら増設を検討する。



委員会から
の意見等

各スポーツ少年団へ一律いくら補助金を出しているのか。
【回答】
・少年団本部から各少年団へわたっており、定額と人数割等などの算定基準がある。

⑤村民評価（総合行政推進委員会による評価）



②主要な施策・事業の実施状況

後期基本計画の主要な施策・事業 実施状況 公約

１．農業生産基盤の整備（産業課産業グループ・施設課施設グループ）

①これまでの取組状況を踏まえた現状と課題

現状と課題

１．農業生産基盤の整備（施設課・産業課）
国営のかんがい排水事業や道営の土地改良事業を活用しながら、土地基盤整備を推進してきている。
また、村単独の小規模土地改良事業である「元気な畑づくり事業」については、定期的に事業内容を見直しながら
客土、石礫除去などの経費助成を行っている。

２．農地の集積・集約化（産業課・農業委員会）
農業者の多くが規模拡大志向にあることから、農業委員会を中心に農地に関する情報を把握し、適正な流動化を
進め、意欲ある担い手への集約化を進める必要がある。

３．担い手の育成・確保（産業課）
就農相談窓口として、農業担い手育成センターを中心に関係機関と連携しながら、新規就農や農業体験実習希望
者の支援体制を確保しつつ、担い手対策の一環として配偶者対策を重点に婚活事業の取組みを行っている。

４．農業経営の体質強化（産業課）
関係機関が連携し、栽培技術や飼養管理技術の向上などを支援するとともに、農業ＩＣＴによる農作業の効率化・省
力化を図る必要がある。また、畜産では家畜伝染病の発生も見られることから、畜舎等の衛生管理の徹底と発生時
の迅速な所期防疫の強化が求められる。

５．地域営農システムの強化（産業課）
営農支援組織（農業機械センター、飼料組合、酪農ヘルパー利用組合、大規模草地育成牧場、堆肥化処理施設、
カーフゲートなど）の利用促進により経費削減や労働負担の軽減を図り、地域担い手育成総合支援協議会による経
営所得安定対策の推進や地域課題の調査研究などの支援を行っている。

６．大規模草地育成牧場の運営と整備（産業課）
新たな指定管理者との連携による効率的な管理運営に努めているが、牧場施設の老朽化による再整備と草地更新
が課題であり、財源を確保しながら計画的な整備を行う必要がある。

７．環境と調和した農畜産物の安定生産（産業課）
酪農経営安定のためには、自然循環機能を発揮させ、家畜排せつ物の適正管理と有効活用が重要である。

８．付加価値向上と販路拡大（産業課）（総務課企画財政グループ）
・枝豆、たまご、鶏肉などの中札内産農畜産物のブランド化が図られてきている。
・村独自の「食の推進パートナー登録制度」を活用しながら、農畜産物のＰＲや消費拡大を促進している。
・小規模起業支援事業により、農畜産物の加工・製造・販売を行うための起業に要する経費を助成している。

９．心豊かに暮らせる農村づくり（産業課・施設課）
自然環境の保全、美しい農村景観の形成などの多面的機能が発揮される取組を推進している。
食育・地産地消推進計画を作成し、総合的に施策を展開している。
農業や農村生活を体験できる体制整備や都市住民との交流を図っている。

基本目標 4 編 活力あふれる産業を育むまち 担当課

政策 1 章 農業の振興 産業課産業グループ
総務課企画財政グループ
施設課施設グループ
農業委員会基本施策 1 節 農業基盤整備と経営支援

(1)
計画的な国営・道営土地改良事業や村単独の
小規模土地改良事業に取り組み、生産性の高い
土地改良を推進します。

道営土地改良事業の新規事業採択に向けて、札内川右岸北部・
南部地区の調査計画を実施している。
村単独事業として、元気な畑づくり事業を実施し、客土、石礫除
去、耕地防風林植栽に要する経費を助成している。
また、Ｈ２８台風被害に対する特別対策として２年間実施した農地
への浸透層設置への助成については要望が多いことから、Ｒ元
年度から元気な畑づくり事業の新たなメニューとして実施すること
とした。

２－５

(2)
良質な粗飼料の生産確保のため、土壌や植生
の現状を把握して草地基盤の計画的な整備改
良を推進します。

大規模草地育成牧場の整備に係る基本的な考え方をまとめ、草
地更新についても、必要面積や国の補助事業や道営事業の活用
など当面の整備の方向性をまとめた。



２－８

２．農地の集積・集約化（産業課・農業委員会）

(1)
農地の面的集約による農作業の効率化や経営
規模の拡大を促進させるため、適正な流動化を
進めます。

農地保有合理化事業による農地の買入・売渡や低金利の融資制
度による農地取得により、自作地化を進めている。
賃貸借期間が満了する農地については、農地の出し手と受け手
の意向を確認した上で売買を促進している。

(3)
農薬・化学肥料の適正な使用・管理によるクリー
ンな農産物の計画生産を推進します。

農薬や化学肥料の使用量低減を推進するため、環境保全型農
業の取組みに対する補助を行っている。
農協では、枝豆とサヤインゲンについて北海道のクリーン農産物
表示制度である「ＹＥＳ！Ｃｌｅａｎ」の認定を取得している。

(4)
家畜自衛防疫組合と連携を図り、家畜伝染病等
の予防や防疫対策の強化を推進し、健康な家畜
の生産と生乳の増産を図ります。

畜産農家や関係機関と家畜自衛防疫組合を組織し、法定伝染病
や各種疾病の予防及び防疫体制の強化に取り組んでいる。

(2)
農地中間管理事業の活用による農地の効率的
な利用と優良農地の確保を推進します。

村農業委員会の農地あっせん基準に基づき、農地の利用集積に
努めている。

３．担い手の育成・確保（産業課産業グループ）

(1)
農業担い手育成センターを中心に関係機関と連
携しながら、新規就農や農業体験実習希望者の
支援体制の充実を図ります。

村、農業委員会、農協、普及センターで担い手育成センターを組
織し、新規就農や農業実習に関する相談対応を行っている。

(2)
本村農業を支える多様な担い手の育成・確保を
図ります。（公約２－８）

担い手育成センターによる配偶者対策や営農支援組織の利用を
推進している。

２－８

(3)
農業後継者の配偶者対策として、交流や出会い
の場づくりや婚活セミナーなどの企画に積極的
に取り組みます。

担い手育成センター主催による農業後継者対策事業として婚活
事業を開催しているほか、十勝管内結婚支援協議会からの各種
情報提供などを行っている。

４．農業経営の体質強化（産業課産業グループ）

(1)
栽培技術・飼養管理技術の向上、高収益性新品
種の導入、高品質化を図り、農畜産物の安定生
産と経営体質の強化を推進します。

地域担い手育成総合支援協議会を中心に各種調査や畑作技術
懇談会を開催しているほか、国の補助事業を活用し、生産技術
向上や新品種の導入、コスト低減に取り組んでいる。

(2)

生産管理や農業機械の自動化・ロボット化やド
ローン（無人航空機）の活用など、情報通信技術
（ＩＣＴ）を活用した「スマート農業」の調査研究や
普及推進を図ります。（公約２－６）

国の補助事業を活用して、ＧＰＳを活用したトラクターの自動操舵
や酪農家の搾乳ロボットの導入などが行われている。
また、地域担い手育成総合支援協議会でスマート農業に関する
調査研究を行っている。

２－６

５．地域営農支援システムの強化（産業課産業グループ）

(1)
多様な経営体を側面から支える既存営農支援組
織の体制強化を図り、利用促進による経費節減
や労働負担の軽減を図ります。（公約２－８）

営農支援組織の利用促進を行い農作業の分業化・共同化による
コスト低減や労働負担の軽減を図っている。 ２－８

(2)
地域担い手育成総合支援協議会による経営所
得安定対策の推進や地域課題解決に向けた調
査研究など支援体制の充実を図ります。

村・農業委員会・農協・普及センターが一体となって支援するた
め、協議会で、営農セミナーの開催や認定農業者の審査、課題
解決に向けた各種調査などに取り組んでいる。



(3)
農業系廃棄物の適正処理を図り、生産現場にお
ける環境への負荷の軽減に努めます。

農協を中心に農業系廃棄物の回収・処理を行い、適正処理を推
進している。

(4)
家畜を快適な環境で飼育することにより、安全で
良質な畜産物を供給する取組を推進します。

牛舎や飼育条件の環境向上による良質な畜産物の供給ため、各
種情報提供を行っている。

６．大規模草地育成牧場の運営・整備（産業課産業グループ）

(1)

大規模草地育成牧場の運営に当たっては、公共
牧場として事業が継続できるよう指定管理者制
度により効率的な運営を図っていくとともに、預
託酪農家が預託メリットを認識し、運営に関わっ
ていける体制づくりに努めます。

指定管理者の変更により、新たに酪農家が運営に参加している
管理者となり、今まで以上に酪農家の視点を反映しながら、効率
的な管理運営に取り組んでいる。

(2)
既存施設の改修など計画的な施設整備や草地
更新を行うとともに、適正な飼育管理に努め、繁
殖成績の向上を図ります。

スタンチョン設置や発情検知機の導入を行い、作業効率の改善
や受胎率の向上を図っている。
草地更新や機械更新については当面の更新計画を作成し適宜
実施してる。

７．環境と調和した農畜産物の安定生産（産業課産業グループ）

(1)
地域複合システム循環農業の実践、輪作体系の
維持など環境保全に効果の高い営農を推進しま
す。

関係機関と連携し家畜排せつ物を有効活用した堆肥の施用によ
る土づくりや枝豆・サヤインゲンを取り入れた５年輪作を推進して
いる。

(2)
悪臭の防止・低減については、完熟堆肥の利用
啓発や効果的な軽減対策を調査研究します。

堆肥化処理施設で完熟堆肥の生産を行い利用促進を図ってい
る。
完熟堆肥の使用や飛散抑制など悪臭防止のための取り組みに
ついて村広報で周知している。

(3)

村の地域資源でもある耕地防風林の管理や自
然環境の保全など自然と農業との調和によって
育まれてきた農村景観形成活動の推進に努め
ます。

村の重要な景観資源であることを認識して耕地防風林の維持管
理を行っている。
平成２９年度から、元気な畑づくり事業で耕地防風林への植栽に
対する経費の助成を行っている。

(4)

自然の恵みや農畜産物を生産するための工夫
や生命を育む産業としての重要性について、理
解が深まるよう農業体験や都市との交流を促進
します。

埼玉県川越市生徒や富山県南砺市児童の受入を実施しており、
いもの収穫や加工、ホームステイなどの体験を通じて都市住民と
の交流を推進している。

８．付加価値向上と販路拡大（産業課産業グループ、総務課企画財政グループ）

(1)
新たな産業の創出や商品開発など６次産業化を
支援する取組を推進します。（公約２－７）

小規模起業支援事業により、農畜産物の加工・製造・販売を行う
ための起業に要する経費を助成し、６次産業化を支援している。 ２－７

(2)

「中札内村食の推進パートナー登録制度」などを
活用しながら、地域ブランドとしてのイメージを高
め、安全、安心、良質な農畜産物のＰＲや販売促
進、販路拡大に取り組みます。

地場農畜産物の使用基準を満たした「粋匠品」、「食の応援団の
お店」を巡るスタンプラリー事業を実施し、ＰＲや販売促進を行っ
ている。

２－７

９．心豊かに暮らせる農村づくり（産業課産業グループ）

(1)
地場産食品の消費拡大を図るとともに、健康で
豊かな食生活の実現を図ります。

手づくりごはん楽校や、農協青年部共催の食育体験事業、七色
献立プロジェクト事業の開催、ふるさと味覚給食の推進、食育サ
ポーターによる活動など地場農畜産物の積極的活用を図ってい
る。

(2)
農業者及び地域住民が共同で行う農地や水路
などの保全管理、質的向上を図る活動を支援し
ます。

多面的機能支払交付金により、農業者等が共同で農地の多面的
機能の維持増進を図る取り組みについて補助を行っている。



③内部評価（役場内部による評価）

実施状況の
評価と課題

進捗状況 順調　・　概ね順調　・　やや遅れ　・　遅れ

１．農業生産基盤の整備
農家要望も多い客土工事については、近年、必要な土の確保ができない状態が続いている。村外や他官庁から
の土取場の情報収集を実施しているが、他市町村においても土取場の確保に苦慮している状況であり、土質や
採取量を含めた候補地の選定が求められている。

２．農地の集積・集約化
賃貸借農地の自作地化を促進し、担い手農家への集約化を図ってきた。

３．担い手の育成・確保
近年、農業実習生の受入実績は無い状況であるが、農業後継者の研修機会の確保や営農相談などの支援を
行っている。婚活事業については、新たな取り組みが必要である。
民間農業法人が行っている就農セミナーへの参加やインターンシップに対する支援のあり方について、定住施策
と一体となった取り組みを検討する必要がある。

４．農業経営の体質強化
国の補助事業も活用しながら、生産技術の向上やＩＣＴ農業の導入が図られており、引き続き新しい技術に関する
情報収集に努める。

５．地域営農支援システムの強化
営農支援組織の利活用により分業化・共同化による、コスト低減と労働負担の軽減が図られている。

６．大規模草地育成牧場の運営・整備
指定管理者制度による効率的な管理運営に努めているが、一般財源の持ち出しが増加傾向にあり、利用者負担
のあり方も検討する必要がある。牧場施設の老朽化による再整備と草地更新が課題であり、道営事業などの活
用により財源を確保しながら計画的な整備を検討する必要がある。

７．環境と調和した農畜産物の安定生産
環境保全型農業への取り組みに対し支援を行い、環境負荷の軽減を推進している。
耕畜連携による家畜排せつ物の有効活用を実践するとともに、悪臭防止のための注意喚起を継続する必要があ
る。

８．付加価値向上と販路拡大（産業課）
小規模起業支援事業の活用による新商品の開発や食のイベントによる新メニューの提供が行われている。
スタンプラリー事業は多くの応募があり、食の応援団のお店の知名度向上に効果があるが消費者に飽きられな
いよう新たな企画内容の見直しを検討する必要がある。

９．心豊かに暮らせる農村づくり（産業課）
手作りごはん楽校やふるさと味覚給食などにおいて地場農畜産物を活用し、地産地消・食育を推進してきた。ま
た、グリーンツーリズム推進住民会議と連携し、埼玉県川越市生徒や富山県南砺市児童を対象に農業体験を実
施し、都市住民との交流を推進してきた。



委員会からの
意見等

・豚コレラの防疫に対して、家畜自衛防疫組合へ村から指導体制や協力体制がなされているか。
・以前村外から来た家畜生産者が、充分な家畜伝染病の予防や防疫対策を取らずに生産していた例
があった。
・酪農ヘルパーの人集めに苦慮しているが、村の動きはあるのか。
【回答】
・十勝総合振興局を中心に豚コレラ対策会議を開催しており、生産者と一緒に村の担当者も出席して
いる。
・村として酪農ヘルパーの実態を把握できていないところがあり、取り組めていない。ヘルパー利用組
合と話をしていく必要がある。

今後の取組・
方向性

１．農業生産基盤の整備（施設課・産業課）
次期土地改良事業における客土事業を実施するために、村外や他官庁からの土取場の情報収集を継続して実
施し、土取場の確保に努める。
元気な畑づくり事業については、新たに浸透層設置事業をメニューに盛り込み、圃場の基盤整備を推進していく
とともに随時事業の検証を行っていく。

２．農地の集積・集約化（産業課・農業委員会）
農作業の効率化や経営規模拡大を促進するため、農業委員会を中心に、農地に関する情報収集や各種情報提
供を行い、適正な農地流動化を進める。

３．担い手の育成・確保
関係機関と連携しながら、農業担い手育成センターを相談窓口として、新規就農や農業体験実習希望者の支援
を行う。配偶者対策については、中札内村・中札内村農業の魅力を知っていただけるような企画を検討する。

４．農業経営の体質強化
関係機関と連携し、栽培技術や飼養管理技術の向上を図るとともに、農業ＩＣＴ化による農作業の効率化・省力化
を推進する。

５．地域営農支援システムの強化
営農支援組織の体制強化と利活用の促進とともに、地域担い手総合支援協議会による経営所得安定対策の推
進や地域課題解決のための調査研究などを行う。

６．大規模草地育成牧場の運営・整備
指定管理者のノウハウを活用して適正な牧場管理に努めるとともに、老朽化した施設の計画的な整備を行う。

７．環境と調和した農畜産物の安定生産
地域複合システム循環農業の実践や輪作体系の維持による環境と調和した営農を推進するとともに、完熟堆肥
の使用など悪臭防止対策の啓発を行う。

８．付加価値向上と販路拡大（産業課）（総務課企画財政グループ）
・農業者と多様な事業者が連携して取り組む６次産業化を推進し、「中札内村食の推進パートナー登録制度」を
活用しながら、農畜産物の付加価値向上に取り組む。
・小規模起業支援事業の活用による新商品の開発や食のイベントによる新メニューの提供など推進していく。
９．心豊かに暮らせる農村づくり（産業課・施設課）
中札内村食育・地産地消推進計画に基づき、関係する機関・団体と連携して地域食材の積極的な利用拡大に努
め、地場産食品の消費拡大や健康で豊かな食生活の実現を図る。
農村の魅力を活かした都市住民との交流を一層促進していく。

⑤村民評価（総合行政推進委員会による評価）

④村長評価（村長ヒアリングによる評価）

課題・方向性

○産業グループ
・担い手の育成事業（婚活事業）は、札幌からの参加者がいた場合には、２度目の開催地を札幌市に
し,参加者に負担をかけない工夫が必要。
・村の維持施設としてバイオガスプラントと堆肥化処理施設の両立は難しいことから、機械の更新費用
や建物の耐用年数、村により適しているのはどちらか等総合的に判断できるよう研究する。
・食育事業については、イベントが複数同時期にあり整理が必要。福祉課など関係部署と調整する。
○施設グループ
・事業に効果を発揮するような客土の確保に苦慮していることから、ボーリングして断面図を描いて試
算するなど土地の状況を村として事前に調べていくことが必要。
○企画財政グループ
・ふるさと納税は、貴重な自主財源。ふるさとチョイスのサイトを徹底的に使いこなし最善をつくすこと。
・富裕層向けの高額商品（５万円～）の商品を用意すること。また、毎月届くような定期便を検討するこ
と。
・将来的には、納税者対象の感謝イベントの開催を検討する。



(3)
鳥獣被害対策実施隊による一斉駆除及びチー
ム駆除に取り組みます。

一斉駆除は捕獲効率が通常の駆除と比較して大きく向上するわ
けではなく、隊員同士が複数の銃器を使用することから大きな危
険を伴うとして平成25年度を最後に実施していない。また、クマの
出没時に鳥獣被害対策実施隊が檻罠の設置やパトロール等を
行うこととしているが、平成３０年度は出動機会がなかった。

(4)
電気柵等は農業被害を防止するために有効で
あることから、設置に向けた啓発活動に取り組
みます。

電気柵の設置等の情報提供を行っている。また、シカ捕獲に用い
るくくりわなの効果的な設置法等、他町村での事例について適宜
猟友会への情報提供を行っている。

（住民課住民グループ）

(2)
貸出用箱わなやくくりわなは有効であることか
ら、くくりわな講習会の開催による捕獲技術の向
上に取り組みます。

農業者のわな免許取得者向けに実施していたが、平成25年度を
最後に講習会を開催していない。

(1)
有害鳥獣捕獲対策支援事業補助金を活用した
農業者による狩猟免許取得者の拡大と猟友会
会員の拡大を図るための支援策を継続します。

猟友会員数は平成３０年度（H31.3.1)現在１８名。新規会員の加
入はなく、メンバーが固定している。また、狩猟免許取得者拡大
については、対象が農業者等に限られているため、H３０年度の
補助金の利用者はない。

現状と課題

１．農林業被害の防止対策（住民課住民グループ）
・有害鳥獣による農林業への被害が拡大していることから、鳥獣被害防止計画を策定し、村内関係団体等で構成
する鳥獣被害防止対策協議会を設置して目標捕獲数を定めて駆除を実施している。特にエゾシカによる被害が大
きく、毎年200頭程度を駆除しているが、平成３０年度は狩猟事故による自粛期間があったため例年よりも捕獲数が
減少した。
・捕獲や駆除の主体となる猟友会会員の新規加入者がなく、効果的な対応策の確立が求められている。農業者が
狩猟免許を取る際の費用助成を行っているが成果は見られていない。
・ここ数年、アライグマによる被害が十勝管内でも報告されており、十勝管内アライグマ対策会議を通じて管内市町
村や十勝総合振興局と連携して対応していく必要がある。

②主要な施策・事業の実施状況

後期基本計画の主要な施策・事業 実施状況 公約

基本目標 4 編 活力あふれる産業を育むまち 担当課

①これまでの取組状況を踏まえた現状と課題

政策 1 章 農業の振興
住民課住民グループ

基本施策 2 節 有害鳥獣駆除の推進



③内部評価（役場内部による評価）

⑤村民評価（総合行政推進委員会による評価）

委員会からの
意見等

・アライグマ等の捕獲状況はどうか。
【回答】
・罠は設置しているが捕まらない状況。
・鹿については、協和地区に多く出ており、区と相談しながら電気柵の設置を進めている。

実施状況の
評価と課題

進捗状況 順調　・　概ね順調　・　やや遅れ　・　遅れ

④村長評価（村長ヒアリングによる評価）

課題・方向性

○住民グループ
・アライグマについては、本村でも捕獲実績があり、目撃情報も寄せられていることから力を入れてい
く必要がある。鹿の問題については、栄地区に電牧やカメラを設置するなど取り組みを進めていると
のことなので、産業課と連携して引き続き進めてほしい。

１．農林業被害の防止対策（住民課住民グループ）
・平成30年度においても駆除を実施（ヒグマ３頭、エゾシカ１４５頭、キツネ１７８頭、カラス７５３頭、ハト５１７頭、ア
ライグマ１頭）し、農林業被害の防止に一定の効果をあげていると考えられる。しかし、駆除捕獲の担い手となる
猟友会員が固定化し新規会員が増えていないことから中期的な会員増の対応策が求められている。
・「十勝管内アライグマ対策会議」において十勝振興局、管内市町村、猟友会、帯広畜産大学が連携をし、アライ
グマの捕獲を実施している。当村においてもわなを４基設置し、１頭捕獲した。

今後の取組・
方向性

１．農林業被害の防止対策（住民課住民グループ）
・中期的（５年程度）な猟友会員の会員増に向けて、有害鳥獣捕獲対策支援事業補助金の補助要件を一部緩和
するなど、担い手となる狩猟免許取得者の確保に向けて新たな取り組みを検討していく。
・有害鳥獣等対策協議会の事業として補助金を活用しての罠の整備や捕獲推進を継続していく。
・十勝総合振興局主催の「十勝管内アライグマ対策会議」と連携し、アライグマの増加を抑制するための防除や
捕獲を推進する。
・エキノコックス対策として駆虫薬散布を実施する。



現状と課題

１． 持続的な森林経営の推進
　森林整備計画・森林経営計画に基づき、植栽や下刈、除間伐等森林整備を実施している。また、皆伐や除間伐に
ついては、それぞれ5年間の個別計画を作成し、計画的な施業に努めている。
　平成28年3月から森林経営において一定の水準を満たす森林を認証する「森林認証制度」を取得しており、適切
な施業や労務管理の徹底など、より高い管理水準での森林管理に努めている。
　農耕地に隣接した防風保安林については、枝が広がりづらく折れづらい樹種を選定して植栽しており、農作業に
配慮し、かつ効果が損なわれないように森林整備を推進している。

２． 多面的機能を発揮する森林づくり
　本村の森林面積の大半を占める国有林の環境保全は防災の観点からも重要であるため、国有林担当者が参加
者である森林整備計画実行管理推進チームを活用し、情報共有及び国有林の適切な管理を要請する場としてい
る。
　地球温暖化防止として森林によるＣＯ2削減効果を十分に発揮できるように、皆伐後の植栽の徹底や適期での間
伐の実施なを推進している。
　私有林伐採後の確実な造林を支援するため、植栽や下刈、除間伐の実施に対して助成している。

３． 林業活動の活性化
　森林整備担い手対策推進事業を実施し、村民の森林作業員に就学奨励金の一部を助成している。
　十勝地域担い手確保推進協議会において、林業現場見学会や高校生のインターンシップ事業などを実施し、十
勝地域における担い手の育成に取り組んでいる。

４．親しまれる森林づくり
　村民が森林に親しむ場として「ふれあいの森」と「共栄防風林」の2箇所の保安林内に遊歩道を整備している。ま
た、平成28年10月にNPO法人「日本で最も美しい村」連合へ加盟し、「防風保安林に守られた農村原風景」が貴重
な地域資源として評価されている。

基本目標 4 編 活力あふれる産業を育むまち 担当課

政策 2 章 林業の振興
産業課産業グループ

基本施策 1 節 森林資源の活用

①これまでの取組状況を踏まえた現状と課題

(1)

国有林は、本村の森林面積の大半を占めている
ことから、管理する十勝西部森林管理署と情報
を共有し、山地災害防止、水源の保全及び自然
災害防止のための森林整備を要請します。

森林整備計画実行管理推進チームの会議を開催し、国有林管理
担当者と情報を共有している。

②主要な施策・事業の実施状況

後期基本計画の主要な施策・事業 実施状況 公約

１．持続的な森林経営の推進（産業課産業グループ）

(1)
健全な森林づくりのため、人工林資源の植栽、
保育、除間伐、伐採事業のサイクルによる更新
を推進します。

森林整備計画に基づき、植栽や下刈、間伐等を実施している。
また、十勝森林認証協議会が作成した「森林管理チェックリスト」
を用いて、内部審査を実施している。

(2)
植栽する際は、針葉樹と広葉樹の長所・短所を
生かした適地適樹を重要視し、効果的な森林整
備を推進します。

防風保安林の管理にあたっては、畑際の農作業に配慮し、カラマ
ツではなく、枝が広がりづらく、折れにくいヤチダモを植栽してい
る。

２．多面的機能を発揮する森林づくり（産業課産業グループ）

(2)

村有林でもある防風保安林は、風害から農地や
家屋など村民の財産を守り、美しい農村景観を
構成する重要な要素となっていることから、適正
な森林更新を計画的に推進します。

防風保安林機能と景観的役割を重視し、森林整備計画に基づ
き、植栽や下刈、間伐等を実施している。

(3)
地球温暖化による災害の拡大が今後も予想され
ていることから植栽などの森林整備を推進しま
す。

村有林の伐採後には植栽を実施している。
また、私有林の植栽や下刈、除間伐の経費に対して助成してい
る。



４．親しまれる森林づくり（産業課産業グループ）

３．林業活動の活性化（産業課産業グループ）

(1)
十勝地域担い手確保推進協議会等の関係機関
と連携し、林業を支える森林担い手の育成に取
り組みます。

森林整備担い手推進事業において、村民の森林作業員に就学
奨励金の一部を助成している。
十勝地域担い手確保推進協議会において、林業現場見学会や
高校生のインターンシップ事業などを実施し、十勝地域における
林業における林業担い手の育成に取り組んでいる。

(1)
森林の有する多面的な機能や森林の果たす役
割などへの理解と関心を高めるとともに村民と自
然が触れ合う森林づくりを進めます。

「ふれあいの森」や「共栄防風林」の維持管理に努め、自然観察
や散策に活用されている。
景観まちづくり委員会と連携し、Ｈ３０景観ツアーの中で保安林の
機能の説明や木のコースターづくりなど、森林に関心を持ち親し
んでもらうための取り組みを実施した。



③内部評価（役場内部による評価）

実施状況の
評価と課題

進捗状況 順調　・　概ね順調　・　やや遅れ　・　遅れ

１． 持続的な森林経営の推進
　今後、村有林の多くが主伐期を迎えることになり、計画的な森林の施業はますます重要となっている。
　防風保安林の更新については、森林整備計画の実施基準に基づいて施業を行い、保安林機能を保持するた
めに林帯幅の半分ずつを更新しているが、１回目の伐採後、植栽した林帯が防風効果を発揮するまで残存する
樹木を伐採することが出来ず、時期が空いてしまうため、防風効果の劣化が懸念される。
　山間部の森林施業は作業路網の整備が重要であり、長年使用していないため崩れている作業道の整備が必
要である。
　近年、農耕地に隣接した防風保安林の伐採を希望する農家が増えてきている。今後も農作業への配慮をしな
がら、防風保安林のとしての効果を発揮できるような樹種の選定が必要である。
　
２． 多面的機能を発揮する森林づくり
　引き続き国有林担当者と情報共有を図りながら、国有林の適正な整備を要請していく必要がある。
　地球温暖化防止のためには、持続的かつ効果的な森林づくりに取り組み、計画的な皆伐・間伐の実施及び植
栽の徹底が重要である。
　私有林は、森林所有者の高齢化や後継者不在が課題となっており、今後、適正に維持管理されない森林の増
加が懸念される。
　令和元年度より森林環境譲与税の交付が開始され、森林経営が困難な森林所有者に対する支援(意欲がある
森林経営者への仲介や市町村への管理委託)への用途が示されていることから、村でも森林環境贈与税を活用
し、計画的かつ効果的な支援を行う必要がある。

３． 林業活動の活性化
　全国的に主伐期を迎える森林が増えており、伐採が進んでいくことが予想されるため、担い手対策が重要であ
る。
　また、2020年4月に「北海道立北の森づくり専門学院」が開校し、現地実習の現場として十勝が選定されている
ため、十勝地域担い手確保推進協議会と連携しながら、協力を行っていく必要がある。

４．親しまれる森林づくり
　「ふれあいの森」「共栄防風林」の適正な維持管理を実施するとともに、森林が有する機能や役割に関心を持っ
てもらう取り組みを進める必要がある。

今後の取組・
方向性

１． 持続的な森林経営の推進
　　引き続き、森林整備計画・森林経営計画・各別計画に基づき、計画的な森林施業を実施し、森林認証で定め
られた基準を満たした高い管理水準での維持管理に努める。
　防風保安林の更新については、振興局と連携しながら村の現状にあった更新方法を検討していく。
　作業道については、現況を把握し適切な管理を行いながら必要な場合は振興局と協議を行い、適切な修繕方
法について検討を行う必要がある。
　農耕地に隣接した防風保安林については、農作業に配慮し、かつ効果が損なわれないよう森林整備を推進し
ていく。
　
２． 多面的機能を発揮する森林づくり
　引き続き、森林整備計画実行管理推進チーム等を活用しながら、十勝西部森林管理署と連携し、国有林の適
正な整備を要請していく。
　私有林伐採後の確実な造林を支援するため、引き続き植栽・下刈・除間伐への助成を実施していく。
　森林環境譲与税を活用して森林所有者への調査を行い、適切な管理が必要な森林を把握し、自力で森林経営
が困難な森林所有者に対する支援を行っていく。
　
３． 林業活動の活性化
　引き続き、森林整備担い手対策推進事業を実施していく。
　十勝地域林業担い手確保推進協議会の構成団体と連携し、十勝地域全体で林業担い手の育成・確保を推進
する。
　
４．親しまれる森林づくり
　「ふれあいの森」「共栄防風林」の整備を実施していくとともに、村民が木に触れ合い、森林の機能や役割への
理解と関心を高めることができる場の提供に努める。



委員会から
の意見等

・意見なし。

⑤村民評価（総合行政推進委員会による評価）

④村長評価（村長ヒアリングによる評価）

課題・方向性

○産業グループ
・林道整備については、冬季に調査し、施工を検討する。
・林道の橋梁点検については、施設課で５年に一度行っている橋梁点検に合わせて実施できないか
検討する。



商工会活動の活性化と組織の体制強化を促進し
ます。

商工会に対し経営改善普及事業の補助金を交付し、小規模企業
指導事業及び商工業の振興と経営の安定化に向けた取組みを
行った。

(4)

商工会、金融機関と連携し、村の利子補給等の制度や北海道の
融資制度等を活用した支援体制を整えている。

２．地域商工業の活性化（産業課産業グループ）

(2)
商工会と連携し、魅力ある商業活動と効果的事
業を促進することで、商工業の活性化に努めま
す。

経営改善普及事業及び販売促進事業の補助金を交付し、小規模
企業指導事業及び商工業の振興と経営の安定や活性化に向け
た取組みを行っている。

(3)
村の制度資金の活用による経営基盤の強化を
促進します。

中小企業者事業資金及び中小企業振興資金の利子補給制度や
中小企業振興資金融資制度を活用し、中小企業の育成振興並び
に経営の合理化促進を図っている。

(1)

政策 3 章

①これまでの取組状況を踏まえた現状と課題

商工業の振興 産業課産業グループ
総務課企画財政グループ基本施策 1 節 活気あふれる商工業の振興

基本目標 4 編 活力あふれる産業を育むまち 担当課

現状と課題

１．経営体質の強化（産業課）
・商工会による経営発達支援計画に基づき、地域の経済動向調査や小規模事業者の経営状況分析、伴走型の経営
指導・助言、販路開拓に向けた技術やノウハウ取得など国等の補助金を活用した支援を行ってきているが、今後も
経営体質強化や商品開発、販路拡大等を側面的に支えていく必要がある。

２．地域商工業の育成（産業課）
・商工会、金融機関と連携し、体制強化及び経営基盤強化の取り組みを行ってきているが、消費者を呼び込むため
の魅力的な活動・新規事業の開発、地場資源の有効活用、道の駅との連携などあらゆる手段を効果的に活用し、商
店街の環境整備や魅力ある商業活動の継続が必要である。

３．まちなかのにぎわいづくり（産業課）
・まちなかにぎわいづくり事業補助金による支援やプレミアム商品券事業の実施による村内消費の活性化及び消費
購買力の流出抑制等を行ってきているが、中心市街地の活性化に限らずまちづくりの視点で課題や特性を捉え、人
材育成機会の創出や新規企業者への支援、コミュニティの場づくりなど実現可能な取組みを段階的に進めていく必
要がある。
４．企業立地の促進(企画財政グループ）
・企業立地法に基づく国の支援を行うため、十勝地域産業活性化協議会を設置し、十勝全体でＰＲ活動を行ってきた
が、企業立地促進法が、地域未来投資促進法へ改正されたことで十勝地域産業活性化協議会の法定協議会として
の役割を終えた。
　相談等は随時対応しており、平成２８年度には、ホームセンターの新規出店につなげることができた。他にも過去に
進出した企業の事業拡大や工場増設が行われている。工業団地ではなく景観面で条件の良い土地を希望するケー
スが増えているため、用地確保が課題である。

新商品開発を奨励し、地域と一体となった商業活
動を促進します。

商工会において、伴走型の経営指導・助言、販路開拓に向けた技
術や知識・経験の取得の支援を行っている。

②主要な施策・事業の実施状況

後期基本計画の主要な施策・事業 実施状況 公約

１．経営体質の強化（産業課産業グループ）

(1)
情勢の変化に対応できる企業・事業者の体質強
化を促進します。

有利な融資制度などを活用した支援を行っているほか、商工会で
は経営発達支援計画による地域の経済動向調査や小規模事業
者の経営状況分析、事業者に寄り添った伴走型の経営指導・助
言、販路開拓に向けた技術や知識・経験の取得の支援を行って
いる。

(2)
村の融資制度などの利用促進を図るとともに、
国・道の制度活用を推進します。



(4)
まちづくり計画との整合を図り、進出企業の適地
への誘導を行います。

相談時には各種制度について情報提供し、適地への誘導を行っ
ている。

(3)
自然環境・農村景観に配慮した立地を促進しま
す。

豊かな自然と未来につなぐふるさと景観条例に基づき、景観形成
に配慮するよう促している。

(3)
民間事業所の新規出店等を支援することで、中
心市街地等の活性化に努め、民間事業所と連携
したまちなかにぎわいづくりを推進します。

空き店舗改修事業補助金の見直しを行い、利用者が活用しやす
い内容として、H30年度から「まちなかにぎわいづくり事業補助金」
の運用を開始した。（対象事業：新規店舗整備、空き店舗改修、既
存店舗改修、賃貸店舗家賃助成）

(2)
施設や環境整備を支援し、優遇制度の活用を奨
励します。

相談時には各種制度について情報提供を行っている。

(4)
地場資源の付加価値向上と地域産業との連携に
より、地場産品のブランド化を推進します。（公約
２－９）

農協では枝豆をはじめとする地場資源のブランド化や加工品等の
新商品開発が進められているほか、村においても粋匠品や食の
応援団の店登録制度による地場産品の付加価値向上と利用促
進、ふるさと納税返戻品による地場産品のＰＲを行った。

２－９

４．企業立地の促進（総務課企画財政グループ）

(1)
進出企業などの活性化及び雇用環境の整備、従
業員の定住化を促進します。

企業立地促進条例（雇用促進奨励金）の交付はなかったが、分譲
地情報の提供は随時行っている。

３．まちなか”にぎわい”づくり（産業課産業グループ）

(2)
観光客の中心市街地への誘導や道の駅をはじ
めとした地域資源との連携に努めます。（公約２
－１）

プレミアム付き商品券事業や食の応援団の店でスタンプラリーを
実施し村内消費の活性化、消費購買力の流出抑制を行った。

２－１

(1)

「魅力ある商業空間」、「地域のコミュニティの
場」、「まちなかのにぎわい」づくりなどの視点で、
横断的で多様な交流が可能なまちなかにぎわい
づくりを推進します。（公約２－１）

まちなかにぎわいづくり事業補助金による支援やスタンプカード・
共通利用券などの連携事業を行い、商店が一体となり消費者意
識を商店街へ誘導する取組みを行った。

２－１



今後の取組・
方向性

１．経営体質の強化（産業課）
・支援制度のＰＲや融資枠の拡大、中小企業の労働生産性の伸び悩みと設備投資の後押しする新制度の活用を
推進するとともに、企業・事業者と課題等を共有し、商工会と連携して経営体質強化への取組みを行っていく。
また、中小企業の円滑な事業承継についても商工会と連携し、支援に向けた連携等を行う。

２．地域商工業の育成（産業課）
・商工会と連携し体制強化及び経営基盤強化の取り組みを行うとともに、消費者を呼び込むための魅力的な活
動・新規事業の開発、地場資源の有効活用、道の駅との連携などあらゆる手段を効果的に活用し、まちなかにぎ
わいづくり補助金を活用した商店街の環境整備や魅力ある商業活動を行う。

３．まちなかにぎわいづくり（産業課）
・魅力ある商業に向けた店舗等整備については、民間活力を活用してまちなかにぎわいづくりを推進していくが、
まちながにぎわいづくり委員会で提言があった村民の憩いの場の創出のため、庁舎跡地及び改善センターを活
用した整備方針の策定を行う。

４．企業立地の促進（総務課企画財政グループ）
・各課との連携によりスムーズな相談対応を行い、立地につなげていく。

⑤村民評価（総合行政推進委員会による評価）

１．経営体質の強化（産業課）
・商工会、金融機関と連携し、経営及び融資支援の取り組みを行ってきているが、多様化している消費者ニーズに
合わせた経営強化対策や後継者対策が必要である。

２．地域商工業の育成（産業課）
・商工会、金融機関と連携し、体制強化及び経営基盤強化の取り組みを行ってきているが、消費者を呼び込むた
めの魅力的な活動・新規事業の開発、地場資源の有効活用、道の駅との連携などあらゆる手段を効果的に活用
し、商店街の環境整備や魅力ある商業活動の継続が必要である。

３．まちなかにぎわいづくり（産業課）
・プレミアム付商品券事業、クーポン券事業、スタンプラリーや弁当市等を行ってきているが、道の駅、ＪＡ物産所と
の連携等あらゆる手段を効果的に活用していくことが必要である。
・まちなかにぎわいの向上のため、H30年度から運用を開始している「まちなかにぎわいづくり事業補助金」の活用
について広くＰＲする必要がある。
・まちながにぎわいづくり委員会で提言があった村民の憩いの場の創出のため、庁舎跡地及び改善センターを活
用した整備方針の検討を進める必要がある。

４．企業立地の促進（総務課企画財政グループ）
・企業立地促進法の改正に対応した計画策定を行うなど、迅速に対応できるよう努めている。

実施状況の
評価と課題

進捗状況 順調　・　概ね順調　・　やや遅れ　・　遅れ

委員会からの
意見等

・プレミアム商品券の販売日が年金支給月ではなかったため、購入できないという話を聞いた。販売
日を考慮できないか。
【回答】
・プレミアム商品券は商工会が販売しているが、今回は消費税増税に合わせての販売が目的だった。
今後は検討する。

④村長評価（村長ヒアリングによる評価）

課題・方向性

○産業グループ
・プレミアム付商品事業は、福祉目的になりがちだが消費喚起につながるようにしていくことが重要。
キャッシュレス決済については、今後を見据えてインバウンドや新たな観光客の獲得に向けて、導入
を促していかなければならない。道の駅の店舗だけではなく、村全体として導入を検討していくべき。
・まちなかにぎわいづくり事業補助金は、定住が条件となっているが産業振興と定住が必ずセットでな
ければならないか今一度検討する。

③内部評価（役場内部による評価）



①これまでの取組状況を踏まえた現状と課題

現状と課題

(2)

札内川園地については、利用者ニーズや状況変
化を踏まえたうえで、観光資源としての札内川園
地の位置づけを明確にし、基盤整備に努めま
す。（公約２－３）

H28台風の影響により利用者の安全対策のため防護フェンスを
設置した。地域おこし協力隊を採用し、札内川園地の魅力向上に
向けた検討を行った。

２－３

２．観光基盤の整備（産業課産業グループ）

(1)

道の駅なかさつないは、観光情報発信機能の充
実や観光客が気軽に立ち寄る憩いの場を創設
するなど村の魅力発信の拠点としてソフト面、
ハード面の機能充実を図ります。（公約２－２）

開発と連携し、防災拠点化及び子育て支援整備の検討を実施し
た。
チャレンジショップを開催し、道の駅での新たな出店者の創出に
向けた取り組みを実施した。

２－２

１．観光資源の活用（産業課産業グループ）

(1)
自然環境を生かし農業、食、民間観光施設等と
連携することで、旅・観光の多様化に対応可能
な受入れ体制づくりを推進します。

農業、食、民間観光関連施設と連携した取組みとして、民間企業
と共同により村内観光施設や工場見学、収穫作業見学などを盛
り込んだ村独自のバスツアーを実施した。

１．観光資源の活用（産業課）
・村の強みである農業や食を活かした取り組みを進めるとともに、民間観光関連施設と連携した取り組みを進める
必要がある。
・花づくりについては、これまでどおりの村内での供給体制の維持が難しくなってきており、育苗・芽出しの外注や植
栽及び管理方法について見直しを検討する必要がある。

２．観光基盤の整備（産業課）
・札内川園地の被災復旧や道の駅を拠点とする観光基盤整備を行ってきているが、各施設の特性を生かした観光
基盤整備を進める必要がある。

３．観光客の受入れ体制づくり（産業課）
・活動の母体となる環境開の体制強化等を行ってきているが、民間の観光施設と連携した各種イベント等の開催や
新たな広域観光ルートの造成、海外観光客の受け入れのための環境整備などが必要である。

②主要な施策・事業の実施状況

後期基本計画の主要な施策・事業 実施状況 公約

政策 4 章 観光の振興
産業課産業グループ

基本施策 1 節 資源を生かした観光の振興

基本目標 4 編 活力あふれる産業を育むまち 担当課

(3)
民間観光施設と連携し、各種文化・芸術事業等
を開催することで交流人口の増加を図ります。

六花の森での花咲くコンサートの開催や教育委員会との連携に
よるおんぷのコンサートを実施した。
また、絵画展示のイベント等を開催し、交流人口の増加を図っ
た。

(2)
継続可能な花づくり体制を構築することで地域
資源である「花のむら」を継続させ、美しい景観
づくりを推進します。

メインストリートの植栽、道の駅花壇、ピータントピアリー製作の
ほか、寄せ植え・ハンギングバスケット講習会の開催、道の駅
ガーデン事業を実施した。



実施状況の
評価と課題

進捗状況 順調　・　概ね順調　・　やや遅れ　・　遅れ

③内部評価（役場内部による評価）

１．観光資源の活用（産業課）
・引き続き自然環境や地域資源及び地理的条件を活かし、民間観光施設等と連携した取組みを行う
必要がある。
・花づくりについては、様々な方が参加できるような取り組みを検討する必要がある。

２．観光基盤の整備（産業課）
・道の駅については、観光協会のより効果的な活動のため、事務所の配置やカントリープラザ調理室
の今後の活用について具体的な検討を進める必要がある。
・札内川園地については、地域おこし協力隊を活用し園地の自然とアウトドアを核とした事業展開に
向けた整備を進める必要がある。

３．観光客の受入れ体制づくり（産業課）
・観光協会事務所を道の駅移転や専任職員の配置を行い、新しい取り組みや観光情報発信機能の
強化及び体制強化が図られているが、道外や外国人観光客など様々な観光客の誘致を行うため、更
なるマーケティング力や企画立案能力などの充実・強化が必要である。

今後の取組・
方向性

１．観光資源の活用（産業課）
・引き続き自然環境や地域資源及び地理的条件を活かし、民間観光施設等と連携した取組みを行う。
・花づくりについては、高等養護学校や更別農業高校による花苗の供給に向けて協議を進め、供給だ
けでなく花づくりに参加できような取り組みを検討する。

２．観光基盤の整備（産業課）
・道の駅の今後の整備については、事務所の配置やカントリープラザ調理室の今後の活用について、
改善センターの跡地利用など、村内の他の課題も考慮し、幅広い視点で検討を進める。また、防災機
能や利便性の向上のためwi-fi環境の整備や国が進める道の駅の子育て応援施策への対応を検討
する。
・札内川園地については、日高山脈襟裳国定公園の国立化に向けた動向を注視するとともに、地域
おこし協力隊を活用し、アウトドアを核とした事業展開を行い魅力向上を図る。

３．観光客の受入れ体制づくり（産業課）
道外観光客や外国人観光客など様々な観光客の誘致に対応するため、地域おこし協力隊の活用や
観光協会のマーケティング力や企画立案能力などの充実・強化を促進する。

高速道路網の充実に伴う道央圏域からの集客
やとかち帯広空港に近いという地理的条件を活
かした首都圏や道外からの観光客誘致のため、
南十勝の関係自治体や関係機関、民間施設等
との連携・強化に努め、新たな広域観光ルート
の構築やＰＲ、外国人観光客の受入れなど新た
な観光客増加に取り組みます。（公約２－１０）

南十勝広域連携事業を活用して南十勝のパンフレットを作成した
ほか、ポールスター札幌において南十勝の物産販売を実施した。
また、日高東部・十勝南部広域観光振興事業による台湾人を対
象とした冬季観光モニターツアーを実施した。

２－１０(3)

(1)

観光振興活動の母体となる観光協会について
は、体制の強化を図るとともに、観光情報発信
拠点の中核として、村の魅力的な観光資源を効
果的に発信し、特色ある観光振興に取り組みま
す。

(2)
民間の観光施設や地域産業との連携により、観
光客のニーズへ柔軟に対応できる受入れ体制
づくりを推進します。

十勝バスの定期観光バスによる日帰りバスパックが実施された。
コープ札幌による日帰りバスツアーについては、北海道胆振東部
地震のため中止となった。

３．観光客の受入れ体制づくり（産業課産業グループ）

道の駅インフォメーションにおいて、観光情報を収集し、おもてな
しの観光案内に努めている。



委員会からの
意見等

・村のインバウンド観光の人数はどの程度か。
・小麦畑に中国人の親子が勝手に侵入していたことがあり、観光客が増えると同様の事例が懸念さ
れる。種いもを生産しており、病気を持ち込まれると大変なことになる。日本語表記の看板は設置して
いるが、外国人用も必要と考える。多言語のパンフなどで注意喚起してはどうか。
・国の子育て応援施策とはなにか。
・地域おこし協力隊の今後の採用予定は。
【回答】
・道の駅インフォメーションにおいて外国人をカウントしており、平成29年度は460人、平成30年度
4,199人と増加傾向にある。
・ホームページなどで注意喚起しているが、外国語表記は無く、種子馬鈴薯協議会でも話題になって
いることから、対策を検討する。
・国の子育て応援施策は、道の駅に授乳室や身障者用駐車場に屋根を整備するものである。
・地域おこし協力隊は、３年の任期期限があり、任期終了後に地域で起業していただく目的があり、村
としても自立していく要素があれば採用も考えていく。

④村長評価（村長ヒアリングによる評価）

課題・方向性

○産業グループ
・カバードウォークと授乳室をＲ３年度までに整備し、重点「道の駅」となることで地方創生等の補助採
択を受けやすくはなるが、景観面・利便性を十分配慮した施設設計となるよう国と調整することが必
要。

⑤村民評価（総合行政推進委員会による評価）



(3)
村内に点在する遊休地等は、利活用に努めると
ともに、将来的に活用が見込めない土地につい
ては売却などの処分を検討します。

個人住宅として、ヴィレッジときわ野を分譲していたが、平成30年
度に第１次～第３次は完売となり、現在は第4次の分譲が進んで
いる。

後期基本計画の主要な施策・事業 実施状況 公約

１．総合的、計画的な土地利用の推進（総務課企画財政グループ、総務課総務グループ）

(2)
人口・世帯数の動向、少子高齢化の進展等を踏
まえ、必要な用地の確保、用途区分に基づく計
画的な土地利用の誘導に努めます。

土地利用計画に基づき各事業を実施するよう留意している。

(1)
自然との共生を基本とした計画的な土地利用を
推進するため、必要に応じ土地利用計画の見直
しを行います。

平成２７年３月に土地利用計画の見直しを行い、必要に応じ見直
すこととしている。

基本目標 5 編 自然豊かで快適に暮らせるまち 担当課

①これまでの取組状況を踏まえた現状と課題

政策 1 章 総合的な土地利用の推進
総務課企画財政グループ
総務課総務グループ基本施策 1 節 総合的な土地利用の推進

現状と課題

　中札内村土地利用計画に基づき、自然環境と美しい景観に配慮した計画的な土地利用の促進と誘導を行ってい
るが、近年は宅地分譲や民間賃貸住宅の建設が進み、優良な住宅地の整備が求められる一方で、空き家や空き
地も見られるようになってきている。
　空き家や遊休地は、適切に有効活用や処分を行うとともに、次の分譲地の確保についても早急に検討を進める必
要がある。

②主要な施策・事業の実施状況



委員会からの
意見等

・意見なし。

③内部評価（役場内部による評価）

実施状況の
評価と課題

進捗状況 順調　・　概ね順調　・　やや遅れ　・　遅れ

・Ｈ２５から分譲地の売買を開始し、ノースヴィレッジ興農など完売となっており、現在は、ヴィレッジと
きわ野（第４次）の分譲が進んでいる。
・分譲地の造成には２年程度必要になるため、今後、次期分譲地に向けた検討が必要である。

今後の取組・
方向性

・分譲地のＰＲについては、移住情報の発信と合わせて効果的なＰＲを行う。
・未利用村有地については、土地利用計画との整合を図りながら利活用や売却を行う。

⑤村民評価（総合行政推進委員会による評価）

④村長評価（村長ヒアリングによる評価）

課題・方向性

○総務グループ
・ときわ野分譲地の残数が８区画となっていることから、分譲候補地について検討する。
・市街地の未利用村有地については、リストアップすることが必要。
・今後庁内会議で検討する必要がある。



基本目標 5 編 自然豊かで快適に暮らせるまち 担当課

政策 2 章 安心して暮らせる生活基盤
総務課企画財政グループ
施設課施設グループ基本施策 1 節 道路、交通環境の整備

①これまでの取組状況を踏まえた現状と課題

現状と課題

１. 道路の整備
（１）（２）国道、道道
（現状）
　本村は、幹線道路の国道２３６号線、道道では主要道道清水大樹線ほか５路線が整備され広域的な道路網が整
備されています。
　また、高規格道路帯広広尾自動車道が、大樹町まで開通し、物流速度の向上と交通量の増加が見られます。
　道道は、通行性や安全性確保の観点から、路面補修や草刈りなどの維持管理について要請を行っていますが、
全路線の適期補修、維持管理には至っていない状況です。
　また、上札内橋について、車道幅が狭く、歩道がないことによる事故の危険性などから、橋梁架替えの要請を行っ
ていますが、着手には至っていない状況です。

（課題）
　近年の広域的な道路網の整備に伴い、交通量の増加及び通行目的の多様化が進むなか、自然景観に配慮した
安全施設の設置や維持管理などを引き続き要請していく必要があります。
　一般道道静内中札内線の未供用区間については、経年劣化に伴う安全対策と適正な維持管理を今後も引き続き
要請していく必要があります。

（３）村道
（現状）
　村道の整備状況は、平成２８年４月１日現在１５９路線、約３２４㎞で、改良率６３．８％、舗装率５８．４％となってい
ます。舗装率については、簡易舗装（防塵舗装：１層舗装）と標準舗装（２層舗装）の合計値となっています。
　村内の主要幹線道路は、路盤改良を含めた舗装整備がほぼ完了していますが、近年の交通車両の大型化、道
路の老朽化に伴い損傷が顕著となっている路線が多く見られます。
　現在、村内６８の橋については、点検結果を踏まえ、橋梁長寿命化計画に基づき、優先度並びに緊急度の高い橋
梁から補修整備を行ってきました。
　また、農村部砂利道の草刈り、路面整正などについては、１１組織と協定を締結し、国の多面的機能支払交付金
事業により、地域住民の協力のもと農村環境の維持、保全を行っています。

（課題）
　高規格道路中札内ＩＣの開通から約９年が経過し、物流経路が大きく変化した中で、村道への交通量も従来から
大きく増加しています。
　この様な状況下で、幹線道路、支線道路を含め経年劣化による損傷個所が多数見受けられるようになり、通行の
安全性からも継続的な再整備及び維持補修が大きな課題となっています。
　このことから、再整備を推進するにあたって、従来から行っていた整備水準、改修工法を見直し、重点的かつ加速
的に進める必要があります。
　また、軽微な維持補修についても、村道整備基本方針に基づき計画的に補修を行っていく必要があります。

２．冬期交通の確保
（現状）
　冬期間の生活路線確保のため、除排雪業務を平成１８年度から道路維持業務と併せて一括委託してきました。
　このことで、作業体制の構築が図られ除排雪作業の指示系統が明確になり、迅速かつ的確な作業を進めてきまし
た。
　また、農村部では、多面的機能支払交付金事業を活用し春先の融雪剤散布等に必要な非除雪区間の除雪作業
を、活動組織が主体となって行っています。

（課題）
　除排雪作業を受注する共同企業体では、作業車両の運転手の高齢化や経験不足による作業効率の低下が危惧
されています。
　また、近年の異常気象による降雪量の増加及び雪質の変化等から、除排雪作業の遅延が課題となっていること
から、適正な出動判断を行う必要があります。



(2)

道道
ア　主要道道静内・中札内線の未供用区間の維
持管理や安全対策など、適切な対応を要請しま
す。
イ　一般道道上札内・帯広線上札内橋架替整備
の早期着工を要請します。
ウ　地域環境や周辺景観に配慮した適切な道路
維持管理を要請します。
エ　通行性や安全性確保のため、舗装面の補修
及び再整備を要請します。

静内・中札内線については、村の静内線対策会議と議会の合同
調査で現地確認を行ったほか、北海道や政党に対して、静内・中
札内線の維持管理、上札内橋架替整備、戸蔦大橋の洗掘防止
のための河川整備など継続して要望を行った。
また、景観の視点から適切な時期の草刈実施を要請したほか、
安全性確保のための補修については、随時要請を行った。

(3)

村道
ア　主要幹線道路の通行性や安全性を確保する
ため、舗装面の補修・再整備を行います。

イ　村道整備基本方針に沿った未舗装道路及び
防塵処理舗装道路の補修・再整備を行い道路
交通の円滑化に努めます。

ウ　橋梁長寿命化計画に基づき、安心・安全な
交通体系の確保のため橋梁の補修整備を推進
します。

エ　障がいのある人や生活環境を考慮した安全
施設、並びに周辺景観に配慮した道路整備に努
め、安全で美しい道路づくりを推進します。

オ　多面的機能支払交付金対策による、地域住
民の協力体制の確立を図り、環境に配慮した維
持管理を推進します。

ア　交通量が増加している主要幹線道路の路面状況を把握する
ため、舗装状況調査を発注し、調査結果を基に舗装個別施設計
画を策定した。また、軽微の破損個所についても、現地確認を基
に道路維持委託の中で計画的に補修を行った。

イ　未舗装及び防塵処理道路については、優先度の検討基礎と
なる路面状況等の調査を行った。

ウ　橋梁長寿命化計画に基づき、優先度並びに緊急度の高い中
島新橋の継続補修を行った。

エ　今後の歩道不陸再整備に向け、工法等の検討基礎となる現
地調査を行った。

オ　多面的機能活動組織の年間活動に、地域内の未整備路線に
おける草刈り、不陸整正、砂利散布等の維持管理等の要請を
行った。

２．冬期交通の確保（施設課）

(1)
冬季間の生活路線を確保し除雪サービスの充
実を図るため、住民に優しい除雪方法の検証を
行います。（公約１－５）

・除雪業務を受託している村共同企業体と協力し、除雪作業安全
大会を開催するなど、冬期間の生活及び緊急路線の確保に向け
た連絡体制の強化を行った。
・共同企業体と協力し連絡体制の一環として、官貸車４台にＧＰＳ
システムを試験的に導入し、車両位置の把握行った。
・委託企業体各構成員に除雪体制の実態調査行い、現状と課題
の洗い出しを行った。通常除雪作業において、路線の増加、駐車
場の増加に伴う不足車両確保の検証を行った。　《不足車両：歩
道用小型ロータリー１台、路線・駐車場用ショベル１台。更新を迎
えている車両：歩道用小型ロータリー１台、除雪専用車１台。》
・福祉課と連携し、生活支援者の軒数把握を行った。

１－５

国道
ア　地域環境や周辺景観に配慮した道路安全施
設の整備を要請します。
イ　夏期法面草刈り及び冬期除雪等の維持管理
体制の充実を要請します。

高規格幹線道路帯広・広尾自動車道建設促進期成会や十勝圏
活性化推進期成会による地域の総意として、広尾までの早期完
成を要望した。また、景観の視点から適切な時期の草刈実施を
要請したほか、安全性確保のための補修については、随時要請
を行った。

②主要な施策・事業の実施状況

後期基本計画の主要な施策・事業 実施状況 公約

１．道路の整備（総務課企画財政グループ、施設課施設グループ）

(1)



今後の取組・
方向性

１．道路の整備
　国道、道道の整備や維持管理については、引き続き要望を行うほか、新たな課題がないか確認の上、必要に
応じ要望を行う。
　また、景観に配慮した道路の維持管理についても要請していく。

　村道については、村道整備基本方針、及び舗装個別施設計画を基に、主要幹線道路のほか生活路線につい
ても、工事及び維持補修の両面から効率的な補修方法を検討する。

２．冬期交通の確保
　冬期間の生活路線確保並びに住民に優しい除雪方法の検証と併せて、試験導入した車両位置特定システム
の更なる活用方法（夏場の災害パトロール等）について検証を行う。
　宅地分譲地造成による除雪路線増や公共施設駐車場の増に伴う現状除雪体制の見直しを含め、除排雪共同
企業体と引き続き除雪作業の効率化・必要人員・必要機械等の検証を行う。
　高齢者宅及び除雪困難者宅の福祉サイドでの対応拡大が可能か、地域での助け合いが可能か、安全対策を
含め福祉課と協議し検討する。なお、いずれも人員確保及び除雪機械の確保などの課題は多く、実施には検討
実施期間が必要である。

⑤村民評価（総合行政推進委員会による評価）

実施状況の
評価と課題

進捗状況 順調　・　概ね順調　・　やや遅れ　・　遅れ

１．道路の整備
　国道、道道の整備や維持管理については継続要望を行っており、引き続き要望を行う必要がある。
　また、景観に配慮した道路の維持管理についても要請していく。
　村道については、主要幹線村道の舗装面状況を数値的に表し、補修路線及び対策工法を示した「舗装個別施
設計画」を策定した。
　主要幹線道路を除くその他舗装道路や市街地周辺の生活道路についても、早期の路面状況調査や舗装個別
施設計画策定を行い、村内全体を包括的に検討する必要がある。

２．冬期交通の確保
　共同企業体との連絡強化の一環として、リアルタイムで車両位置が特定できるシステムを試験導入した。夏場
の災害パトロール等での利用も有効であると思われる。
　今後の除雪体制強化に向け実態把握を実施したものを参考に、除雪車両の増強及び更新車両が必要であ
る。
　生活支援者が、多くの世帯がある状況を把握した。福祉課と協議しながら取り組む必要がある。、安全対策、
人員の確保、作業機械の確保など課題が多く検討期間が必要である。

委員会からの
意見等

・意見なし。

④村長評価（村長ヒアリングによる評価）

課題・方向性

○施設グループ
・村内業者の高齢化や後継者問題があり、除排雪共同企業体の維持が困難となることが予想され
る。人員や機械の確保が課題である。公園管理を含めた年間委託や、降雪が少なく出動機会の少な
い場合の保障などを検討する。
・舗装個別施設計画は、令和３年度まで交付税措置の対象となっている。令和４年以降は未定だが継
続されると思われ、生活道路の改修や未舗装箇所が課題として残っている。
・新庁舎周辺の舗装整備を令和３年度に実施予定だが、インターロッキング、カラー舗装、通常舗装と
検討していく必要がある。村内全体の将来的な方向性に合わせて検討していく必要がある。

③内部評価（役場内部による評価）



・関係自治体とバス事業者で広尾線バス輸送対策協議会を設置
し、定期的に協議している。次年度については、利用者アンケー
トを実施する方向で検討中。

現状と課題

１．交通機関の確保
・公共交通機関として十勝バス広尾線が運行されているが、利用率は伸び悩んでいるのが現状である。国と北海道
の補助金では賄いきれず沿線自治体の負担は年々大きくなっている。運行にあたっては、関係自治体とバス事業
者で広尾線バス輸送対策協議会を設置し、負担のあり方や利用者増に向けた協議を行っているが、結果が伴って
いない。
・村内の生活交通は、交通弱者を支えることを目的に平成２８年度からコミュニティバスの運行を開始した。なお、コ
ミュニティバス運行開始に伴い、中札内・上札内市街間の乗合バス、農村部を運行していた福祉バスをコミュニティ
バスに統合し、市街地循環と農村部線を一体化した運行を行っている。
　利用者の声を聞き取り、より利用しやすい運行をしていくためにもルートの見直しだけでなく、将来的には福祉移
送サービスとの連携や循環型ではない運行体制も検討していく必要がある。
　
　
２．情報基盤の整備
・スマホなどの携帯端末の普及や、スマート農業などＩＣＴを活用した新たな取り組みの推進のため、高速情報通信
基盤の整備が求められている。
・中札内市街地については既にＮＴＴ光回線サービスが利用可能で、少しずつその範囲は拡大しており、農村部に
ついても２０１９年４月から一部地域を除きサービス利用開始の通知があった。
・２０２３年１月のＡＤＳＬサービス提供終了（フレッツ光未提供エリア除く）を見越して、今まで以上に通信事業者等へ
働きかけを行っていかなければならない。
・国は５Ｇを活用した様々なサービスを地方から推し進めることを方針としており、自治体に対する補助事業など、
今後もその動向に注目する必要がある。

・利用者に戸別訪問・聞き取りを実施し、利便性向上のため運行
ルートの大幅な見直しを行った。また、老人クラブでの説明会や
花咲くコンサート等イベントでの臨時運行を３回実施した。

１－４

２．情報基盤の整備

政策 2 章 安心して暮らせる生活基盤
総務課企画財政グループ

基本施策 2 節 交通機関と情報基盤の整備

基本目標 5 編 自然豊かで快適に暮らせるまち 担当課

(2)

くるくる号は、利用者ニーズに応じた運行ルート・
ダイヤの見直しを行うとともに、利用促進に向け
た説明会や体験試乗などの取り組みを進めま
す。（公約１－４）

①これまでの取組状況を踏まえた現状と課題

(1)
通信事業者等によるサービス提供を基本に、農
村部の高速回線の整備を促進します。

・通信事業者（ＮＴＴ東日本）に対して農村部の整備を要請した。

②主要な施策・事業の実施状況

後期基本計画の主要な施策・事業 実施状況 公約

１．交通機関の確保（総務課企画財政グループ）

(1)
十勝バス広尾線の維持のため、沿線自治体や
バス事業者と連携し、利用促進や効率的・効果
的な運行に取り組みます。



⑤村民評価（総合行政推進委員会による評価）

○企画財政グループ
・ＮＴＴに今後の光回線エリアの拡大予定について確認する。
・更別村区域に在住する村民の光対応についてNTTに確認する。

委員会からの
意見等

・農村地区に若い人が住むにあたって、光回線の整備は必要なことだと思う。
【回答】
・上札内交換局のエリアが未提供となっており、引き続き要望していく。数年後ＡＤＳＬサービスが終了
になるため、順次切り替わっていくと思われる。

③内部評価（役場内部による評価）

実施状況の
評価と課題

進捗状況 順調　・　概ね順調　・　やや遅れ　・　遅れ

１．交通機関の確保
・関係自治体とバス事業者で広尾線バス輸送対策協議会を設置し、定期的に協議しているが、利用
者増につながっていない。
・コミュニティバスの利用については、市街地・農村部ともに利用率が向上していることから一定のＰＲ
効果が見て取れる。
　
２．情報基盤の整備
・ＮＴＴ光回線の場合、農村部では採算が合わない可能性が高く、エリアの拡大は難しい状況であった
が、２０１９年３月よりサービスエリア拡大のプレスリリースがあった。しかしながら、拡大範囲が全域で
はないため引き続き要請していく。

今後の取組・
方向性

１．交通機関の確保
・広尾線バス輸送対策協議会の中で協議してきたが、利用者増につながっていないのが現状である。沿線自治
体意の負担も膨らむ一方であることから、減便も含め検討していかなければならない。
　今後は、利用者アンケートを実施し、利便性向上のヒントを探ることや、十勝バスや十勝総合振興局と連携し十
勝バスの普及啓発活動も推進していく。
・コミュニティバスの利用率は向上していきているが、特に農村部については固定客が大半である。子育て世代
など未利用者への向け啓発活動を継続していく必要がある。
　利用者層が重複している福祉移送サービスとの連携を図るため、平成３１年度時刻表に移送サービスについ
て記載した。今後も連携に向けて検討していく必要がある。

２．情報基盤の整備
・ＮＴＴ光回線の地域拡大を要請するとともに、地域ＢＷＡ（地域広帯域移動無線：役場を拠点にして各地に無線
の基地局を設置するため、価格を抑えた高速情報通信基盤の整備が可能）についても検討していく。

④村長評価（村長ヒアリングによる評価）

課題・方向性



(1)
定住促進及び快適な住環境向上のため、合併
処理浄化槽の設置を支援します。

　平成３０年度は３件の補助を行った。
　「浄化槽維持管理協議会」で一括して維持管理費の徴収・支払
を行い、適正な維持管理の推進と啓発を行った。

①これまでの取組状況を踏まえた現状と課題

３．合併処理浄化槽事業の推進（施設課施設グループ）

②主要な施策・事業の実施状況

後期基本計画の主要な施策・事業 実施状況 公約

１．水道施設の中期的な更新計画策定（施設課施設グループ）

(1)

持続可能な水道事業を目指し資産管理（アセット
マネジメント）を実施し中期的な更新計画を策定
します。また、将来の施設更新に備え経営の効
率化を進めます。

・計画的な更新を実施するため、資産や現金の動きを適正に把
握できる公営企業会計へ移行するための計画を行った。
・濁度、水道企業団からの受水量の減少を図るため浄水場に前
処理施設の必要性を共同運営である更別村と協議し予算化し
た。

２．計画的な下水道施設の更新（施設課施設グループ）

(1)

下水道機器の更新には多額な費用が必要とな
ることからコスト縮減のための長寿命化計画に
基づき、効率的な機器更新を行います。また、更
新事業に伴う将来の収支計画を策定し、料金改
定の必要性について検討します。

・長寿命化計画に基づき、返送流量計外計装設備更新工事、ポ
ンプ室水位計・流入計更新工事を実施した。
・下水道ストックマネジメント(管路部)を策定した。
・計画的な更新を実施するため、資産や現金の動きを適正に把
握できる公営企業会計へ移行するための計画を行った。

現状と課題

１.水道事業
（現状）
　老朽化した南札内浄水場、中島浄水場施設の機器更新はほぼ完了し、異常時警報装置設置による無人化を行
いコスト縮減を図っています。　２９年４月から少量使用者に割高だった水道使用料金の見直しを実施しています。
　経営面では、将来の水道管入れ替え等に備え余剰金を積み立てしています。

（課題）
　近年温暖化による豪雨が多くなり原水の濁度上昇や取水上流ダムの富栄養化による色度上昇等により、浄水場
運転に支障をきたし水道企業団からの受水量を増やして対応しています。
　古い水道管は設置後４０年以上経過し老朽化しているため、計画的な更新が必要です。

２.下水道事業
（現状）
　新規宅地分譲地に下水道を布設し普及促進に努め、水洗化率は９６％となっています。
　老朽化の進んだ浄化センターは長寿延命化計画により更新事業を実施しています。
　経営面においては、建設当時の借入金が多く、経営を圧迫していることから、経営戦略を策定し、経営の健全性
を保つため２９年４月から使用料金改定を実施しています。

（課題）
　大口工場等の大口使用量が増加していることから使用量はほぼ横ばいで推移していますが、今後、少子高齢化
による人口減少に伴い、使用料収入の減少により経営を圧迫する恐れがあります。
　
３.合併処理浄化槽事業
　（現状）
　浄化槽設置基数は２７年度末総数２２５基となり、浄化槽設備率は７７．８％となっています。

基本目標 5 編 自然豊かで快適に暮らせるまち 担当課

政策 2 章 安心して暮らせる生活基盤
施設課施設グループ

基本施策 3 節 水道・下水道の整備



⑤村民評価（総合行政推進委員会による評価）

委員会からの
意見等

・意見なし。

実施状況の
評価と課題

進捗状況 順調　・　概ね順調　・　やや遅れ　・　遅れ

④村長評価（村長ヒアリングによる評価）

課題・方向性

○施設グループ
・公営企業会計へ移行する上で必要な人材は、財政運営なのか水道管理なのか実務的な側面から
調査研究する必要がある。

1. 水道施設の中期的な更新計画策定
・公営企業会計へ移行するための計画の検討により移行時期や取組みの方向性が明確になった。
 また、公営企業会計への移行により、資産や現金の動きを適正に把握し計画的な施設の更新を実施できるが、
移行準備及び、移行後は人手不足が生じるため適切な人員配置が必要である。
・浄水場の前処理施設の予算化により、令和元年に工事を実施し課題に対する取組みが可能となる。

2.計画的な下水道施設の更新
・返送流量計外計装設備更新工事、ポンプ室水位計・流入計更新工事を実施しﾗｲﾌﾗｲﾝとしての安全性を確保し
たが、交付金の削減により設備更新計画に遅れを生じている。
・下水道ストックマネジメント計画策定業務(管路部)を実施することにより令和2年以降の管路更新計画や必要性
の把握、確認ができた。
・公営企業会計への移行については、水道事業と同じく取り進めた。また人手不足の解消は水道事業と同じく適
切な配置が必要である。

3.合併処理浄化槽事業の推進
・平成３０年度は予定通り３基の補助を行い、定住促進及び快適な住環境向上及び適正な維持管理を行った。
・浄化槽設置基数は平成３０年度末総数２５３基となり、浄化槽設備率は７９．９％となっています。

今後の取組・
方向性

1.水道施設の中期的な更新計画策定
　・公営企業会計への移行には３年間の準備期間が必要であり、初年度としては基本方針の策定委託により円
滑な移行に努める。また令和４年までに、公営企業会計へ移行し、経営・資産等の状況を把握することにより、
経営基盤の計画的な強化に繋げ、更新事業に伴う将来の収支計画を策定する。

2.計画的な下水道施設の更新
　・下水道資産を対象としたストックマネジメント計画策定（浄化施設）を実施し、令和2年度以降、浄化施設の更
新時期、必要性を把握する。
　・公営企業会計への移行にについては、水道事業と同じく取り進めていくとともに、料金改定の必要性を検討す
る。

3.合併処理浄化槽事業の推進
・定住促進及び快適な住環境向上のため、現行制度通り補助事業を実施していく。
・継続して「浄化槽維持管理協議会」の事務局を施設グループが行い、適正な維持管理の推進と啓発を行ってい
く。

③内部評価（役場内部による評価）



(2)
公園・緑地の保全を図り、景観に配慮した樹木
等の適切な管理に努めます。

　各公園の草刈りを行なうとともに、支障木伐採及び枝等の剪定
を、必要に応じて近隣住民の意向も聴き取り作業を行った。

(3)
公園施設の健全化を図り、施設の適正管理に努
めます。

　老朽化した遊具の撤去や、委託発注による公園施設の適正管
理を行った。

基本目標 5 編 自然豊かで快適に暮らせるまち 担当課

政策 2 章 安心して暮らせる生活基盤
施設課施設グループ

自然や緑地を十分生かし、親しみやすく安全な
憩いの場としての公園づくりを進めます。

　各公園の状況を把握し、公園づくりにおける環境整備に努め
た。
　公園利活用検討委員会を発足し、公園の利活用や公園トイレ
等を含む施設の快適性、及び適正管理対策について検討を行っ
た。
　桜六花公園について、現在の樹木状況を把握し、計画的な補
植を行った。

基本施策 4 節 公園・緑地等の整備

①これまでの取組状況を踏まえた現状と課題

現状と課題

１．公園・緑地などの保全と利活用
（現状）
　村内に設置されている公園・緑地は、住民に憩いと安らぎを与え、スポーツ、レクレーションの場として広く利活用
されており、パークゴルフ場、サッカー場、野球場、一本山展望台等の施設を除き、地域住民の利用が主となってい
ます。
　このことから、広く公園利用の促進を図るため、利用状況に応じた改修及び維持・修繕を行ってきました。また、遊
具等の安全性を確認するため定期点検を実施しています。
　公園等の樹木の管理は、育樹状況を見極めながら、枯損木の伐採、隣接する民家等への支障木の枝打ちを行っ
ています。

（課題）
　公園の規模、利用体系に応じた管理を行い、更なる利用促進を図る必要があります。また、近年の異常気象によ
る風倒木処理について、景観形成及び利用者の安全性に考慮して進める必要があります。

２．管理体制の確立
（現状）
　適正な維持のため委託による定期的な管理を行い、運動公園等を使用した大会については、使用者の自主的な
整備を行っています。

（課題）
　巡視点検よる不具合箇所の早期発見、報告など更なる連絡体制の強化に努め、適切な委託管理の実施により快
適な公共空間の維持に努める必要があります。

３．自然環境の維持保全
（現状）
　公園以外の緑地帯は、適期に草刈り等を行い農村景観形成と環境保全に努めています。

（課題）
　村で管理している緑地帯等を含め、広く村全体の自然環境を保護、保全していくために、地域環境を十分に考慮
した適切な管理が必要です。

②主要な施策・事業の実施状況

後期基本計画の主要な施策・事業 実施状況

１．公園・緑地などの保全と利活用（施設課施設グループ）

(1)



⑤村民評価（総合行政推進委員会による評価）

委員会からの
意見等

・除雪や公園管理の人手が不足しているとのことですが、何か対策を講じているか。ある程度待遇を
良くして若い人が担えるようにしてはどうか。
・個人で除雪機を持っている方をボランティアで活用するなど体制が取れないか。
【回答】
・他の町村においても若い技術者が増えず、撤退する業者もあると聞いている。除雪単価を徐々に上
げながら対応しているが、若い人を育てても条件が良いところに行ってしまう。協議はしているが対策
が取れない状況。
・福祉課と連携し、単身高齢者世帯などを把握し対応している。

実施状況の
評価と課題

進捗状況 順調　・　概ね順調　・　やや遅れ　・　遅れ

④村長評価（村長ヒアリングによる評価）

課題・方向性

○施設グループ
・公園利活用検討委員会の議論を経て基本方針を決定予定。
・施設の巡視体制は、月１度の巡報だったものを随時電話連絡するよう改めている。今後も適切な管
理に努めていく。
・桜六花公園については、モリニア病を発病したことから枝を剪定するなど対策している。ふるさと納
税が安定的に確保できた場合は、管理に充てていくことも検討する。

１．公園、緑地などの保全と利活用
　中札内村の将来的な姿を示す公園整備基本方針（案）を策定するため、広く住民の意見を取り入れることが必
要なことから、公園利活用検討委員会を発足しアンケート調査や現地調査により現状把握や課題の確認ができ
た。
　各公園の施設並びに緑地等について、通常委託管理との連携により景観に配慮した管理を行うことができた。
　今後の課題として、委託先である中札内村社会福祉協議会の高齢化や人員不足により、管理作業への影響に
ついて検討する必要がある。

２．管理体制の確立
　施設の安全対策として、委託業者による定期的な確認や職員による適宜巡視点検を実施することにより適切
な対応ができたが、　施設破損状況の把握が住民からの通報が早く寄せられることもあり、委託管理内での巡視
を含めた、密な現場把握が必要である。

３．自然環境の景観維持保全
　環境及び景観を総合的に勘案し、支障木の伐採並びに枝の剪定等を行った。また、緑地等についても天候及
び使用状況を総合的に判断し、適期の草刈りを実施した。

今後の取組・
方向性

１．公園、緑地などの保全と利活用
　住民の意見が十分に反映された、中札内村の将来の公園像を映し出す公園整備基本方針（案）を作成する。

２．管理体制の確立
　管理業務受託者との密の連絡調整及び作業内容の事前把握を行う。

３．自然環境の景観維持保全
　農村環境を形成する公園以外の緑地や耕地防風林についても、他課との情報連携を密に行い、環境保全を推
進する。

(1)
農村景観を形成する自然環境（緑地、樹木）の
保護・保全に努めます。

　公園環境を形成する緑地の適期草刈りを実施し、樹木について
も生育状況を判断した伐採、及び支障となる枝等の剪定を行っ
た。

③内部評価（役場内部による評価）

３．自然環境・景観の維持保全（施設課施設グループ）

２．管理体制の確立（施設課施設グループ）

(1)
施設の安全対策のため、委託による定期的な巡
視点検を行うとともに、不具合箇所の適切な措
置に努めます。

　定期的な巡視を行ったうえで、公園設置遊具については使用前
に危険度調査を発注し、安全確認を行ったうえで使用開始を始め
た。
　また、巡視で発覚した破損個所については、随時修繕の実施を
行った。



２－４
①

(2)
中札内スタイル住宅建設基準について、北方型
住宅の登録基準との整合を図り、質の高い住宅
建設を推進します。

　中札内スタイル住宅建設基準で、北海道が推進している北方
型住宅についてホームページや窓口説明を行い、質の高い住宅
建設の推進を行った。

２．良質な住宅の形成（施設課施設グループ）

(1)

公営住宅長寿命化計画に基づき、公営住宅等
の適切な管理戸数を設定し、公営住宅の改修に
よる居住性の向上改善を図り、居住者が快適に
住むことのできる住宅性能を確保します。また、
計画策定後５年を経過することから、現状を踏ま
えて計画の見直しを行います。

　入居者に対し説明会の開催や個別訪問により改善計画への理
解や要望等の聞き取りを行い、中札内団地・泉団地・元札内団地
の改修と工事に伴う移転を実施し、入居者の生活に配慮した改
善を行った。また、計画策定後5年を経過することから、今後の改
修団地及び仮移転先確保についての現状を踏まえた検討をした
が、大きな見直しは無かったため、引き続き取り進めを行う。

(2)

良質な住宅に長く住み続けるため、住宅性能向
上に関するリフォーム費用の助成を検討し、リ
フォームマニュアル等の啓発普及を図り、民間
住宅の耐震対策とリフォームを促進します。（公
約２－４－①）

民間住宅の耐震対策の助成について実施し、リフォーム費用の
助成については、国から発行されているパンフレットを窓口に置
き、普及啓発を図った。

基本目標 5 編 自然豊かで快適に暮らせるまち 担当課

政策 2 章 安心して暮らせる生活基盤 施設課施設グループ
総務課企画財政グループ
総務課総務グループ

(1)
中札内らしい緑豊かで美しく安全で快適な居住
環境の実現に向け、中札内スタイル住宅の建設
を推進します。

　定住促進の支援制度とあわせて、ホームページや窓口でのＰＲ
を行い、中札内スタイル住宅建設の推進を行った。

基本施策 5 節 住宅環境整備と定住の促進

①これまでの取組状況を踏まえた現状と課題

現状と課題

１．個性ある住文化の実現
（現状）
　中札内スタイル住宅制度は、ホームページ、移住パンフレットへの掲載及び住宅を新築する場合の相談を受けた
際に説明するなどPRを行い、住宅建設を推進し定住促進を行っています。
　また、中札内スタイル住宅建設基準は、北方型住宅建設基準を一部取り入れるほか、外壁にアースカラーを使用
するなどの基準を設け、中札内らしい、緑豊かで美しい住宅・住環境の形成を図ってきています。

（課題）
　ホームページなどのＰＲを通じ、多くの方が中札内スタイル住宅制度を利用していますが、引き続き啓発による適
正な維持管理の継続を推進し、緑豊かで美しい住宅・住環境を形成する取り組みが必要です。

２．良質な住宅ストックの形成
（現状）
　公営住宅の建設は、平成２６年度にまちなか柏団地２棟４戸を、平成２８年度に地域優良賃貸住宅ふれあい団地
１棟８戸をいずれも中札内市街地に建設しています。
　また、公営住宅長寿命化計画に基づき、平成２６年度に泉団地９戸、上札内東団地６戸を、平成２７年度に泉団地
９戸、上札内東団地６戸を、平成２８年度に泉団地１２戸、上札内東団地４戸の居住性向上改善のための改修を
行っています。

（課題）
　個別改善による住宅性能の向上、その改修費用、改修したことによる家賃の上昇などを総合的に検証し、居住者
が求める住宅性能と費用対効果を考慮した居住改善を検討する必要があります。
　また、公営住宅長寿命化計画が策定されて４年を経過していることから、現在の公営住宅の需要、村の財政状況
や建替・修繕の状況を踏まえ、中間見直しを行う必要があります。

３．移住・定住の促進
・移住希望者に対し、一括して情報提供できるよう企画財政グループをワンストップ窓口として位置付け対応してい
ますが、相談者の質問は多岐に渡るため、広い分野の相談に対応するためのマニュアルが必要です。
・ＰＲの一環として分譲地の新聞掲載や移住情報の移住雑誌への掲載、各移住関連のホームページ等への情報を
随時更新していますが、より効果的な情報発信が必要です。

4．宅地分譲の推進（総務グループ）
・個人住宅として「ヴィレッジときわ野」を分譲しており、第１次から第３次まで完売した。現在は第４次分譲が進んで
おり、残り１３区画となっている。次の分譲地確保についても検討する必要がある。

②主要な施策・事業の実施状況

後期基本計画の主要な施策・事業 実施状況 公約

１．個性ある住文化の実現（施設課施設グループ）



今後の取組・
方向性

１．個性ある住文化の実現（施設課）
・中札内らしい緑豊かで美しく安全で快適な居住環境の実現に向けて、中札内スタイル住宅建設及び定住促進
支援制度について、ホームページでのPRや窓口での説明を行い、各種支援を引き続き実施します。
・「中札内スタイル住宅建設基準」について、「北方型住宅」の登録基準との整合性を図り、質の高い住宅建設を
推進するために、ホームページでのPRや窓口での説明を行います。

２．良質な住宅ストックの形成（施設課）
・公営住宅長寿命化計画に基づく、公営住宅のストック改修による居住性の向上改善を図るため、令和元年度
については、中札内・新札内団地改修工事の早期発注を実施し、冬期間前の移転や仮入居先の調整による居
住者が快適に住むことのできる住宅性能を確保します。
　また、令和2年度以降予定している中札内・あけぼの・中央団地の改修内容や仮移転先確保について、現状を
踏まえた計画を基に取り進めを行います。
・住宅性能向上に関する民間住宅の耐震対策やリフォームについて、ホームページ等で事業のＰＲを行います。

３．移住・定住の促進（総務課企画財政グループ）
・各種定住促進奨励による支援を継続して実施、必要な情報の収集・移住希望者へ詳細な情報を提供し、移住・
定住促進を行っていく。
・移住関連情報誌への効果的な掲載や移住関連サイトを利用した積極的なＰＲを行う。
・移住フェア等への参加や相談対応を行うとともに、移住希望者のニーズや他自治体の取組状況の把握を行う。

4．宅地分譲の推進（総務グループ）
・次期の分譲地確保に努めるとともに、未利用村有地の分譲についても合わせて検討する。

移住生活雑誌「北海道生活」への広告掲載を行った。
２－４

⑤

４．宅地分譲の推進（総務課総務グループ）

③内部評価（役場内部による評価）

実施状況の
評価と課題

進捗状況 順調　・　概ね順調　・　やや遅れ　・　遅れ

１．個性ある住文化の実現（施設課)
・中札内スタイル住宅建設及び平成３０年度からの新たな支援を含む各種定住促進支援制度については、ホー
ムページなどのPRにより制度が活用され、緑豊かで美しく安全で快適な移住環境の取組みが行なわれている。

２．良質な住宅ストックの形成（施設課)
・平成30年度実施した中札内・泉・元札内団地の入居者に対して個別の聞き取りを行い、改修内容及び移転計
画についての説明会の早期実施を行った。また、入居者の生活に配慮した改善を計画的に行うために、工事の
早期発注を実施し、冬期間前には元住宅へ移転できるように対応した。
・耐震対策としてのリフォーム費用については、予算措置はしているが利用者がいない状況が続いている。利用
者への制度説明やホームページ等による普及促進が必要であった。

３．移住・定住の促進(総務課企画財政グループ)
・移住希望者がいても、仕事や空き地の情報がない場合が多い。
・移住、定住につなげるため、村の良さを知ってもらうための積極的なＰＲ活動のため、新聞や雑誌の効果的な
掲載方法を検討する必要がある。

4．宅地分譲の推進（総務グループ）
・個人住宅として「ヴィレッジときわ野」を分譲しており、第１次から第３次まで完売した。現在は第４次分譲が進ん
でおり、残り１３区画となっている。次の分譲地確保についても検討する必要がある。

３．移住・定住の促進（総務課企画財政グループ、施設課施設グループ）

(1)

移住者や住民からの需要に応じた宅地分譲宅
地の整備や用地確保に努めます。
また、分譲宅地の公売促進に向けたＰＲを行い
ます。

移住情報の発信と合わせて情報発信している

(2)

新たな定住促進対策として、村内への新規移住
者に対する引越助成金の支給（公約２－４－
②）、民間賃貸住宅に居住する新婚世帯への家
賃助成（公約２－４－③）、一戸建て賃貸住宅へ
の家賃助成（公約２－４－④）などに取り組みま
す。

平成２９年度に条例改正をし、平成３０年度より新たな支援を行った。
・②移住奨励金の対象者拡大を行い、2件の交付を行った。
・③民間賃貸住宅家賃助成の収入基準の改正し、2件の交付を行った。
・④民間賃貸住宅家賃助成の一戸建て対象者に、１件の交付を行った。

２－４
②
③
④

(3)

ホームページによる宅地分譲地の紹介、空き
地・空き家の情報、民間アパート情報及び各種
住宅支援制度など暮らしや住まいに関する情報
を提供します。（公約２－４－⑤）

各施設内容の変更や、そのほか移住関連情報について、適宜
ホームページの更新を行った。

２－４
⑤

(4)
北海道移住促進協議会等と連携し、移住フェア
等による情報発信を行います。（公約２－４－
⑤）

(1)
移住相談ワンストップ窓口による移住相談・支援
を行います。

・移住相談窓口にて、平成30年度は１１件の相談を受け付けた。
・北海道暮らしフェアに参加し、移住ＰＲを行った。



委員会から
の意見等

・外国人の住民が増えているが、公営住宅の受け入れを考えているか。
【回答】
・外国人でも公営住宅の申し込みができるが、現状は民間住宅を利用されている。公営住宅は空き
が少なく、多くの外国人を受け入れられるか課題がある。

④村長評価（村長ヒアリングによる評価）

課題・方向性

○施設グループ
・耐震対策としてのリフォーム費用の助成については、利用実績がない。ＨＰや防災・住宅の広報特
集の際などに合わせて掲載することでＰＲする。
・移住・定住を担当する総務課は、施設課と連携し民間アパートの入居状況を把握する。
○企画財政グループ
・空き地情報を見やすいようホームページを見直すこと。

⑤村民評価（総合行政推進委員会による評価）



(2)

戸蔦別川の流向の安定を図るためにも護岸、護
床等の工事を含めた河川改修を関係機関に要
請するほか、戸蔦大橋の保全管理を図るために
も、橋脚や橋台周辺の護岸整備を計画的に推進
します。

戸蔦大橋周辺の整備が開発局直轄で整備可能となるよう、十勝
川流域砂防技術検討会（直轄部会）に参加し、砂防区域の変更
要請を行った。平成28年災害時からの戸蔦大橋周辺河床洗掘状
況を、継続的に経過観察した。

２．河川整備と環境保全（施設課施設グループ）

１．治山・治水対策（総務課企画財政グループ・施設課施設グループ）

(1)

河川整備については、定期的な施設点検により
機能状況を判断し、計画的な維持補修により施
設の長寿命化を推進し、流域の自然環境の保
護・保全に努め、自然と調和した河川整備を推
進します。

施設の点検を行いながら適時維持補修を、必要最低限の工事面
積で施工するなど、自然環境の保護を配慮して行った。

(1)

災害の未然防止や札内川ダム及び西札内防災
ダムの関連施設等の機能保全の向上を図るた
め、関係機関と連携を図り、治山・治水及び防災
対策を促進します。

・西札内防災ダムについては、定期監視を実施し、堤体内の漏水
監視及び楊圧監視等を行っている。
・札内川ダムにおいてダムの容量確保や、河床の石等に付着し
た泥の剥離等を目的としたフラッシュ放流を実施している。

現状と課題

１．治山・治水対策
（現状）
　札内川のほか本村を流れる一級・二級河川は、各河川管理者及び隣接地域と相互連携を図りながら随時対応を
行ってきました。
　戸蔦別川上流側に設置された砂防ダムに伴う戸蔦大橋周辺の河床洗掘が近年の異常気象により顕著となり、更
に平成２８年８月の台風災害により帯広市側橋台背面部が浸食を受け、接続道路が崩落、現在も通行止めとなっ
ています。
（課題）
　戸蔦大橋の通行止めは、早期開通を目指し復旧工事を進める必要があります。
　また、災害復旧工事に伴い、災害発生の起因となった河川流向の安定を図るため戸蔦別川河川改修等の抜本的
な対策を、関係機関に要請する必要があります。

２．河川整備と環境保全
（現状）
　普通河川・明渠排水路は、河川愛護組合及び多面的機能支払交付金の活動組織（１１組織）により、河床整形、
法面等の草刈りなど、機能を良好に保つための維持管理が適時行われてきました。愛護組合が組織されていない
明渠排水路、原始河川及び普通河川については、従来から村が適期管理を行っています。
　愛護組合については、地域住民の組織化、住民活動による管理体制の確立を目指してきましたが、高齢化による
安全性の問題等もあり課題となっています。
（課題）
　現在、普通河川と明渠排水路を併せて管理していますが、普通河川の環境保全と明渠排水路の圃場排水性確保
では管理目的が異なることから、中札内村、河川愛護組合、多面的機能活動組織、地域住民の協力のもと、適正
な管理に努める必要があります。
　また、明渠排水路（土地改良施設）については、圃場の良好な排水性を保つため、受益者の協力による管理体制
の構築が必要です。
　普通河川については、河川愛護組合の有無による管理格差の解消が大きな課題となっています。また、河川愛
護組合構成員の高齢化に伴い、組織としての活動低下を招いており、適正管理のための対策を検討する必要があ
ります。

３．広域事業の推進
（現状）
　札内川の水質・環境保全は、関係機関からの情報及び地域からの通報による相互連携を図り、適時対応を行っ
ています。
（課題）
　関係機関との連携を更に強化し、情報交換等を行いながら広域的な環境保全に努める必要があります。

②主要な施策・事業の実施状況

後期基本計画の主要な施策・事業 実施状況 公約

基本目標 5 編 自然豊かで快適に暮らせるまち 担当課

①これまでの取組状況を踏まえた現状と課題

政策 2 章 安心して暮らせる生活基盤
総務課企画財政グループ
施設課施設グループ基本施策 6 節 治山・治水対策と河川整備



今後の取組・
方向性

１．治山・治水対策
・局所的集中豪雨などの自然的状況の変化に対応するため、河川改修に伴う抜本的な対策への情
報収集を図る。
・西札内防災ダムについては、施設及び周辺の老朽化が進んでいるため、施設の定期的な機能診断
を行い、防災機能低下を招かぬよう適切な維持修繕を行う。

２．河川整備と環境保全
・河川整備については、定期的な施設点検により機能状況を判断し、計画的な維持補修により流域の
自然環境の保護・保全に努める。
・普通河川・明渠排水路の施設機能を維持管理するため、河川愛護組合や多面的機能支払交付金
事業の構成員と地域住民の協力を図り、適切な維持管理及び保全に努める。
・国営事業の明渠排水路において、今後の補修計画に伴う財源確保（補助事業等）や受益者との施
設維持体制の形成について検討する。

３．広域事業の推進
・より多くの住民が環境保全活動や親水事業に関われるよう取り組みを進めていく必要がある。

３．広域事業の推進（総務課企画財政グループ）

③内部評価（役場内部による評価）

実施状況の
評価と課題

進捗状況 順調　・　概ね順調　・　やや遅れ　・　遅れ

１．治山・治水対策
・平成28年台風災害に伴う戸蔦大橋の復旧工事は、平成30年9月に完了し通行止めが解除となった
が、河床洗掘は依然として進行していることから、関係機関での検討部会に参加し抜本的な解消対策
を要請した。
・西札内防災ダムについては、定期監視を実施し、堤体内の漏水監視及び楊圧監視等を行っており、
通常管理には支障はない。しかし管理棟・堤体・ダム周辺の老朽化が進んでおり、施設の維持管理修
繕が必要な時期に来ている。

２．河川整備と環境保全
・普通河川・明渠排水路の施設点検を行い、環境に配慮し修繕等を適時行った。
・地域住民による「河川愛護組合」及び「多面的機能活動組織」の協力を得ながら、草刈り・床ざらい
等継続的な維持管理・保全活動を行った。
・国営事業により整備された明渠排水路の維持管理点検を実施し、早急な修繕等は見受けられない
が、受益者協力体制の構築や今後の補修に伴う長期的な修繕計画を策定する必要がある。

３．広域事業の推進
　関係機関での取り組みは進んでいるが、住民への広がりについては十分とはいえない。

(1)
札内川の水質を守るため、環境保全活動や親水
事業に積極的に参加し、広域的な環境保全活動
を推進します。

関係自治体や関係機関で構成される札内川懇談会に参加し、河
川文化の継承や地域の活性化に関する取り組みを実施した。

(2)

普通河川・明渠排水路の施設機能を維持管理
するため河川愛護組合や多面的機能支払交付
金事業の活動組織の構成員と地域住民の協力
を図り、適切な維持管理及び環境保全に努めま
す。また、各構成員の高齢化による維持管理の
負担軽減を図るため、適正管理のための対策を
検討します。

国営造成施設事業で整備された明渠排水路について、定期の維
持管理巡視点検を実施し、開発局へ結果報告を行った。
地域住民による「河川愛護組合」及び「多面的機能支払交付金事
業による活動保全会」の協力を得ながら、草刈り・床ざらい等継
続的な維持管理・保全活動を行った。



⑤村民評価（総合行政推進委員会による評価）

委員会からの
意見等

・意見なし。

④村長評価（村長ヒアリングによる評価）

課題・方向性

○施設グループ
・西札内防災ダムについては、経年劣化で補修が必要になってくることから、必要な箇所をまとめて報
告する。
・戸蔦大橋の管理については、引き続き帯広市と協議を進める。



(2)
環境に配慮した省エネルギー対策を推進すると
ともに、化石燃料の使用を抑制し、再生可能エネ
ルギー利用への転換を図ります。

6月～9月の第1金曜日をノーカーデーと位置づけ、通勤時のマイ
カー使用を控え二酸化炭素の排出を減らす取り組みを実施した。
また、令和3年度移転予定の役場新庁舎に地中熱を利用した空
調設備を導入するため地質調査を実施。このことによりA重油の
使用が大幅に抑制され、ＣＯ２の排出削減となる見通し。

２．地球温暖化防止と再生可能エネルギーへの転換（総務課総務グループ、企画財政グループ）

(1)
地球温暖化対策実行計画に基づく取組を進める
とともに、地域でできる地球温暖化対策の取組を
促進します。

第2期中札内村地球温暖化対策実行計画が平成30年度で終了することに
伴い、引き続き地球温暖化対策を推進するため、現状に則した見直しを行
い、第3期中札内村地球温暖化対策実行計画を策定した。
また、役場庁舎において、夏季期間は緑のカーテンを設置し、執務空間の
温度上昇を防ぎ、二酸化炭素の排出を抑える取り組みを実施している。
冬季期間は暖房による温風を循環させ、電力の使用を抑えている。
職員のクールビズ、ウォームビズを励行している。
・6月～９月の第１金曜日をノーカーデーと位置づけ、通勤時のマイカー使
用を控え二酸化炭素の排出を減らす取り組みを実施した。

(3)

地域資源の維持・向上を図りながら、「日本で最
も美しい村」連合加盟町村と連携し、村内外に魅
力を発信し、景観に配慮した美しい村づくりを推
進します。

道内加盟町村を巡るスタンプラリーや、東京物産展、サッポロビア
ガーデンふるさとステージへの参加など様々な連携事業を実施し
た。

(4)
屋外広告物設置者への理解活動に努めながら、
一定のルールの下、支援制度を充実し広告物の
撤去、統一看板の設置を推進します。

平成２９年度に調査を行い、平成３０年度は５基の看板を撤去し
た。

後期基本計画の主要な施策・事業 実施状況 公約

１．自然環境の保護・保全と景観づくりの推進（総務課企画財政グループ）

(2)
村民や事業者等と「景観づくりなかさつないルー
ル」の共有を図り、全村的な景観づくりを推進し
ます。

高等養護学校での景観学習や景観懇談会で「景観づくりなかさつ
ないルール」について説明した。

(1)
自然環境の保護・保全のため、環境への負荷軽
減対策に取り組み、自然と人間との共生を基本
に、自然と調和した事業を展開します。

日高山脈襟裳国定公園の国立公園指定に関する要望書を環境
省へ提出後、北海道庁を訪問し情報交換を行った。

基本目標 5 編 自然豊かで快適に暮らせるまち 担当課

①これまでの取組状況を踏まえた現状と課題

政策 3 章 住みよい環境づくり
総務課企画財政グループ
総務課総務グループ基本施策 1 節 自然環境の保全と景観形成

現状と課題

１．自然環境の保護・保全と景観づくりの推進（総務課企画財政グループ）
・平成２８年度にＮＰＯ法人「日本で最も美しい村」連合へ加盟し、村景観まちづくり委員会と協力しながら取り組みを
進めているが、連合の認知度の向上や村民への取り組みの浸透などのため、村内・外に向けた周知活動を継続し
ていく。
・豊かな自然を未来につなぐふるさと景観条例に基づき、景観に配慮するよう必要な指導は行っているほか、不要な
野立て看板については、随時撤去を行っている。
・村民や事業者等と「景観づくりなかさつないルール」の共有を図り全村的な景観づくりを推進している。
２．地球温暖化防止と再生可能エネルギーへの転換
・地球温暖化対策実行計画に基づき、クールビズ・ウォームビズやノーカーデーの取り組みを進めているが、役場内
の取り組みに留まっている。
・街路灯の省エネ化を図りＬＥＤ電球への切替を計画的に実施する。

②主要な施策・事業の実施状況



委員会から
の意見等

・意見なし。

③内部評価（役場内部による評価）

実施状況の
評価と課題

進捗状況 順調　・　概ね順調　・　やや遅れ　・　遅れ

１．自然環境の保護・保全と景観づくりの推進（総務課企画財政グループ）
・景観形成の取り組みについて、景観学習や景観ツアー、村職員によるゴミ拾いなどの取り組みを実
施し、高い評価をいただいているが、美しい村連合加盟の目的や意義が十分周知できていない。
２．地球温暖化防止と再生可能エネルギーへの転換（総務課総務グループ）
・地球温暖化対策実行計画の見直しを行った。本計画に基づき、毎年二酸化炭素の排出量などを算
出し現状を把握している。
・ 街路灯の省エネ化を図りLED電球への切替を計画的に実施しているがコストがかかっている。

今後の取組・
方向性

１．自然環境の保護・保全と景観づくりの推進（総務課企画財政グループ）
・景観に関する取り組みや、「景観づくりなかさつないルール」の普及、「日本で最も美しい村」連合と連携した新た
な取り組みを実施することで、美しい景観形成を推進していく。
・景観まちづくり委員会で出された意見を施策に反映し、景観に対する取り組みの普及啓発に努めていく。
・日本で最も美しい村づくり北海道連携会議を十分活用し、本村の提案による美しい村のより効果的なＰＲを実施
する。
２．地球温暖化防止と再生可能エネルギーへの転換（総務課総務グループ）
・地球温暖化防止のための村の取り組み状況を周知し、村民の取り組みへの繋げていく。
・地球温暖化対策実行計画に基づき、効果的な取り組みを継続していく。新たな課題についても随時対応してい
く。
・新庁舎については、省エネルギーである地熱エネルギーを活用する。

⑤村民評価（総合行政推進委員会による評価）

④村長評価（村長ヒアリングによる評価）

課題・方向性

○企画財政グループ
・美しい村の取り組みが浸透してきたら、景観行政団体へ移行する。
・景観行政団体移行の際には、経費をかけても大型看板等の撤去を行う。



(1)
産業汚染などの問題解決と公害の未然防止の
ため、事業者に対する指導や啓発に努めます。

産業汚染や工場等からの排水処理など公害の未然防止につい
ては、十勝川環境保全連絡協議会などの関係機関と連携しなが
ら、必要に応じて事業者への確認・指導を行っている。

(2)
住民や事業者に対する悪臭マナーの啓発や堆
肥の散布ルールの確立に取り組みます。

悪臭対策については、庁内で現状の確認と苦情などの情報を共
有し、必要に応じて事業者への確認を行っている。堆肥の散布
ルールの設定は難しいことから、その都度対応をしている。

(3)
一般廃棄物処理許可業者に対して適正な廃棄
物処理の指導に努めます。

一般廃棄物処理業許可書の許可条件に法令遵守を明記し、適
正な廃棄物処理を行うよう指導している。

３．廃棄物処理及び公害・悪臭防止対策（住民課住民グループ）

(2)
十勝環境複合事務組合が運営する広域的なリ
サイクル施設を利用し資源ごみの再資源化の促
進を図ります。

村リサイクルセンターで回収した資源ごみを十勝環境複合事務
組合が運営するウィンクリンへ搬出している。リサイクルの分別
状況は良好である。

(3)
行政区の協力により、ごみステーション等の適切
な管理に努めます。

一部のごみステーションでは収集日や時間が守られていないこと
などとからカラス等に荒らされているものもあり、散乱したごみの
片付けやカラス対策用ネットの設置など行政区の協力を得て管
理を行っている。

２．し尿・浄化槽汚泥処理（住民課住民グループ）

(1)
し尿及び浄化槽汚泥は、十勝環境複合事務組
合が運営する広域処理施設へ搬出し適正に処
理します。

し尿及び浄化槽汚泥は、平成３０年度から新汚水処理施設へ搬
出し適正に処理した。平成３０年度排出量は１，５４９トンで増加
傾向にある。

基本目標 5 編 自然豊かで快適に暮らせるまち 担当課

政策 3 章 住みよい環境づくり
住民課住民グループ
施設課施設グループ

ごみの減量化や資源リサイクルを推進するた
め、ごみの分別・排出方法の徹底や再資源化に
関する様々な取組について周知し、更なる住民
意識の高揚を図ります。

資源リサイクルの意識向上を図るため、生ごみ堆肥還元事業（５
月に２日間）、古着・古布回収事業（年２回：５月、９月）、小型家
電回収などを実施するとともに、広報と村内放送で周知を行なっ
た。

基本施策 2 節 環境衛生・美化対策の充実

①これまでの取組状況を踏まえた現状と課題

現状と課題

１．ごみ処理対策（住民課住民グループ）
・平成12年度のごみ有料化を契機に、ごみの減量化、資源リサイクルに対する住民意識は向上してきたが、一部の
ごみステーションではごみ収集のルールが守られていないことからカラス等による被害がみられている。ごみネット
を工夫するなどして対応した。ごみの減量化や資源リサイクル化を徹底していく必要がある。
２．し尿・浄化槽汚泥処理（住民課住民グループ）
・今後も継続して十勝圏複合事務組合が運営する広域処理施設に搬出し適正に処理していく必要がある。
３．廃棄物処理及び公害・悪臭防止対策（住民課住民グループ）
・悪臭防止対策については、庁内検討委員会を設置して情報を共有化しながら対応している。十勝総合振興局とも
連携しながら具体的な対応を研究し、関係事業者に対し自主的な対策の促進と指導強化に取り組んでいく必要が
ある。
４．美化運動の推進（住民課住民グループ）
・空き缶回収事業である「クリーン中札内」は、毎年多くの住民の参加を得て実施している。「日本で最も美しい村」
連合への加盟を機に、住民主体による環境美化活動の目玉事業として拡充していく必要がある。
５．火葬場・墓地（住民課住民グループ）
・火葬場の火葬炉設備の更新に続き必要な改修や備品の更新をしていく必要がある。
・住民意識の変化等により墓地の永続的な管理が困難となっている事例もあることから、多様な住民ニーズに対応
できる墓地のあり方を検討していく必要がある。

②主要な施策・事業の実施状況

後期基本計画の主要な施策・事業 実施状況 公約

１．ごみ処理対策（住民課住民グループ）

(1)



平成３０年度、仏具等の備品の更新や暖房機の修繕等長寿命化
を図った。周辺の庭木を剪定するなど景観にも気を配り、環境整
備に努めた。

４．環境美化運動の推進（住民課住民グループ、施設課施設グループ）

(2)
多様なニーズを踏まえた墓地の区画拡張整備を
計画的に行うとともに環境美化に努めます。

区画に余裕があるため、現在拡張はしていない。草刈や樹木の
整備等適時、環境美化を行っている。

(2)

飼い犬のふん害防止条例や空き缶等のポイ捨
て・不法投棄防止対策の啓発に努め、環境美化
に対する村民意識の高揚を図るとともに、悪質
な場合については、指導の徹底に取り組みま
す。

飼い犬のふん害防止については広報等での啓発を行っている。
空き缶等のポイ捨て防止については、「クリーン中札内」事業を
通じて環境美化意識の向上を図っている。不法投棄防止につい
ては、庁内での情報を共有化し、ごみの撤去など迅速な対応に
努めている。

(3)
庭木の枝や落ち葉、草花等の処理方法につい
て検討を行います。（公約１－１０）

すでに実施しているボランティアごみとして回収するほか、家庭
から排出された落ち葉、草花等を村有地（常盤41号）に集積し、
堆肥化を可能とする受入場（集積場）を整備し、運用開始した。

１－１０

５．火葬場・墓地（住民課住民グループ）

(1)
火葬場及び設備の適切な維持管理と周辺環境
の整備に努めます。

(1)
村民参加による花壇づくりなどの環境美化活動
を推進し、快適な生活環境づくりに努めます。

環境美化活動の一環として、各行政区が管理している公園花壇
へ花を提供している。



今後の取組・
方向性

１．ごみ処理対策（住民課住民グループ）
・分別と適正な排出方法の周知を定期的に行い、資源化推進とごみ減量化を促進する。
・新たに製作したカラスよけネットを行政区を中心として住民自らの手で設置していけるよう促していく。
２．し尿・浄化槽汚泥処理（住民課住民グループ）
・十勝圏複合事務組合が運営する広域処理施設への搬出を継続していく。
３．廃棄物処理及び公害・悪臭防止対策（住民課住民グループ）
・庁内での連携を強め、改善策を検討していく。
４．環境美化運動の推進（住民課住民グループ）（施設課施設グループ）
・「クリーン中札内」の事業拡大を中心に、住民を主体とした村挙げての美化活動を推進していく。
・「日本で最も美しい村」を促進するため、多くの住民に使用していただけるよう、常盤集積場の更なる周知に努
める。
５．火葬場・墓地（住民課住民グループ）
・いつまでも使い続けていくために施設の計画的な修繕や環境美化のため樹木等の手入れを行っていく。

⑤村民評価（総合行政推進委員会による評価）

委員会から
の意見等

・外国人用のゴミ分別パンフレットを作っているが、行政区だけでなく事業所から指導してもらうよう働
きかけてはどうか。
・資源ゴミもゴミステーションに出せるが、入りきらない程出されカラスに悪戯されることがある。直接
リサイクルセンターへ持っていくよう住民に働きかけてはどうか。
【回答】
・事業所とは話しており、以前より外国人のマナーは良くなっている。今後は、外国人と直接接点を持
ちたいと思う。
・資源ゴミをゴミステーションへ出す仕組みは、リサイクルセンターへ搬入する手段が無い方のために
行っているものである。最近増えてきているので、再度周知する。

④村長評価（村長ヒアリングによる評価）

課題・方向性

○住民グループ
・外国人だけでなくアパートのゴミのマナーが悪く、職員で巡回すれば改善される実態があることはわ
かった。今後、巡回する場合は、村長も参加を検討する。住民ボランティアに巡回をしていただく場合
には、住民同士のトラブルに発展しないよう注意すべき。分別がしっかり取り組めていないゴミステー
ションに注意喚起の表示をするなど工夫すると良いかもしれない。
○施設グループ
・常盤集積場は、口コミでの利用が広がっている。家庭菜園の残渣など不適切なものが捨てられてお
り注意喚起が必要。

③内部評価（役場内部による評価）

実施状況の
評価と課題

進捗状況 順調　・　概ね順調　・　やや遅れ　・　遅れ

１．ごみ処理対策（住民課住民グループ）
・ごみ減量化、資源リサイクルは概ね定着しているといえる。しかし、一部住民によるごみ収集のマナーの低下
がみられ、収集時間や収集日が守られていないことなどから、ごみの搬出に支障を来たしている。今後、若年層
や転入者等に対してごみ収集のルールをどのように周知していくかが課題となっている。ごみの減量化をさらに
進めていく必要がある。
・新たなごみステーションのカラスよけネットを製作した。行政区との協働により進めていくことが重要である。
２．し尿・浄化槽汚泥処理（住民課住民グループ）
・十勝圏複合事務組合が運営する広域処理施設へ搬出し適正に処理されている。
３．廃棄物処理及び公害・悪臭防止対策（住民課住民グループ）
・堆肥の散布ルールが確立されておらず、悪臭対策の解決方法が見出せていない。
４．環境美化運動の推進（住民課住民グループ）（施設課施設グループ）
・住民自らが「日本で最も美しい村」を作り上げていくという意識の向上が必要である。
・平成30年9月より、家庭から排出される草花、枝等を受入れ出来る常盤集積場（常盤41号）を一般開放し、住民
から一定の評価を得ているが、集積場所や使用方法など深く浸透していない。
５．火葬場・墓地（住民課住民グループ）
・施設の老朽化や敷地内の樹木等の荒廃が目立ってきているため、計画的な改修や手入れが必要である。



(5)

災害時における情報伝達手段を確保するため、
防災メールの活用及び防災行政無線のデジタル
化、公衆用無線ＬＡＮの整備などを行い迅速な住
民周知に努めます。（公約２－１１）

・メール配信システムを活用し、迅速に住民周知を行える。
・戸別受信機のデジタル化整備が終了している。

(6)
防災拠点となる役場庁舎について、耐震改修及
び長寿命化、長時間停電への対応のため、改築
を実施します。

新庁舎には自家発電機を設置するなど、防災拠点施設となるよ
う進めている。

(4)
非常用食料・物資の備蓄、防災資機材や備品の
整備、災害時応援協定による調達等、応急物資
等の確保を図ります。

・中札内農村休暇村フェーリエンドルフと新たに災害時応援協定
を締結している。
・予算措置し、必要最低限の食糧や防災資器材を購入している。

(1)

災害時に迅速かつ的確な防災活動を行うため、
村民、行政、関係機関が一体となった防災訓練
や防災研修を実施し、災害への認識や対応力
の向上を図ります。

洪水を想定した住民避難訓練を9月と10月に実施したほか、役場
職員を対象に防災研修を実施している。

(2)
災害時、住民が指定する避難場所へスムーズに
移動できよう避難場所等の標識を設置します。

全ての避難所及び避難場所に標識を設置している。

(3)

災害発生時に被災者の救出や消火活動の核と
して機能する自主防災組織についての情報提供
に努めるとともに、組織化を促進し、活動を支援
します。

・平成３０年度末の自主防災組織は６団体であり、防災訓練の際
には参加を呼びかけている。
・行政区の総会等にて、自主防災組織の必要性などについて講
演を実施している。

公約

基本施策 1 節 防災・消防体制の充実

①これまでの取組状況を踏まえた現状と課題

１．防災体制の強化（総務課総務グループ）

基本目標 5 編 自然豊かで快適に暮らせるまち 担当課

政策 4 章 安全な村民生活の確保
総務課総務グループ

現状と課題

１．防災体制の強化（総務課総務グループ）
・中札内村防災計画の見直しを行うとともに住民の防災意識を高める必要がある。
・住民の防災意識向上を目的とした訓練を実施する必要がある。
２.消防、救急体制の確立（総務課総務グループ）
・広域化後、現場に出動可能な直近隊に出動指令が出るため、現場到着時間が短縮され、住民サービスの向上が
図られている（平成29年度は救急出動で、前年比0.1分短縮され、十勝平均で7.3分となっている）。
・広域化後の移行区出動に備え近隣署所との合同訓練を実施しているが、今後も多岐にわたる分野の合同訓練を
実施して行く必要がある。
・消防団は地域に根付いた防災組織であることから、大規模災害発生時などにその特性を生かす活動が求められ
る。地域住民の期待に応えるべく、各種訓練や防火査察などを積極的に実施している。
・全国的にも30代未満の団員の割合が減少し、40代、50代以上の割合が増加するなど、団員の高齢化が進行して
いる。地域帰属意識の希薄化が観られる若年者の入団促進について研究、実践する必要がある。
・救急体制は、処置拡大2行為の認定救命士を養成し、更に体制を強固なものとすることができた。ハード面では、
高規格救急車の更新が今後の課題である。
・火災予防啓発は、年間を通して幼年消防クラブ、各学校、事業所及び地域防災組織単位で実施してきており、立
入検査や避難訓練時指導がその手法の主となっている。

②主要な施策・事業の実施状況

後期基本計画の主要な施策・事業 実施状況



(7)
北海道救急業務プロトコルに基づき、必要な資
機材を導入し、救急業務の高度化に取り組みま
す。

　重篤な傷病者に対し的確な救命処置を施すため、プロトコルに
基づいた訓練を実施するとともに、気道確保用チューブや除細動
器バッテリーを購入した。　また、救急救命士による処置拡大2行
為講習を1名が受講し、資格認定された。（合計4名認定）

(8)
各種救命講習会を開催し、初期の救命措置にか
かる地域住民の協力支援体制の構築を図りま
す。

　心肺蘇生法から自動体外式除細動器（AED)の取り扱いを行う
普通救命講習を16回実施147名が受講している。
　また、住民からの要請に基づく項目により実施される一般救急
講習は、3回実施39名が受講している。

(5)
危険物施設からの事故防止のため、危険物安
全協会の活動推進に取り組みます。

　危険物施設における保安体制の整備促進、危険物に関する知
識の啓発普及等を目的に研修会及び会員親睦会などを開催し
た。また、管轄内全危険物施設に対し立入検査を実施すると共
に危険物販売店舗に対しても特別査察を行い、危険物の貯蔵、
取り扱いについて指導を行った。

(6)
老朽化している消防施設の整備を計画的に進め
ます。

　令和元年度に計画されている庁舎設計委託に向け、職員から
の意見聴取、消防団に対する概略の説明を実施した。近隣住民
に対しても説明を行うと共に工事施工に対して了解も得ている。

(3)
火災から身を守るため、電池型住宅用火災警報
器の更新と設置促進に取り組みます。

　独居高齢者住宅を重点的に査察し、設置未確認世帯の確認及
び設置指導をした。また、一般家庭査察に合わせて防災無線及
び村広報紙での住民周知、９月１日に開催したふれあい広場に
消防ブースを設けるなどの広報活動に取り組んだ。住宅用火災
警報器の設置率は前年度から３％上昇して８３．７％となった。

(4)
幼年消防クラブや学校など地域における火災予
防の啓発に取り組みます。

　幼年消防クラブでは各種行事を通して幼年期に必要な防火思
想の普及を継続指導した。
　学校及び行政区に対する避難訓練等ではスモークマシーンを
用いた濃煙時の避難行動を重点的に指導することで更なる防火
意識の向上に努めた。

(2)

消防署と消防団の連携を深め、各種訓練を実施
し消防団活動の向上を図るとともに団員の入団
促進、消防団の育成支援に取り組みます。（公
約１－１１）

　新入団員1名の入団があり第一分団に配属されたものの、年度
末に4名の退団者（自己都合退団）が出た。
　訓練関係では、定期訓練はもとより、分団合同訓練及び村主催
の防災訓練に参加するなど知識、技術の研鑽に努めた。また南
十勝地域消防連携連絡会の幹事町村としてスポーツレクリェー
ション大会を当村で開催するなど、消防団相互の交流、活性化に
も寄与した。
　ハード面では、第2分団地区に配備の中札内2号が更新され、
消防力が格段に向上した。

(1)
消防広域化のメリットを生かした、効率的な消防
体制の整備に取り組みます。

　平成28年4月1日より「とかち広域消防事務組合」として業務を
開始している。

２．消防、救急体制の確立（総務課総務グループ）



委員会から
の意見等

・意見なし。

実施状況の
評価と課題

進捗状況 順調　・　概ね順調　・　やや遅れ　・　遅れ

④村長評価（村長ヒアリングによる評価）

課題・方向性

○消防署
・資機材の整備、更新については適宜行うこと。
・消防団員の確保に努めること。
○総務グループ
・防災メールは、情報伝達手段として効果的であり、登録者を増やすことが重要。（現在７３０件ほど）
・こども安心メールの登録数を確認し、登録数に差異がないか確認する。
・防災訓練時にＮＴＴ等携帯端末を扱う会社に来村してもらい、高齢者向けの登録手続きの補助を依
頼するなど登録者を増やす手法を考える。

③内部評価（役場内部による評価）

１．防災体制の強化（総務課総務グループ）
　・関係機関を含めた防災訓練の充実を行う必要がある。
　・情報無線個別受信機のメール配信を効果的に活用するため登録者数を更に増やす必要がある。
　
２．消防、救急体制の確立
　・広域化後のメリットを生かした出動体制の構築（過去3年間の実績を踏まえた出動基準の再考）
　・近隣署所との合同訓練は「濃煙内検索訓練（救助）」を実施。
　・消防団は、各種訓練、防火査察などを実施し、活動の向上を図った。新入団員1名の入団が有ったが、団の
高齢化等に伴い、若年層の入団促進に係る研究が必要。
　・定期査察及び特別査察を消防局の示した方針に従い実施した。また、火災予防啓発活動を関係する外部団
体に対し積極的に行った。
　・十勝圏メディカルコントロール協議会が計画する救急救命士の病院実習にあっては、就業前研修の受入れ枠
の関係上計画よりも遅延している部分もあるが、高度な救命処置を実施するに当り必要な各種実習等は計画と
おり進められている。
　・各種救命講習を実施し受講率向上に努めたが、AED設置事業所や既受講者の再講習受講に関しては、手法
を検討し、受講率の向上に繋げる必要がある。
　・受講者のニーズが多様化しており、一般救急講習（住民からの要請に基づく項目により実施される90分の講
習）の受講希望が増えている現状がある。
　・庁舎の増築及び改築は、消防団、近隣住民の方々との関係を密にし進める必要がある。

今後の取組・
方向性

１．防災体制の強化（総務課総務グループ）
　・関係機関と連携した防災訓練の実施を含めた防災対応の充実
　・メール配信の周知による登録者数増の取り組み

２．消防、救急体制の確立
　･広域化のメリットを生かした効率的な出動体制と資器材の整備更新に取組むと共に、各種災害に備え近隣署
所との合同訓練を今後も継続する。
　・十勝圏広域消防運営計画に基づき統一される計画の勤務体系及び給与体系等の研究、検証を行う。
　・消防署及び消防団の連携を密にし、消防団の特性を生かせる活動ができる基盤を構築すると共に入団促進
及び消防団の育成、支援に取組む。
　・防火対象物及び危険物施設の定期査察を綿密に行い、法令違反等に対する指導を強化する。一般住宅等
は住宅用火災警報器の更新及び設置促進を進めると共に独居高齢者に対する防火指導等にも積極的に取組
む必要がある。
　・避難訓練や防火指導の手法を再考し、今後も「命を守る」ために必要な知識を幼少年期から大人まで、広く指
導して行く。
　・救命士の研修を計画的に進め、更なる救急業務の高度化に努める。
　・命を守る知識やスキルを持った住民を育成するため、住民（受講者）のニーズにあった各種救命講習会を実
施する。
　・消防庁舎の増築、改修は、消防団及び近隣住民との連携、連絡を密に行い、取り進めることが肝要である。
　・ハード面では、平成4年度購入の「中札内1号」及び平成20年度購入の「中札内救急1」の更新について計画
する必要がある。

⑤村民評価（総合行政推進委員会による評価）



(3)
地域住民や学校・ＰＴＡ・老人クラブ・各種事業所
などと連携した「子ども１１０番の家」運動を継続
実施し、防犯啓発を推進します。

・「子ども１１０番の家」の劣化したのぼりを随時更新した。
・青色回転灯搭載車によるパトロールを実施した。

(2)
地域安全推進協議会の「地域消費者被害防止
部会」を中心に防犯の注意喚起や青色回転灯
搭載車による防犯パトロールを実施します。

地域安全推進協議会の総会時に構成団体の情報共有と防犯意
識の向上を図った。

２．防犯体制の強化（総務課総務グループ）

(1)

地域安全情報や犯罪発生状況の広報紙へ掲
載、防災情報無線による不審者情報や特殊詐
欺の警告など住民への情報提供により防犯意
識の高揚を図ります。

・中札内駐在所だよりを各行政区に回覧で周知した。
・子ども安心メールを開始し、児童・生徒の保護者向けに不審者
情報などを迅速に情報提供することが可能になった。

(1)
子どもから高齢者に至るまで幅広い交通安全教
育を推進し、村民の交通安全意識の高揚を図り
ます。

地域安全推進協議会、交通安全指導員、コミュニティスクール、Ｐ
ＴＡ、地元企業など多くの方に交通安全の取組に参加していただ
き、村全体の交通安全意識の向上につながった。

(2)
交通安全指導員をはじめ関係機関や団体と連
携し、交通安全期別運動を通した街頭啓発に取
り組みます。

期別の街頭啓発では、児童・生徒の通学路での啓発や交通安全
指導車による放送を実施した。

(3)

地域安全推進協議会の「通学路安全推進部会」
を中心に通学路の安全確保や交通安全危険箇
所を調査するとともに、危険箇所については警
察等関係機関に対して標識等の設置を要請しま
す。

地域安全推進協議会の通学路安全部会による通学路の調査を
実施した。

公約

基本施策 2 節 交通安全対策の推進と防犯体制の確立

①これまでの取組状況を踏まえた現状と課題

１．交通安全対策の推進（総務課総務グループ）

基本目標 5 編 自然豊かで快適に暮らせるまち 担当課

政策 4 章 安全な村民生活の確保
総務課総務グループ

現状と課題

１．交通安全対策の推進
　近年、全国的に高齢者による交通事故が増加傾向にあり、地域安全推進協議会など関係機関と連携した啓発活
動により交通安全意識の向上を図る必要がある。
　また、高齢者の安全運転講習を継続するとともに、運転免許自主返納対策についても検討が必要。

２．防犯体制の強化
　地域安全推進協議会の「地域消費者被害防止部会」で村内関係機関の情報共有を図るとともに、「子ども１１０番
の家」の取り組みや村内パトロールを引き続き実施する必要がある。

②主要な施策・事業の実施状況

後期基本計画の主要な施策・事業 実施状況



委員会からの
意見等

・意見なし。

実施状況の
評価と課題

進捗状況 順調　・　概ね順調　・　やや遅れ　・　遅れ

③内部評価（役場内部による評価）

１．交通安全対策の推進
　地元企業の取り組みや新たにコミュニティスクールによる通学路の見守りなどが行われるようにな
り、村全体の交通安全意識の向上に繋がっている。
　引き続き啓発活動と合わせて危険箇所の調査と解消に取り組む必要がある。

２．防犯体制の強化
　村が実施してるメール配信に加え、子ども安心メールも活用して緊急情報を周知している。
　メール配信を効果的に活用するため登録者を増やす必要がある。

今後の取組・
方向性

１．交通安全対策の推進
　啓発活動の継続、高齢者の安全運転対策や運転免許自主返納対策の検討を行う。

２．防犯体制の強化
　子ども安心メールの登録者を増やすための取り組みを行う。

⑤村民評価（総合行政推進委員会による評価）

④村長評価（村長ヒアリングによる評価）

課題・方向性

○総務グループ
・防災メールは、情報伝達手段として効果的であり、登録者を増やすことが重要。（現在７３０件ほど）
・こども安心メールの登録数を確認し、登録数に差異がないか確認する。
・防災訓練時にＮＴＴ等携帯端末を扱う会社に来村してもらい、高齢者向けの登録手続きの補助をお
願いすることを検討する。



(3)
村広報紙やホームページ等により、広く消費者
情報の提供に努めます。

村ＨＰへ消費者行政に関する首長表明、広報紙への掲載や啓発
用パンフレットの折込、成人式参加者へ啓発用パンフレット配布、
文化祭で啓発パネル展示を実施した。

(2)
中札内消費者協会や中札内村地域安全推進協
議会及び地域住民と連携し、被害を未然に防ぐ
ための取組や啓発活動に努めます。

地域安全推進協議会の消費者被害防止部会を開催し、警察や
金融機関、老人クラブなどと連携し、振り込めサギの被害防止の
ための取り組みを行っている。
中学校３年生を対象とした啓発授業の開催など各種啓発活動を
実施した。

２．啓発活動の強化（産業課産業グループ）

(1)
被害防止のため、消費者協会と連携し日常的な
消費者教育・啓発活動に努めます。

消費者協会役員会などに産業課職員も同席して、各種会議及び
行事等の連携を図っている。

(1)
さまざまな事例に対応可能な、専門的知識を有
する相談員の配置、育成を推進します。

相談員や行政職員の苦情処理能力の向上、消費生活相談窓口
の機能強化を図るため、北海道などが主催する研修会へ参加し
た。
また、PIO-NETの活用により、さまざまな相談事例を基に相談業
務に対応している。

(2)

多様化、複雑化する消費者問題に対応するた
め、消費者協会を核とした相談体制の強化充実
を図るとともに、相談員の適格者発掘に努めま
す。

相談員向けの会議・研修会へ参加を行い、相談能力の向上に努
めた。

(3)
地域の身近な相談窓口として、気軽に相談が受
けられる環境を整えます。

週２回（月・木曜日）、相談員による相談窓口を開設した。
相談窓口以外の日は、産業課が窓口になり相談員との連携を
図っている。

公約

基本施策 3 節 消費者対策の推進

①これまでの取組状況を踏まえた現状と課題

１．消費生活相談体制の充実（産業課産業グループ）

基本目標 5 編 自然豊かで快適に暮らせるまち 担当課

政策 4 章 安全な村民生活の確保
産業課産業グループ

現状と課題

１．消費生活相談体制の充実（産業課）
・中札内消費者協会に業務委託を行い、消費生活相談体制を整えており、今後も専門知識を有する相談員を継続
的に配置、育成を図ることが必要である。

２．啓発活動の強化（産業課）
・中札内消費者協会に業務委託を行い、消費生活相談体制を整えており、今後も地域における消費者教育や啓発
活動を充実させ、被害を未然に防ぐとともに、表面化していない被害や消費者を取り巻く問題も潜在していると考え
られることから、継続した活動が必要である。

②主要な施策・事業の実施状況

後期基本計画の主要な施策・事業 実施状況



③内部評価（役場内部による評価）

１．消費生活相談体制の充実
・現状では充実した消費相談体制となっているが、後継者の育成を図る必要がある。
・２８年度に村地域安全推進協議会において地域消費者被害防止部会を設立し、関係機関との情報
共有と連携体制の強化が図られている。

２．啓発活動の強化
・被害防止のためには今後も継続した取組みを行う必要がある。

今後の取組・
方向性

１．消費生活相談体制の充実
・専門知識を有する相談員の配置・育成を図り、身近な相談体制を継続するとともに相談員の育成を
図っていく。
・令和２年度に十勝消費者大会の開催地となるため、円滑な開催に向け準備を進めていく。

２．啓発活動の強化
・被害を未然に防ぐため、地域における消費者教育や啓発活動を継続する。

実施状況の
評価と課題

進捗状況 順調　・　概ね順調　・　やや遅れ　・　遅れ

委員会からの
意見等

・意見なし。

⑤村民評価（総合行政推進委員会による評価）

④村長評価（村長ヒアリングによる評価）

課題・方向性

○産業グループ
・相談員の育成を図っており、Ｒ1年度に研修参加している。Ｒ２年度から３名体制による相談体制強
化を図っていく。


